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 地方自治法第２３３条第２項及び地方公営企業法第３０条第２項の規定によ

り監査委員の審査に付された、令和元年度蓮田市一般会計及び各特別会計歳入

歳出決算並びに水道事業会計決算及び下水道事業会計決算について審査したの
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○写  

監 査 第 ７ ０ 号 

令和２年８月１８日 

 

蓮  田  市  長 中  野  和  信  様  

蓮 田 市 議 会 議 長 中  野  政   様  

蓮 田 市 教 育 委 員 会 教 育 長 西  山  通  夫  様  

蓮田市選挙管理委員会委員長 栗  原  一  男  様  

蓮 田 市 公 平 委 員 会 委 員 長 町  田  知  啓  様  

蓮 田 市 農 業 委 員 会 会 長 萩  原  和  夫  様  

蓮田市固定資産評価審査委員会委員長 稲 橋  實 様  

 

 

蓮田市監査委員 内 田   

                    

                   蓮田市監査委員 勝 浦  敦  

 

 

令和２年度蓮田市行政監査結果報告書について（提出）  

 

 

地方自治法第１９９条第２項の規定による行政監査を実施したので、結果報
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決算審査及び行政監査の視点  

 

令和元年度決算審査及び令和２年度行政監査は、地方自治法の一部改正によ

り令和２年４月１日から施行した「蓮田市監査基準」に基づき審査及び監査を

実施した。  

決算審査の視点は、一般会計、各特別会計、水道事業会計、下水道事業会計

の決算書及びその他関係諸表等の計数の正確性を検証するとともに、歳入、歳

出予算の執行の状況について総合的に審査し、予算の執行または各事業の経営

が経済的、効率的かつ効果的に行われているかどうかを主眼として行った。 

行政監査の視点は、事務の執行について正確で最少の経費で最大の効果を挙

げているか、その組織及び運営の合理化に努めているかを主眼として行った。 

各部課へのヒアリングにおいては、地方自治法施行令第１５０条に基づく予

算執行計画に沿って予算は執行されているか、債権管理は適正・公正に執行さ

れているか、コンプライアンスが浸透しているか、埼玉県の「農業の６次産業

化支援事業補助金」不正受給の公文書偽造を受け蓮田市公印規則に基づき公印

を適正に管理しているか、所管する各事業においてリスクを意識し適正に執行

されているか、契約の締結は関係法令及び蓮田市契約実務マニュアルに基づい

て適正に執行されているか、過去の監査における指摘・提言要望事項が改善さ

れているかなどについても関係職員に説明を受けるとともに、質疑を行い疑問

点などについては追加資料の提出を求めるなどして実施した。 

また、市の財政状況の主な財政指標である財政力指数、経常収支比率、経常

一般財源等比率、義務的経費比率、公債費負担比率、人件費比率等についても

その健全性等を確認した。 

 

人口の変動状況は、令和２年４月１日現在の蓮田市の全住民人口は６１,６

１６人で、昨年の４月１日に比べ２０１人減少している。世帯数は、２７,２２

０世帯で、昨年に比べ２５５世帯増加している。一方、６５歳以上の老齢人口

は１９,６１２人で、２４１人の増加となっている。１５歳から６４歳までの生

産年齢人口は３５，１３９人で２７８人減少しており、１４歳以下の年少人口

も６,８６５人で１６４人の減少となっている。なお、老齢人口の比率は、県内

の市で４番目（令和２年１月１日現在）に高くなっている。 

 

【凡 例】  

各表中の数字は、円単位で算出した数値を四捨五入で表記しているため、

合計が合わない場合がある。なお、四捨五入の結果「０」と表記されている

数字もある。  

また、文章中、「皆増」は前年度に数値がなく全額増加したもの、「皆減」

は当年度に数値がなく全額減少したものである。  
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第１ 審  査  の  対  象  

 ○令和元年度蓮田市一般会計歳入歳出決算  

 ○令和元年度蓮田市国民健康保険特別会計歳入歳出決算  

 ○令和元年度蓮田市後期高齢者医療特別会計歳入歳出決算  

○令和元年度蓮田市介護保険特別会計歳入歳出決算  

 ○令和元年度蓮田都市計画事業黒浜土地区画整理事業特別会計歳入歳出  

  決算  

 ○令和元年度蓮田都市計画事業蓮田駅西口第一種市街地再開発事業特別  

  会計歳入歳出決算  

 

第２ 審  査  の  期  間  

 令和２年７月７日から８月１７日まで  

 

第３ 審  査  の  方  法  

審査に当たっては、令和２年７月３日に市長から審査に付された令和元年

度の一般会計と各特別会計の歳入歳出決算書、同事項別明細書、実質収支に

関する調書及び財産に関する調書に基づき、各計数の正確性を確認するとと

もに、関係法規に準拠して作成されているか確認した。また、蓮田市の監査

基準に基づき、予算の執行状況が関係法令に適合し、経済的、効率的かつ効

果的に執行されているか関係職員から説明を受け、疑問点などは追加資料の

提出を求めるなどし、慎重に審査した。  

なお、各部（局）及び各課（室）から提出された令和元年度決算審査に係

る業務等報告書、主要事業報告書、歳入歳出決算資料、契約に関する資料等

に基づき、部長（局長）及び各所属長から説明を受けるとともに質疑を行い、

部・課ごとに審査・監査を行った。  

工事審査は、シルバー人材センター事務所等新築工事及び市道 16 号線道路

改良工事について、当該工事の施工から工事完了、検査に係る関係書類一式

の書類審査を行い、その後、現地確認を実施した。  

 

第４ 審  査  の  結  果  

 令和元年度の各会計の歳入歳出決算書、事項別明細書、実質収支に関する

調書及び財産に関する調書はいずれも関係法規に準拠して作成されており、

各計数は適正なものと認められた。  
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第５　決 算 の 概 要

１　総　　括

（１）全体の収支

（２）収支の概要

（単位：千円）

　＊実質収支額＝収入済額－支出済額－翌年度へ繰り越すべき財源

蓮 田 駅 西 口 第 一 種
市 街 地 再 開 発 事 業

特　別　会　計

合　　計

黒 浜 土 地 区 画 整 理 事 業

区　　分

一　般　会　計

国 民 健 康 保 険

後 期 高 齢 者 医 療

介 護 保 険

32,632,980 35,032,132

18,450 15,165

32,800,343

3,037

1,140,37334,484,315

令和元年度から、下水道事業特別会計及び農業集落排水事業特別会計が、地方公営企業法

の規定を全部適用した蓮田市下水道事業会計になり、２つの特別会計が公営企業会計に移行

した。

一般会計及び５つの特別会計を合わせた総計予算額は、３５０億３,２１３万１,７３０円

で、前年度対比１９億８,９１０万９５２円、０.６％の増額であった。

総計決算額は、歳入が３４４億８，４３１万５，２８３円（前年度対比２，１２３万４，

３６６円、０.１％増）、歳出は３２８億３４万２，６５６円（前年度対比４，１５５万８，

７３７円、０.１％減）となっている。

歳入決算額から歳出決算額を差し引いた形式収支額は、１６億８，３９７万２，６２７円

（前年度対比６，２７９万３，１０３円、３．９％増）となり、この形式収支額から翌年度

への繰越財源５億４，３６０万６２円を控除した実質収支額は、１１億４，０３７万２，５

６５円（前年度対比２，８３６万２２９円、２.４％減）の黒字である。

また、この実質収支額から前年度の実質収支額１１億６，８７３万２，７９４円を差し引

いた単年度収支額は、２，８３６万２２９円（前年度は６億４,０７０万３,８８１円の赤

字）の赤字である。

19,357,464

323,536

実質収支額

816,837

当初予算額 予算現額 収入済額 支出済額

18,953,000 20,406,140 20,355,556

205,616

937,496

109,9275,179,070 5,069,144

3,285

1,473,015 1,107,6331,563,987

6,678,202 6,920,967 6,519,058 6,313,442

13,679,980

1,671939,167

14,625,992 14,128,760 13,442,879

4,994,550 5,154,488

940,372 970,089

16,760 16,461

1,050,096
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（３）歳入決算の概要
（単位：千円）

（４）歳出決算の概要    
（単位：千円）

（５）決算の推移  　 　　
　

①財政収支構造の推移（一般会計、特別会計） （単位：百万円）

注）表中「自主的財源」は次のとおりである。

注）表中「依存的財源」は次のとおりである。    

　市税、分担金及び負担金、使用料及び手数料、財産収入、寄附金、基金繰入金、諸収入、国民健康保険税、清算徴収金、保険料

繰 越 金

事 業 費

他 会 計 へ の 繰 出 金

公 債 費

後期高齢者医療

介 護 保 険 5,154,488

自 主 的 財 源

依 存 的 財 源

市 債

基金残高

29,077

令和元年度

32,800

13,725

15,512

△ 0.1

1,212

2,262

2,262

24,113 23,205

1,461

14,593

1,322

22,384

1,809 1,169

1,243

4.6

302,722

1,380,924

1,140

3,872

2,447

4,971

34,484

14,017

2,447

1,482

皆減

20,355,556 99.8

(d/c)%

△ 8.8

増減額

4,949,302

皆減

7,151,575 △ 632,517

229,768

△ 207,904

804,910

△ 41,559

前年度支出済額

△ 1,275,972

38,255

100.5

54,013

－

564,355

2,052

5.7

－

2,371

－

3,741

970,089

94.2

14,904

2,052

△ 1,380,924

前年度収入済額

15,842

1,532

収入率

14,843

△ 26.5

3,880

△ 6,639

増減率
(d/c)%

皆減

△ 641,209

908,660

予算現額

18,450

96.8

b
区分

収入済額
a

予算現額

6,519,058 94.2

増減率
d=b-c

一 般 会 計 20,406,140

増減額
(b/a)% c

1,060,117 5.519,295,438

特
　
別
　
会
　
計

国 民 健 康 保 険 6,920,967

農業集落排水事業 －

112.1

下 水 道 事 業 －

5,179,070

1,473,015

21,23434,463,081 0.1

執行率

50,672939,167 888,494

207,904

25,088

－

△ 9.2

皆減

△ 173,285

247,343

蓮田駅西口再開発事業 1,563,987 161.0

18,412,825 944,638 5.1

△ 1,998 △ 11.6

265.9

17,163

5.1

6.1

15,506

93.6

平成29年度

32,841,901

34,463

13,651

平成30年度平成28年度

32,800,343

1,107,633 70.8

－

－－

96.6

92.1

98.35,069,144

15,165

1,275,972

883,482

－

5,154,488 4,821,800

937,496

173,285農業集落排水事業 －

介 護 保 険

後期高齢者医療 970,089

下 水 道 事 業 －

黒浜土地区画整理事業 16,461

34,331

蓮田駅西口再開発事業

特
　
別
　
会
　
計

1,563,987

36,574

合　　計 35,032,132

1,2402,226

32,84232,368

1,9631,882

34,692 36,129

2,126

1,990 3,741

27,902

1,929

28,01529,969

2,380

4,755

1,762

　地方譲与税、利子割交付金、配当割交付金、株式等譲渡所得割交付金、地方消費税交付金、自動車取得税交付金、環境性能割交付
金、地方特例交付金、地方交付税、交通安全対策特別交付金、国庫支出金、県支出金、諸収入、支払基金交付金

2,414 2,419

3,435

24,985

c

6,954,652

(b/a)%
区分

a b

94.9

91.2

黒浜土地区画整理事業 16,461

国 民 健 康 保 険

15,466

6,920,967 6,313,442

35,032,132合　　計

一 般 会 計

30,331

歳出計

1,990

平成27年度

15,526

歳入計

他 会 計 か ら の 繰 入 金

20,406,140 19,357,464

支出済額

34,484,315 98.4

借入金残高（元金）

実質収支額

d=b-c
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②会計別歳出決算額の推移 　 （単位：百万円）

③主な税収入及び地方交付税の推移 （単位：百万円）

（６）地方債その他負債残高 　   　  

　

地方債（含む債務保証的なもの）残高リスト （単位：千円）

※令和2年1月1日現在の人口61,570人で算出

市 民 税

固 定 資 産 税

都 市 計 画 税

国 民 健 康 保 険 税

地 方 交 付 税

一 般 会 計

会 計 別

一 般 会 計

国 民 健 康 保 険

後 期 高 齢 者 医 療

介 護 保 険

下 水 道
事 業

蓮田駅西口再開発事業

水 道 事 業

下 水 道 事 業

14,453,714

179 181 185 180

3,354

2,364

令和22年度

3,297 3,396

330,438

2,285 2,285 2,241

　一般会計、各特別会計、水道事業会計、下水道事業会計、蓮田市土地開発公社（債務保

証）の残債総額は、次表のとおり２３７億９，９３２万円で、前年度の２４６億８,２２９万

円より８億８，２９７万円の減額となった。なお、市民１人当りでは３８万７,０００円であ

り、前年度の３９万８,０００円よりも１１,０００円負担額は少なくなった。

2,266

元金

3,281

32,800

平成28年度 平成29年度

1,645 1,606 1,493 1,338 1,268

3,251

182

4,108 4,109 4,255 4,229 4,164

32,368 36,129 32,842

平成30年度 令和元年度

平成30年度

19,357

令和元年度

-173

883

5,069

1,276

6,313

14,784,152

150,592

※市民１人当り
387千円

令和14年度

農 業 集 落 排 水 事 業

蓮 田 市 土 地 開 発 公 社

合　　　計

－

令和26年度820,615

758,431

0

139,348

853,150

0

6,439,957 676,095

74,763

7,116,052

0

182

4,561

776

平成28年度 平成29年度

851

895,378

合計利子

11,244

18,413

8,281

平成27年度

4,822

167 189

1,310 1,256

4,070

8,060

19,064

8,233

農 業 集 落 排 水 事 業

41 43 56

6,955

-1,206

734 937

--

121 224 17101

馬 込 下 蓮 田 区 画 整 理 事 業

15

139 130 1,752 303 1,108蓮 田 駅 西 口 再 開 発 事 業

4,334

下 水 道 事 業

平成27年度

34,692

黒 浜 区 画 整 理 事 業

合　　計

令和19年度

令和31年度

最終償還年度

19,849 17,459

22,612,065 1,187,260 23,799,325

94,719
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主な会計の地方債（元金）現在高の推移

一般会計の地方債（元金）目的別現在高の推移

一般会計の市債（歳入）と公債費元金（歳出）の推移
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140
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180

22 23 24 25 26 27 28 29 30 元 

億円 

年度末 

総務債 

民生債 

衛生債 

労働債 

農林水産業債 

土木債 

消防債 

教育債 

減収補てん債 

減税補てん債 

臨時税収補て

ん債 
臨時財政対策

債 

0

50

100

150

200

250

300

22 23 24 25 26 27 28 29 30 元 

億円 

年度末 

水道事業会計 

西口再開発事

業特別会計 

農業集落排水

事業 

下水道事業 

一般会計 

0

5

10

15

20

25

22 23 24 25 26 27 28 29 30 元 

億円 

年度末 

市債【歳入】 

公債費（元金）

【歳出】 
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（７）主要な財務比率の推移

主要な財務比率の推移（普通会計ベース）

県内での蓮田市の順位等（平成30年度普通会計ベース）   

＊平成30年度以前の各財務比率の数値は、埼玉県市町村決算概要による。

蓮田市の各数値の推移と解説

蓮 田 市 の 数 値

区 分

桶 川 市

久 喜 市

北 本 市

幸 手 市

白 岡 市

H27 年 度 の 順 位

H28 年 度 の 順 位

H29 年 度 の 順 位

H30 年 度 の 順 位

区 分

　健全な財政運営は収支の均衡が保たれ経済変動や市民の要望に柔軟に対応できる弾力性が

求められる。蓮田市の過去５年の主要な財政指標は次の表のとおりである。

18.4

0.771

0.772 84.6 95.6 45.4 9.3

87.9 94.4 53.5

9.0

　財政力を判断する指標で、この指数

が「１」に近く、あるいは「１」を超

えるほど財源に余裕があることにな

る。

16/40位

23/40位

9.8

5/40位

8/40位

15/40位

21/40位

9.8平 成 30 年 度

10.2

20.4

19.6

20.7

0.771 87.7 96.6 48.9

財源等

平 成 29 年 度

0.774 90.2 94.8 51.1

⑤

比率

(％) 比率(％) (％) (％) (％)

指数 比率

③ ⑥

財政力 経常収支 経常一般 義務的 公債費 人件費

① ④

経費比率 負担比率

②

負担比率

公債費

⑤

経常一般

④

17.6

12.8

23/40位

91.8

14.9

45.8

比率 財源等

経常収支 人件費義務的

⑥

(％)

17.4

比率

③

51.1

経費比率

(％)

94.8

比率(％) (％)

指数

②

0.77

①

(％)

財政力

17.3

0.89 93.9 97.0 51.8 12.4

97.1 52.3県 内 市 の 平 均

県 平 均

20.4

15.5

40/40位

90.2

39/40位

0.91 12.494.3

32/40位 6/40位

9/40位

36/40位 13/40位

28/40位

6/40位

33/40位

33/40位

95.0

39.9 9.9

93.7

95.0

39/40位

36/40位

53.7

11/40位13/40位

96.6 51.3

15.90.82

＊数値が小さい程良い

○

0.87 93.0

①財政力指数

＊数値が大きい程良い

94.5

○

15.953.2

13.2

○ ○

92.5 11.5

○
○

0.82 96.2

0.72 93.0

0.85

91.3 48.6 9.395.9 19.4

参

考

0.773令 和 元 年 度

平 成 28 年 度

平 成 27 年 度

16.4

31/40位 3/40位

0.0
0.1
0.2
0.3
0.4
0.5
0.6
0.7
0.8
0.9
1.0

22 23 24 25 26 27 28 29 30 元 

指数 

年度 

蓮田市 県内市平均 
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　人件費、物件費、公債費等の経常的

経費に市税や地方交付税を中心とする

経常的収入の一般財源がどの程度充当

されているかにより、財政構造の弾力

性を判断する指標で、数値が高いほど

財政が硬直化しているとされている。

②経常収支比率

　歳入構造の弾力性を見る指標で、経

常的に収入となる市税等の一般財源

（経常一般財源）の額と、標準的な行

政活動に要する経常経費（標準財政規

模）との割合を比較する方法で、

「100」を超える度合いが高いほど経常

一般財源に余裕があるとされている。

　この比率が高いほど財政運営が硬直

化しているとされている。

⑥人件費比率

⑤公債費負担比率

　支出が義務付けられている人件費、

扶助費、公債費を言い、これらの任意

に削減できない経費の比率が低いほど

財政構造に弾力性があるとされてい

る。

　この比率が高いほど、財政運営の硬

直性の高まりを示すものである。一般

的には、財政運営上１５％が警戒ライ

ン、２０％が危険ラインとされてい

る。

④義務的経費比率

③経常一般財源等比率

0
10
20
30
40
50
60
70
80
90

100

22 23 24 25 26 27 28 29 30 元 

％ 

年度 

蓮田市 県内市平均 

0
10
20
30
40
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60
70
80
90
100
110

22 23 24 25 26 27 28 29 30 元 

％ 

年度 

蓮田市 県内市平均 

0
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22 23 24 25 26 27 28 29 30 元 

％ 

年度 

蓮田市 県内市平均 

0

5
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22 23 24 25 26 27 28 29 30 元 

％ 

年度 

蓮田市 県内市平均 

0

5

10

15
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22 23 24 25 26 27 28 29 30 元 

％ 

年度 

蓮田市 県内市平均 
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（８）普通会計決算から分析する住民一人あたりの負担額の状況

令和元年度 平成３０年度 平成３０年度 平成３０年度 平成３０年度 平成３０年度 平成３０年度

蓮田市 蓮田市 桶川市 久喜市 北本市 幸手市 白岡市

(R2.1.1) (H31.1.1) (H31.1.1) (H31.1.1) (H31.1.1) (H31.1.1) (H31.1.1)

61,570 61,961 75,408 153,709 66,668 51,338 52,497

(単位：円）

132,773 131,630 137,090 149,441 134,002 128,145 139,360

1,845 1,827 1,750 1,820 1,829 1,446 1,820

58,153 58,127 56,336 55,368 55,211 48,056 60,134

2,428 2,282 2,402 2,920 2,329 2,386 2,252

5,204 6,017 5,470 8,763 5,234 4,902 5,735

54,473 52,950 54,614 65,949 56,147 55,974 59,590

1,834 1,736 1,735 1,960 1,848 2,216 1,727

5,877 5,786 5,140 6,331 5,589 7,154 4,909

0 0 0 4 0 0 0

2,960 2,906 9,643 6,324 5,815 6,010 3,193

2,489 2,441 2,250 2,820 2,118 3,395 2,739

110 213 200 198 201 178 212

714 589 554 549 557 493 592

431 541 509 504 511 450 546

15,791 16,301 16,325 17,322 16,704 17,356 15,853

725 1,039 957 1,204 900 1,442 1,166

2,606 786 967 792 634 777 1,019

38,395 36,170 26,834 29,832 30,639 45,338 22,415

115 113 128 142 114 162 125

421 2,010 1,583 2,822 2,414 3,848 122

3,746 4,489 3,336 2,071 2,152 2,446 5,385

410 440 1,269 611 573 2,435 424

44,897 42,830 43,552 45,854 39,708 63,034 35,803

19,826 17,673 19,054 20,194 17,653 20,101 16,483

717 536 467 213 1,427 737 238

171 166 92 130 2,950 250 830

28,235 13,997 9,428 8,867 5,060 31,350 10,945

14,014 18,794 3,357 5,726 10,210 25,385 15,601

3,691 3,893 3,072 6,992 3,680 3,738 2,907

19,688 16,103 33,550 17,408 25,532 34,623 30,782

329,964 310,754 304,572 313,691 297,740 385,683 303,548

繰 入 金

繰 越 金

諸 収 入

地 方 債

歳 入 合 計

使 用 料

手 数 料

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

財 産 収 入

寄 附 金

地 方 消 費 税 交 付 金

自 動 車 取 得 税 交 付 金 等

地 方 特 例 交 付 金

地 方 交 付 税

交通安全対策特別交付金

分 担 金 ・ 負 担 金

入 湯 税

都 市 計 画 税

地 方 譲 与 税

利 子 割 交 付 金

配 当 割 交 付 金

株式等譲渡所得割交付金

所 得 割

法 人 均 等 割

法 人 税 割

固 定 資 産 税

軽 自 動 車 税

市 町 村 た ば こ 税

蓮田市の状況 近隣他市の状況

年度

市町名

蓮田市の令和元年度普通会計決算の地方税決算額　8,174,861(千円)

蓮田市の令和2年1月1日現在の住民基本台帳人口　61,570(人)
＝132,773(円)　(例：

住民基本台帳人口（人）

【歳入内訳】

地 方 税

個 人 均 等 割
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令和元年度 平成３０年度 平成３０年度 平成３０年度 平成３０年度 平成３０年度 平成３０年度

蓮田市 蓮田市 桶川市 久喜市 北本市 幸手市 白岡市

(単位：円）

3,572 3,537 3,009 2,269 3,342 3,118 3,065

49,451 41,841 34,491 30,226 35,127 35,809 33,238

121,473 121,581 123,084 131,244 118,620 123,002 107,401

18,765 19,318 26,041 24,890 20,841 23,318 19,005

376 371 1,075 180 228 427 1,122

3,271 5,782 952 4,842 1,448 3,511 3,915

1,715 1,148 3,303 2,162 2,208 6,633 4,224

47,769 34,362 25,729 28,422 21,623 86,904 29,016

13,778 13,951 13,615 17,365 14,681 18,319 13,444

30,174 29,814 35,597 32,108 31,237 41,565 48,480

0 0 0 0 0 0 0

23,735 25,122 31,232 29,719 35,044 25,013 25,568

0 0 0 0 0 0 0

314,080 296,829 298,129 303,426 284,398 367,621 288,479

令和元年度 平成３０年度 平成３０年度 平成３０年度 平成３０年度 平成３０年度 平成３０年度

蓮田市 蓮田市 桶川市 久喜市 北本市 幸手市 白岡市

(単位：円）

26,712 30,081 18,557 32,686 17,731 12,119 16,347

50 50 0 843 9,143 5,419 905

7,651 20,916 13,452 17,929 24,013 2,107 10,535

34,413 51,046 32,009 51,458 50,888 19,645 27,786

財 政 調 整 基 金

災 害 復 旧 費

公 債 費

減 債 基 金

特 定 目 的 基 金

積 立 金 現 在 高 合 計

諸 支 出 金

歳 出 合 計

市町名

【積立金現在高】

民 生 費

衛 生 費

労 働 費

農 林 水 産 業 費

蓮田市の状況

年度

商 工 費

土 木 費

消 防 費

教 育 費

蓮田市の状況

年度

市町名

【歳出目的別内訳】

議 会 費

総 務 費

近隣他市の状況

近隣他市の状況
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（１）収支

 
（２）収支の推移   

（単位：千円）

一般会計収支状況の推移

816,837

20,355,556

17,458,54519,848,648

19,295,438

　注）実質単年度収支額：当該年度の実質収支額から前年度の実質収支額を差し引いた額を単年度収支額という。
　　　　　　　　　　　　更に基金取崩し、積立等を収入・支出とは考えずに算出した収支を実質単年度収支額と
                    　　いう。繰上償還とそれに伴う借換え債もここでは収入・支出とは考えていない。

709,249

350,699 181,256

予 算 現 額

収 入 済 額 20,876,266

888,704

18,412,825

平成27年度

295,523

20,248,639

20,671,644

18,360,237

192,442

19,147,823

19,064,413

平成30年度 令和元年度

20,406,140

434,618

平成28年度

80,321

20,135,512

687,097

19,357,464

195,516

２　一　般　会　計

支 出 済 額

　一般会計の予算現額は、２０４億６１３万９,７７５円で、前年度対比１２億５,８３１万

６,９９７円、６.６％の増額となっている。

　決算額は、歳入が２０３億５,５５５万５,５５７円（前年度対比１０億６,０１２万円、

５.５％増）、歳出は１９３億５,７４６万３，５２０円（前年度対比９億４,４６４万円、

５.１％増）となり、歳入歳出ともに増額となっている。

　歳入歳出差引額（形式収支額）は、９億９,８０９万２,０３７円（前年度対比１億１,５４

８万円、１３.１％増）で、翌年度への繰越財源１億８,１２５万５,１７２円を控除した実質

収支額は、８億１,６８３万６,８６５円（前年度対比１億２,９７４万円、１８.９％増）の

黒字となっている。

　この実質収支額から前年度の実質収支額を差し引いた単年度収支額は、１億２,９７３万

９,５５５円（前年度対比３億３,１３５万円、１６４.４％増）の黒字となっている。

　なお、この単年度収支額から、黒字要因とみなされる財政調整基金への積立金６億５,７０

６万６,０００円、一方赤字要因とみなされる財政調整基金からの取崩し額８億７,６２５万

９,０００円を控除した実質単年度収支額は、８,９４５万３,４４５円（前年度は１５４万

２,３１０円の赤字）の赤字となっている。

平成29年度

18,240,985

△ 92,163

676,920

△ 1,542

実 質 収 支 額

実質単年度収支額 △ 89,453

翌年度繰越額

　注）実質収支額＝収入済額－支出済額－翌年度へ繰り越すべき財源

6.3 

5.0 

5.8 

7.1 6.6 6.8 7.1 

8.9 

6.9 

8.2 
9.1 

2.7 

△ 0.7 

2.7 

△ 0.6 △ 0.9 

0.8 

4.3 

△ 0.0 
△ 0.9 

△ 2 

0

2

4

6

8

10

22 23 24 25 26 27 28 29 30 元 

億円 

年度 

実質収支額 

実質単年度収支額 
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（３）歳入決算

①歳入決算の概要

　
②歳入決算の状況 （単位：千円）

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

21

5.5

21.591.6 86.9 214,424

256,529

99.8 19,295,438 1,060,11720,406,140 20,355,556

寄 附 金 10,268105.1 94.0

繰 越 金 350,000 882,613 882,613 252.2

10,005

財 産 収 入 14,837 40,605 43,456 32,479107.0292.9

使用料及び手数料 114,305 119,508 118,032

県 支 出 金 1,274,653 1,290,684 1,218,208

国 庫 支 出 金 2,613,961 2,749,946

201,209 157,345

1,960,000 2,329,027

2,943,443

163,726

6,000 7,060

環境性能割交付金

△ 140,252

64

122,838

48,000 99,811

2,241,127

117.7

81.4

2,363,965

1,009,99696.7

33,494

7,947,335

100.0

26,506

104.0

34,289

102.9

32,000

104.1

地 方 交 付 税

334.2160,428

120.6

分担金及び負担金

101.5

地方特例交付金

交通安全対策特別交付金 6,000

28,000 34,288

地方消費税交付金 1,005,000 935,000 972,254

自動車取得税交付金

前年度
対当初予算 対予算現額

当年度

112.7

146,000 151,255

183.3183.3

67.6

24,000 24,000

当初予算額

配 当 割 交 付 金 43,986

10,000

△ 37,742

△ 6,406

△ 6,98868.0

7,46836,518

82.8

　第１２款・分担金及び負担金１億６,３７３万円（前年度対比１億４,０２５万円、４６.１％減）

　第 ８ 款・環境性能割交付金１,０３８万円（皆増）

収入率（％）

39,000

146,421 153,219

6,000

地 方 譲 与 税

　第１０款・地方交付税２３億６,３９７万円（前年度対比１億２,２８４万円、５.５％増）

1.3

103.3

    前年度に対し増額となった主な科目は次のとおりである。

市 税 7,912,761

33.8

2,595,932

100.5

△ 7,926

95.6 1,064,225

105.2

871,186

246

100.0

14.5

93.4

153,983

154,014

98.8 125,959 △ 6.3

5.9

103.3

94.4

2.4

128.2 103.2 351,742 △ 87,039

△ 25.5△ 301,613

867,258

△ 24.7

100.0

997,782

合　　計 107.4

市 債

264,703

1,323,200 1,394,906 1,212,206

18,953,000

1,738,444繰 入 金 1,654,662 1,738,443

諸 収 入 206,407

10,977

105.1

11,182 10,513

1,184,226

303,978

0.2

予算現額
収入済額

160.7

増減

5.5

0.9

  第 １ 款・市税８１億７,４８６万円（前年度対比１,８９２万円、０.２％増）

利 子 割 交 付 金

款

　第１３款・使用料及び手数料１億１,８０３万円（前年度対比７９３万円、６.３％減）

1,964

8,174,861

13,170

　第２１款・市債１２億１,２２１万円（前年度対比２億１,４４２万円、２１.５％増）

　第１４款・国庫支出金２７億４,９９５万円（前年度対比１億５,４０１万円、５.９％増）

　第 ９ 款・地方特例交付金１億６,０４３万円（前年度対比１億１,１７５万円、２２９.５％増）

　第 ６ 款・地方消費税交付金９億７,２２５万円（前年度対比３,７７４万円、３.７％減）

　第１８款・繰入金１７億３,８４４万円（前年度対比８億７,１１９万円、１００.５％増）

歳入決算額は、２０３億５，５５５万５，５５７円（前年度対比１０億６，０１２万円、５.５％
増）である。

　第１５款・県支出金１２億１,８２１万円（前年度対比１億５,３９８万円、１４.５％増）

△ 48.6

104.9

増減率
（％）

18,9188,155,943

　また、前年度に対し減額となった科目は次のとおりである。　

　第１９款・繰越金８億８,２６１万円（前年度対比３億１６１万円、２５.５％減）

△ 46.8

48,683 111,745

6,996

皆増

64,408

229.5

117.7

△ 46.1

20.5

0 10,37711,000 11,000 94.3

  第２０款・諸収入２億６,４７０万円（前年度対比８,７０４万円、２４.７％減）

△ 3.7

△ 20.9

122.5 △ 30,119

94.3

6,764

104.6

10,377

株式等譲渡所得割交付金
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市税の推移

市税の状況 （単位：千円）

1

2

3

4

5

 

2,167

3,332

5.0

102.9

1.2102.5 180,075

18,918

　市税の収納率については、９７.７％（県内の市では第２０位）で、前年度は９７.３％（県内の

市では第２０位）で、前年度対比では０.４ポイント上昇した。

　市税の収入未済額は１億７,７０５万円であり、前年度に比べ１,５３２万円の減少となった。こ

れは個人市民税の現年度分の収入未済額が２，８６１万円で前年度対比６０４万円の減少、固定資

産税の滞納繰越分の収入未済額が５,３９７万円で前年度対比８４７万円減少したことが要因であ

る。

　また、市税の不納欠損額は１,８６８万円であり、前年度に比べ１,３９６万円の減少となった。

これは個人市民税の滞納繰越分の不納欠損額が９１９万円で前年度対比７５２万円の減少、また、

固定資産税の滞納繰越分の不納欠損額が８４６万円で前年度対比５９６万円減少したことが要因で

ある。

　なお、現年度分の収納額は８１億１,７２２万円で前年度対比１,６９６万円の増額、収納率は９

９.３％となり、現年度分の収納率は県内の市では前年度第１０位から第６位となった。

106.1 107,565 5,347

8,155,943 0.2

△ 1.5

対予算現額

103.4

増減

0.9358,490

収入率（％）

収入済額

73,102101.8 3,280,808 2.2

前年度

△ 65,029

増減率
（％）

4,229,005

対当初予算

103.8

　市税は、８１億７,４８６万円（前年度対比１,８９２万円、０.２％増）である。

　このうち市民税は、４１億６,３９８万円（前年度対比６,５０３万円、１.５％減）で、うち個人

市民税が３６億９,４０９万円（前年度対比２,０６８万円、０.６％減）、法人市民税が４億６,９

８９万円（前年度対比４,４３５万円、８.６％減）である。固定資産税は、３３億５,３９１万円

（前年度対比７,３１０万円、２.２％増）、軽自動車税は１億１,２９１万円（前年度対比５３５万

円、５.０％増）、市たばこ税は３億６,１８２万円（前年度対比３３３万円、０.９％増）、都市計

画税は１億８,２２４万円（前年度対比２１７万円、１.２％増）の収入となっている。

◇市税

固 定 資 産 税

項 当初予算額

102.4

4,011,695

3,295,811

4,163,976

当年度

3,353,910

105.0

3,274,811

予算現額

市 民 税

軽 自 動 車 税

合　　計

市 た ば こ 税

107,511

4,026,395

112,912

7,912,761

106.1361,821 106.1

106,385

103.3

102.5

340,883 340,883

 市税の収納について

182,243177,861

7,947,335

177,861都 市 計 画 税

8,174,861

70

75

80

85

90

22 23 24 25 26 27 28 29 30 元 

億円 

年度 
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市税の収納状況 （単位：千円）

市税の収納率の推移 （単位：％）

市民税及び固定資産税の不納欠損の推移

   

個人市民税と生産年齢人口の推移

合　　計

99.4

25.3

97.3

99.399.1

28.9

361,821

181,263

令和元年度

97.718,680

122,983

8,174,861

現年度分

市たばこ税

184

0

99.354,065

36.2979

113,340

4
0

現年度分 361,821

3
3,415

収納率(％)収入未済額

26.9

現年度分

32,566

3,330,962

滞納繰越分

8,457滞納繰越分

調定額

28,612

64,054

3,353,728

99.3

0

22.1

100.0

99.4

177,048

1,114

97.7

0

8,117,223

97.0

57,638

95.3

－

1,540

25

22,766

53,975

611

1,5730

9,403

不納欠損額

99.3

98.6

30.7

0

4,131,410

滞納繰越分 5,171

106,022
1

4,160,047

区分

軽自動車税

2

市　民　税

0

182,377

18,655199,276

0

現年度分

収入済額

滞納繰越分 2,703

全体

滞納繰越分 0

1,145

現年度分

22,947

8,370,589

現年度分

8,171,313

5

99.2

85,379

都市計画税

固定資産税

合　　計

111,767

平成29年度 平成30年度

滞納繰越分

現年度分

43.3

滞納繰越分

平成27年度

25

99.3

25.3 28.9

平成28年度

24.1

94.3

0

10

20

30

40

22 23 24 25 26 27 28 29 30 元 

百万円 

年度 

市民税 固定資産税 

0.0
0.5
1.0
1.5
2.0
2.5
3.0
3.5
4.0
4.5
5.0
5.5
6.0

0

5

10

15

20

25

30

35

40

45

50

17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 元 

万人 

億円 

年度 

個人市民税(現年度調定額) 生産年齢人口（15～64歳） 

《補足》 

 特に、H19［配偶者特別控除の見直し等]、H20［老年者控除の廃止等]、H21［税源移譲による税率の変更等]、H22［老年者の非課税措置の

廃止等]、H26［均等割額の変更］の年度においては、増額となる税制改正が行われた。   
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地方譲与税の推移

地方特例交付金の推移

◇地方消費税交付金

　地方特例交付金は、１億６,０４３万円（前年度対比１億１,１７５万円、２２９.５％増）であ

る。

　このうち地方特例交付金が５,９８１万円（前年度対比１,１１３万円、２２.９％増）、子ども・

子育て支援臨時交付金が１億６２万円の増額となっている。

◇地方譲与税

◇地方特例交付金

　地方消費税交付金は、９億７,２２５万円（前年度対比３,７７４万円、３.７％減）である。

◇地方交付税

　地方交付税は、２３億６,３９７万円（前年度対比１億２,２８４万円、５.５％増）である。

　このうち普通交付税が２１億６,９０３万円（前年度対比１億１,３４４万円、５.５％増）、特別

交付税が１億９,４９４万円（前年度対比９４０万円、５.１％増）となっている。

　地方譲与税は、１億５,３２２万円（前年度対比１９６万円、１.３％増）である。

　このうち自動車重量譲与税が１億１,１９３万円（前年度対比４３５万円、４.０％増）、地方揮

発油譲与税が３，８８７万円（前年度対比４８０万円、１１.０％減）、新設された森林環境譲与税

が２４２万円の増額となっている。

0

1

2

3

4

22 23 24 25 26 27 28 29 30 元 

億円 

年

0.0

0.5

1.0

1.5

2.0

22 23 24 25 26 27 28 29 30 元 

億円 

年度 
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地方交付税の推移

　

　使用料及び手数料は、１億１,８０３万円（前年度対比７９３万円、６.３％減）である。

　このうち使用料が９,２８０万円（前年度対比５８８万円、６.０％減）で、この減額の主な理由

としては、総合文化会館使用料が７７６万円で前年度対比２２４万円の減額、総合市民体育館使用

料が２,１８５万円で前年度対比２１２万円の減額となっている。

　また、手数料は２,５２３万円（前年度対比２０４万円、７.５％減）となっている。

◇使用料及び手数料

◇分担金及び負担金

　分担金及び負担金は、１億６,３７３万円（前年度対比１億４,０２５万円、４６.１％減）であ

る。

　このうち主なものは、民生費負担金では埼葛北地区地域生活支援事業運営費等市町負担金が４,４

５０万円の減額、保育所入所保護者負担金が１億２,０４４万円で前年度対比３,４０９万円の減額

となっている。

　また、衛生費負担金では東部北地区病院群輪番制病院運営費市町負担金が、４,７７６万円の減額

となっている。
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《国庫負担金》

　増減額の主なものは、民生費国庫負担金の障害者自立支援給付費負担金が４億２,９１９万円で前

年度対比７７４万円の増額、児童扶養手当負担金が６,３２６万円で前年度対比１,１５８万円の増

額、生活保護費負担金が６億４,１９９万円で前年度対比１,３１５万円の増額、低所得者保険料軽

減負担金が１,２２９万円で前年度対比８８８万円の増額となっている。

《国庫補助金》

　増減額の主なものは、総務費国庫補助金で、社会保障・税番号制度システム整備費補助金が２３

９万円で前年度対比２７０万円の減額、個人番号カード交付事業費補助金が８２２万円で前年度対

比３５７万円の増額となっている。民生費国庫補助金では、子どものための教育・保育給付交付金

が１億８,４３７万円で前年度対比４,３０７万円の増額、保育所等整備交付金が１億４,６４０万円

の増額、子育てのための施設等利用給付交付金が６,４０１万円の増額となっている。衛生費国庫補

助金では、疾病予防事業費等補助金が３１４万円の増額、合併処理浄化槽設置整備事業費補助金が

２８１万円で前年度対比１１９万円の増額となっている。農林水産業費国庫補助金では、農業委員

会費補助金が７２３万円で前年度対比４６万円の減額となっている。商工費国庫補助金では、プレ

ミアム付商品券事務費補助金が２,０８７万円で前年度対比１,７４２万円の増額、プレミアム付商

品券事業費補助金が１,５３８万円の増額となっている。土木費国庫補助金では、社会資本整備総合

交付金が１,８９０万円で前年度対比９,２８０万円の減額、防災・安全交付金が１,４３０万円で前

年度対比１,７００万円の減額となっている。消防費国庫補助金では、消防防災施設整備費補助金が

２６９万円の減額、緊急消防援助隊設備整備費補助金が１,１６６万円の減額となっている。教育費

国庫補助金では、教育総務費補助金の幼稚園就園奨励費補助金が１,５３１万円で前年度対比１,９

６１万円の減額、小学校費補助金の学校施設環境改善交付金が１,４７４万円で前年度対比８６５万

円の増額、黒浜貝塚用地先行取得費補助金が９,５２１万円で４,２０２万円の減額、史跡等総合活

用支援推進事業補助金が７,０４４万円で１,９８８万円の増額となっている。

◇国庫支出金

　国庫支出金は、２７億４,９９５万円（前年度対比１億５,４０１万円、５.９％増）である。

　このうち国庫負担金が１９億３,７４４万円（前年度対比１,５８６万円、０.８％増）、国庫補助

金が７億９,９１１万円（前年度対比１億３,８７９万円、２１.０％増）、委託金が１,３４０万円

（前年度対比６４万円、４.５％減）となっている。

　国庫支出金の主な増減額は、次のとおりである。
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国庫支出金の推移

国庫支出金の状況  

（単位：千円）

項　（目）

494,799255,143

15,8591,984,857

36,244

93.237,963

14,910

7,453

96.5 97.61,937,437

1,280

増減

14,947 13,630

2,891

2,613,961

11,343

157.4

13,403 115.911,563

220

2,749,946 93.4

113.4

114.3

△ 37,659

2,595,932

－

43.0 32,801

△ 14,351

67.7 236,580

13,690

952.7

皆減14,351

△ 638

7,950

14,040

143,354

△ 6.2

△ 105,391

△ 497

2,602

99.8

134.2

193.9

15,770

12,896 8,816

100.7

946,856 799,106

491,410

203.4 68.4

84.4

94.5

△ 4.8

350

△ 4.5

5.7

5.9

20

154,014

114.913,033

総 務 費 委 託 金

教育費国庫補助金

3,476

8,088
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370
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16,700

3,595

0

595,598

0

16,779

660,313 21.0

565

138,793

9.4

108.3257,270

90.0

1,919,542

2,037

15,293 0.8

－

△ 73.5

153.6

92.2

5,340

収入済額

当初予算額 収入率（％） 増減率
（％）

0.8

207.3

237,529

1,921,579

1,981,966

当年度
対予算現額対当初予算

97.62,003,909

27.8

前年度

90.0

民生費国庫負担金

予算現額

国 庫 負 担 金

2,891

総務費国庫補助金

衛生費国庫補助金

民生費国庫補助金

235

委 託 金

商工費国庫補助金

1

衛生費国庫負担金

2,006,800

《委託金》

　増減額の主なものは、民生費委託金で、国民年金事務費委託金が１,２５９万円で前年度対比９１

万円の減額となっている。

1,934,835 96.6

2
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《県負担金》

　増減額の主なものは、民生費県負担金で、障害者自立支援給付費負担金が２億１,７４８万円で前

年度対比３５１万円の増額、子どものための教育・保育給付費負担金が７,９０５万円で前年度対比

１,４２７万円の増額、子育てのための施設等利用給付県費負担金が３,２０１万円の増額、生活保

護費負担金が１,４６１万円で前年度対比４１５万円の増額、保険基盤安定負担金（後期高齢者医療

分）が８,７９５万円で前年度対比３８２万円の増額となっている。

《県補助金》

　増減額の主なものは、民生費県補助金で、重度心身障害者医療費支給事業補助金が６,０６５万円

で前年度対比４１９万円の減額、ひとり親家庭等医療費支給事業補助金が１,１２８万円で前年度対

比１９５万円の増額、安心・元気！保育サービス支援事業費補助金が５０２万円で前年度対比１０

２万円の増額、子ども・子育て支援交付金が４,９５８万円で前年度対比４９６万円の増額、子ど

も・子育て支援事業費交付金が１,７５６万円の増額となっている。衛生費県補助金では、小児救急

医療施設運営費補助金が１,６１７万円の減額、合併処理浄化槽設置整備事業費交付金が２２５万円

で前年度対比１２５万円の減額となっている。農林水産業費県補助金では、機構集積支援事業費補

助金が１１０万円で前年度対比１,２０１万円の減額となっている。教育費県補助金では、社会教育

費補助金の黒浜貝塚用地先行取得費補助金が５９５万円で前年度対比２６３万円の減額となってい

る。ふるさと創造資金では、１３４万円の増額となっている。

　県支出金は、１２億１,８２１万円（前年度対比１億５,３９８万円、１４.５％増）である。

　このうち県負担金が７億４,８７２万円（前年度対比５,３４７万円、７.７％増）、県補助金が２

億３,８７９万円（前年度対比１,２２３万円、４.９％減）、委託金が２億３,０６９万円（前年度

対比１億１,２７４万円、９５.６％増）となっている。

　県支出金の増減額の主なものは、次のとおりである。

◇県支出金

《委託金》

　増減額の主なものは、総務費委託金では、国、県の選挙が行われたため、参議院議員選挙執行委

託金が３,７８５万円の増額、県議会議員選挙執行委託金が１,０２４万円で前年度対比３２１万円

の増額、知事選挙執行委託金が１,７７８万円の増額となっている。土木費委託金では、土木管理費

委託金の県道蓮田鴻巣線歩道整備事業委託金が５,５０２万円の増額となっている。
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県支出金の推移

県支出金の状況 （単位：千円）

 
　

695,256

増減

7.7

△ 744 △ 20.4

55,019

153,983 14.5

△ 0.60

19,385

19

皆増

287,606.0

△ 58.1

△ 15.5

51.2

△ 1,942

112,744

13

△ 17,616

△ 13,198

13

22,734

114,264

117,948

58,469

1,3440

22,525

95.6

8,093

18,219

県地方分権推進交付金

△ 12,227

234

209,109

10,549

ふるさと創造資金

農林水産業費県補助金

1.8

△ 78.2

当年度

113.6

1,301 27.8

3,6512,9072,907

55.0

14

95.6 94.4 1,064,225合　　計 1,274,653

教育費県補助金

7.71

55,038

3

270,892

1,290,684

113.6

98.7

102.3

9,536

民生費県補助金

1,218,208

衛生費県負担金

民生費県負担金

3,075

1,695

1,300

718,695

◇財産収入

商工費県補助金

94.5

　財産収入は、４,３４６万円（前年度対比１,０９８万円、３３.８％増）で、このうち、財産運用

収入が１,６５９万円で前年度対比４２万円の増額、財産売払収入は不動産売払収入が２,６８６万

円で前年度対比１,０５５万円の増額となっている。

192,139

土 木 費 委 託 金 140,014

民 生 費 委 託 金

100,014

△ 52.3407

10,912

△ 213

9,917 2.4

10.1

724
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収入率（％）
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（％）
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90.0
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731,732
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衛生費県補助金
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　前年度からの繰越金は、８億８,２６１万円（前年度対比３億１６１万円、２５.５％減）であ

る。

◇市債

　市債は、１２億１,２２１万円（前年度対比２億１,４４２万円、２１.５％増）である。

　今年度の借入の主なものは、総務債で、市庁舎等建設事業債は２億９,５６０万円の増額、土木債

では、道路整備事業債が１,１４０万円の増額、消防債では、防災行政無線整備事業債が６,３８０

万円で６,１００万円の増額、教育債では、図書館空調整備事業債が１,５００万円の増額、黒浜貝

塚整備事業債が４,２１０万円で３２０万円の増額、臨時財政対策債は７億７,４７１万円で前年度

対比１億１,７０８万円の減額となっている。

◇繰越金

《特別会計繰入金》

　特別会計繰入金では、介護保険特別会計繰入金が１,７２６万円で前年度対比１,４５１万円の減

額、黒浜土地区画整理事業特別会計繰入金が８２０万円で前年度対比２８１万円の減額、企業会計

へ移行したことにより下水道事業特別会計繰入金が廃止となっている。

《基金繰入金》

　基金繰入金では、財政調整基金からの繰入金が８億７,６２６万円で前年度対比４億７,６２６万

円の増額、公共施設等整備基金からの繰入金が８億２,５００万円で前年度対比４億３,７００万円

の増額となっている。

　繰入金は、１７億３,８４４万円（前年度対比８億７,１１９万円、１００.５％増）である。

　このうち、特別会計繰入金が３,７１８万円（前年度対比４,２０７万円、５３.１％減）、基金繰

入金が１７億１２６万円（前年度対比９億１,３２６万円、１１５.９％増）となっている。

　繰入金の増減額の主なものは、次のとおりである。

◇諸収入

◇繰入金

　諸収入は、２億６,４７０万円（前年度対比８,７０４万円、２４.７％減）である。

　このうち主なものは、平成３０年度障害者自立支援給付費国庫負担金精算交付金が１９６万円で

前年度対比５,３６７万円の減額、平成３０年度障害者自立支援給付費県負担金精算交付金が３１万

円で前年度対比２,６６９万円の減額、平成３０年度生活保護費国庫負担金精算交付金が１,１１３

万円の増額となっている。
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市債の推移

市債の状況

 （単位：千円）

《参考》近年の目的別借入金の内容

（単位：千円）

　

56.0

91,700

91.6

0

1,049,933

60,700

1,212,206

774,706

0 0

935,233

997,782

00 0

消 防 債

合　　計 1,982,706 1,002,629

0 0衛 生 債

1,004,206

33,000 14,300

平成30年度

855,729臨時財政対策債 891,782

41,500

土 木 債

借 換 債 00

0 67,100

00

教 育 債 945,500

農林水産業債

38,900

0

5,600 6,000

56,700

11,400

63,8002,800

0

皆増

皆減

当年度
対当初予算

295,600 2,000

増減
増減率
（％）

21.591.6

1

14,680.0

予算現額

市 債

前年度

66.3

1,323,200

6,000

1,212,206

295,600

0

349,500

0

6,000

－

対予算現額

0285.0

100.018.8

－

収入率（％）項　（目）

民 生 債 △ 56,7000

214,424997,7821,394,906

消 防 債

教 育 債

31,900 7.1

当初予算額

86.9

25.5

臨時財政対策債

合　　計

178,400

総 務 債

700,000

4,000

令和元年度

1,212,206

21,800

5,600

土 木 債

農 林 水 産 業 債

295,600

△ 117,076

61,000

100.0

11,400

400

100.0

293,600

2,178.6

214,424997,782

2,800

収入済額

56,700

86.91,323,200 21.5

60,700

11,400

110.7774,706 △ 13.1

100.0

891,782

237,600

17,200

0

平成28年度

2,000

34.0

63,800 107.4

38,900

平成29年度

774,706

1,394,906

23,000

0

民 生 債

0

24,000

平成27年度

総 務 債

0

0 0 0

84.6

59,400 63,800

0

5

10

15

20

25

22 23 24 25 26 27 28 29 30 元 

億円 

年度 

25



（４）歳出決算

①歳出決算の概要

②歳出決算の状況 （単位：千円）

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

18,412,825 944,638 5.1合　　計 18,953,000 20,406,140 19,357,464 102.1 94.9

△ 6.1

予 備 費 20,000 6,234 0 － － 0 0 －

△ 102,376 △ 5.5

公 債 費 1,458,494 1,446,639 1,445,729 99.1 99.9 1,540,027 △ 94,298

864,427 △ 16,095 △ 1.9

教 育 費 2,047,603 2,099,578 1,745,376 85.2 83.1 1,847,752

消 防 費 876,803 863,553 848,332 96.8 98.2

48.4

土 木 費 2,722,606 3,127,400 2,956,065 108.6 94.5 2,144,900 811,165 37.8

△ 156,886 △ 43.8

商 工 費 93,612 160,632 105,578 112.8 65.7 71,149 34,428

23,013 135 0.6

農 林 水 産 業 費 230,446 224,052 201,386 87.4 89.9 358,272

労 働 費 21,269 23,565 23,149 108.8 98.2

0.8

衛 生 費 1,216,985 1,259,669 1,155,354 94.9 91.7 1,196,949 △ 41,595 △ 3.5

449,917 17.1

民 生 費 7,476,230 7,796,799 7,572,542 101.3 97.1 7,513,087 59,455

219,155 788 0.4

総 務 費 2,564,696 3,175,223 3,084,010 120.2 97.1 2,634,093

議 会 費 224,256 222,796 219,944 98.1 98.7

執行率（％）
前年度 増減

増減率
（％）対当初予算 対予算現額

    前年度に対し増額となった主な科目は次のとおりである。

　また、前年度に対し減額となった科目は次のとおりである。　

　歳出決算額は、１９３億５,７４６万３,５２０円（前年度対比９億４,４６４万円、５.１％増）
である。

款 当初予算額 予算現額

支出済額

当年度

  第４款・衛生費で１１億５,５３５万円（前年度対比４,１６０万円、３.５％減）

  第６款・農林水産業費は２億１３９万円（前年度対比１億５,６８９万円、４３.８％減）

  第９款・消防費は８億４,８３３万円（前年度対比１,６１０万円、１.９％減）

  第１０款・教育費は１７億４,５３８万円（前年度対比１億２３８万円、５.５％減）

  第１１款・公債費は１４億４,５７３万円（前年度対比９,４３０万円、６.１％減）

  第２款・総務費で３０億８,４０１万円（前年度対比４億４,９９２万円、１７.１％増）

  第３款・民生費で７５億７,２５４万円（前年度対比５,９４６万円、０.８％増）

  第７款・商工費は１億５５８万円（前年度対比３,４４３万円、４８.４％増）

  第８款・土木費は２９億５,６０７万円（前年度対比８億１,１１７万円、３７.８％増）

26



　 ◇総務費

　総務費は、３０億８,４０１万円（前年度対比４億４,９９２万円、１７.１％増）である。

　このうち総務管理費が２５億１,７７３万円（前年度対比３億５,１２４万円、１６.２％増）、

徴税費が２億７,０１９万円（前年度対比２,９５４万円、１２.３％増）、戸籍住民基本台帳費が

１億３,４７７万円（前年度対比３５６万円、２.６％減）、選挙費が１億２,１７３万円（前年度

対比７,４７８万円、１５９.２％増）、統計調査費が８９２万円（前年度対比２１２万円、１９.

２％減）となっている。

　総務費の増減額の主なものは、次のとおりである。

《総務管理費》

　一般管理費は、職員給与に関する支出が８億９,２６８万円で前年度対比１,５５６万円の増額と

なっている。財産管理費では、公共施設整備事業費が４億１,５８３万円で前年度対比４億３万円

の増額となっている。財政調整基金費では、積立金が６億５,７０７万円で前年度対比５,７００万

円の増額となっている。企画費では、ふるさと納税記念品贈呈事業が２０８万円で前年度対比２８

２万円の減額、産・学・官連携事業が２６４万円の増額、個人番号カード活用推進事業が１５７万

円の増額となっている。情報管理費では、庁内情報化推進事業事業のＯＡ機器等借上料が４,１２

２万円で前年度対比５７１万円の増額、中間サーバー・プラットフォーム利用負担金が５３１万円

で前年度対比３２８万円の増額となっている。コミュニティ施設費では、駐車場拡張工事等で工事

事業費が９８５万円の増額となっている。安全対策費では、交通安全対策推進事業の施設改修事業

費が６,１５６万円の減額となっている。公共施設等整備基金費では、積立金が１０万円で前年度

対比６,００６万円の減額となっている。諸費では、自治会館建設費補助が５０万円で前年度対比

４７１万円の減額、弁護士委託費が４４３万円で前年度対比２８４万円の増額となっている。

《徴税費》

　税務総務費は、職員給与に関する支出が１億６,６２０万円で前年度対比６５２万円の減額と

なっている。賦課費では、固定資産税賦課業務経費の土地評価替基礎資料作成業務委託費が６２７

万円の増額、不動産鑑定業務委託費が１,６６０万円で前年度対比１,３９２万円の増額、航空写真

撮影等業務委託費が８３２万円の減額となっている。徴収費では、市税等徴収業務経費の電算処理

業務委託費が７５４万円の増額、過年度市税過誤納還付金が３,９８０万円で前年度対比１,３６９

万円の増額となっている。

《戸籍住民基本台帳費》

　戸籍住民基本台帳費は、住民基本台帳業務経費の電算処理業務委託費が２６４万円で前年度対比

７７６万円の減額、通知カード・個人番号カード関連事務交付金が８４２万円で前年度対比３５５

万円の増額となっている。

《選挙費》

　選挙費は、参議院議員選挙費が３,８１０万円の増額、県知事選挙費が１,７７８万円の増額、県

議会議員選挙費が１,０６２万円で前年度対比４０１万円の増額、市議会議員選挙費が３,３６１万

円で前年度対比３,２９３万円の増額となっている。

《統計調査費》

　諸統計調査費は、住宅・土地統計調査事業の調査員報酬が３１３万円の減額となっている。
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総務費の執行状況 （単位：千円）

1

2

3

4

5

6

　

 

449,917 17.1

◇民生費

　民生費は、７５億７,２５４万円（前年度対比５,９４６万円、０.８％増）である。

　このうち社会福祉費が３５億２,２４３万円（前年度対比２３６万円、０.１％増）、児童福祉費

が３１億２,４６７万円（前年度対比１億５,７７２万円、５.３％増）、生活保護費が９億２,５４

４万円（前年度対比１億６３万円、９.８％減）となっている。

　民生費の増減額の主なものは、次のとおりである。

 《社会福祉費》

　社会福祉総務費は、職員給与に関する支出が９,２３８万円で前年度対比２０７万円の減額、社

会福祉協議会補助が７,９０１万円で前年度対比１,１１１万円の減額となっている。社会福祉施設

費では、老人福祉センター運営事業の公共施設整備事業費が１３０万円の増額となっている。老人

福祉費では、緊急通報システム委託費が８３４万円で前年度対比１２９万円の減額となっている。

心身障がい者福祉費では、障がい者地域生活支援事業の埼葛北地区地域生活支援事業委託費が５,

９２７万円の減額、埼葛北地区基幹相談支援センター委託費が２,０２８万円の減額、重度心身障

害者医療助成費が１億２,８８０万円で前年度対比７３４万円の減額となっている。国民健康保険

事業費では、国民健康保険特別会計繰出金が４億３,３８０万円で前年度対比１０１万円の増額と

なっている。後期高齢者医療費では、療養給付費負担金が６億４３６万円で前年度対比３,６８１

万円の増額、後期高齢者医療特別会計繰出金が１億４,３６１万円で前年度対比２８１万円の増額

となっている。介護保険事業費では、介護保険特別会計繰出金が７億５,４７２万円で前年度対比

５,７６７万円の増額となっている。

30,622 41 0.1

合　　計 2,564,696 3,175,223 3,084,010 120.2 97.1 2,634,093

監 査 委 員 費 31,313 31,639 30,663 97.9 96.9

159.2

統 計 調 査 費 10,677 10,515 8,923 83.6 84.9 11,042 △ 2,118 △ 19.2

△ 3,564 △ 2.6

選 挙 費 118,512 129,394 121,734 102.7 94.1 46,957 74,777

240,646 29,543 12.3

戸籍住民基本台帳費 139,540 139,842 134,771 96.6 96.4 138,336

徴 税 費 277,323 282,394 270,190 97.4 95.7

項 当初予算額 予算現額

2,166,491 351,237 16.2総 務 管 理 費 1,987,331 2,581,439 2,517,729 126.7 97.5

支出済額

当年度
執行率（％）

前年度 増減
増減率
（％）対当初予算 対予算現額

　総務費の増減額の主なものは、次のとおりである。

《総務管理費》

　一般管理費は、職員給与に関する支出が８億９,２６８万円で前年度対比１,５５６万円の増額と

なっている。財産管理費では、公共施設整備事業費が４億１,５８３万円で前年度対比４億３万円

の増額となっている。財政調整基金費では、積立金が６億５,７０７万円で前年度対比５,７００万

円の増額となっている。企画費では、ふるさと納税記念品贈呈事業が２０８万円で前年度対比２８

２万円の減額、産・学・官連携事業が２６４万円の増額、個人番号カード活用推進事業が１５７万

円の増額となっている。情報管理費では、庁内情報化推進事業事業のＯＡ機器等借上料が４,１２

２万円で前年度対比５７１万円の増額、中間サーバー・プラットフォーム利用負担金が５３１万円

で前年度対比３２８万円の増額となっている。コミュニティ施設費では、駐車場拡張工事等で工事

事業費が９８５万円の増額となっている。安全対策費では、交通安全対策推進事業の施設改修事業

費が６,１５６万円の減額となっている。公共施設等整備基金費では、積立金が１０万円で前年度

対比６,００６万円の減額となっている。諸費では、自治会館建設費補助が５０万円で前年度対比

４７１万円の減額、弁護士委託費が４４３万円で前年度対比２８４万円の増額となっている。

《徴税費》

　税務総務費は、職員給与に関する支出が１億６,６２０万円で前年度対比６５２万円の減額と

なっている。賦課費では、固定資産税賦課業務経費の土地評価替基礎資料作成業務委託費が６２７

万円の増額、不動産鑑定業務委託費が１,６６０万円で前年度対比１,３９２万円の増額、航空写真

撮影等業務委託費が８３２万円の減額となっている。徴収費では、市税等徴収業務経費の電算処理

業務委託費が７５４万円の増額、過年度市税過誤納還付金が３,９８０万円で前年度対比１,３６９

万円の増額となっている。

《戸籍住民基本台帳費》

　戸籍住民基本台帳費は、住民基本台帳業務経費の電算処理業務委託費が２６４万円で前年度対比

７７６万円の減額、通知カード・個人番号カード関連事務交付金が８４２万円で前年度対比３５５

万円の増額となっている。

《選挙費》

　選挙費は、参議院議員選挙費が３,８１０万円の増額、県知事選挙費が１,７７８万円の増額、県

議会議員選挙費が１,０６２万円で前年度対比４０１万円の増額、市議会議員選挙費が３,３６１万

円で前年度対比３,２９３万円の増額となっている。

《統計調査費》

　諸統計調査費は、住宅・土地統計調査事業の調査員報酬が３１３万円の減額となっている。
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　民生費の推移

　民生費の増減額の主なものは、次のとおりである。

 《社会福祉費》

　社会福祉総務費は、職員給与に関する支出が９,２３８万円で前年度対比２０７万円の減額、社

会福祉協議会補助が７,９０１万円で前年度対比１,１１１万円の減額となっている。社会福祉施設

費では、老人福祉センター運営事業の公共施設整備事業費が１３０万円の増額となっている。老人

福祉費では、緊急通報システム委託費が８３４万円で前年度対比１２９万円の減額となっている。

心身障がい者福祉費では、障がい者地域生活支援事業の埼葛北地区地域生活支援事業委託費が５,

９２７万円の減額、埼葛北地区基幹相談支援センター委託費が２,０２８万円の減額、重度心身障

害者医療助成費が１億２,８８０万円で前年度対比７３４万円の減額となっている。国民健康保険

事業費では、国民健康保険特別会計繰出金が４億３,３８０万円で前年度対比１０１万円の増額と

なっている。後期高齢者医療費では、療養給付費負担金が６億４３６万円で前年度対比３,６８１

万円の増額、後期高齢者医療特別会計繰出金が１億４,３６１万円で前年度対比２８１万円の増額

となっている。介護保険事業費では、介護保険特別会計繰出金が７億５,４７２万円で前年度対比

５,７６７万円の増額となっている。

《児童福祉費》

　児童福祉総務費は、職員給与に関する支出が５,８９５万円で前年度対比７６３万円の減額、こ

ども医療費助成費が１億８,３８０万円で前年度対比８６３万円の減額、ひとり親家庭等医療費助

成費が２,４２５万円で前年度対比４３０万円の増額となっている。児童措置費では、障がい児自

立支援給付事業の扶助費が２,７７０万円で前年度対比７５３万円の増額、児童手当給付費が８億

２,５６８万円で前年度対比２,９７１万円の減額、障害児居宅生活支援給付費が１億８,５５１万

円で前年度対比８６９万円の増額となっている。保育所費は、職員給与に関する支出が４億４３８

万円で前年度対比６６７万円の増額、保育所運営事業の臨時雇用費が１億１,７４３万円で前年度

対比１,１３７万円の増額、保育サービス支援事業の電算処理業務委託費が１,３４３万円の増額、

保育所児童委託費が３億７,３９０万円で前年度対比４,０７３万円の増額、幼児教育、保育無償化

により施設等利用費が１億１,５７２万円の増額、東保育園改築工事の完了により保育所建設事業

が１１３万円で前年度対比２億６,４３２万円の減額となっている。学童保育所費は、学童保育所

指導員報酬が８,３７６万円で前年度対比６９０万円の増額、学童保育所指導補助員派遣委託費が

２,４３３万円で前年度対比４３８万円の増額、学童保育所等借上料が１,６７７万円で前年度対比

６７万円の減額となっている。母子福祉費では、児童扶養手当給付費が１億９,２００万円で前年

度対比３,６７５万円の増額、母子家庭自立支援給付金が６９４万円で前年度対比３７２万円の増

額となっている。

《生活保護費》

　扶助費は、住宅扶助費が１億６,０４３万円で前年度対比２４５万円の増額、医療扶助費が４億

８８４万円で前年度対比１,７２４万円の増額、介護扶助費が２,９９６万円で前年度対比９８７万

円の減額、 償還金、利子及び割引料が９５５万円で前年度対比１億９９６万円の減額となってい

る。
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　民生費の執行状況 （単位：千円）

1

2

3

4

　  

7,513,087 59,455 0.8

◇衛生費

　衛生費は、１１億５,５３５万円（前年度対比４,１６０万円、３.５％減）である。

　このうち保健衛生費が５億４,５３３万円（前年度対比５,３６３万円、９.０％減）、清掃費が

６億１,００２万円（前年度対比１,２０４万円、２.０％増）となっている。

　衛生費の増減額の主なものは、次のとおりである。

《保健衛生費》

　保健衛生総務費は、地域救急医療体制整備事業が６５４万円で前年度対比６,３８８万円の減

額、がん検診事業が７,８２７万円で前年度対比３２７万円の減額、未熟児養育医療助成費が３９

４万円で前年度対比１１７万円の減額となっている。予防費では、予防接種事業の予防接種委託費

が９,２０１万円で前年度対比９４４万円の減額、インフルエンザワクチン接種事業の予防接種委

託費が３,４６５万円で前年度対比３５８万円の増額、肺炎球菌ワクチン接種事業の予防接種委託

費が３００万円で前年度対比６１８万円の減額となっている。保健衛生施設費では、保健センター

維持管理事業の施設改修事業費が１,２５３万円の増加となっている。環境衛生費では、埼葛斎場

組合負担金が４,０４８万円で前年度対比８６１万円の減額となっている。環境学習館費では、環

境学習館施設借上料が１３万円で前年度対比４２１万円の減額、事業用地取得費が１,３０２万円

の増額となっている。

《清掃費》

　清掃総務費は、ごみ焼却施設延命化事業の借入金に対する償還が始まったため、蓮田白岡衛生組

合負担金で６億１,００２万円、前年度対比１,２０４万円の増額となっている。

合　　計 7,476,230 7,796,799 7,572,542 101.3 97.1

△ 9.8

災 害 救 助 費 570 570 0 － － 0 0 －

157,725 5.3

生 活 保 護 費 940,821 952,275 925,441 98.4 97.2

項

1,026,068 △ 100,627

3,520,075 2,357 0.1

児 童 福 祉 費 2,973,288 3,248,773 3,124,668 96.2 2,966,943

社 会 福 祉 費 3,561,551 3,595,181 3,522,432 98.9 98.0

105.1

当初予算額 予算現額

支出済額

当年度
執行率（％）

前年度 増減
増減率
（％）対当初予算 対予算現額
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衛生費の執行状況 （単位：千円）

1

2

△ 41,595 △ 3.5

◇農林水産業費

　農林水産業費は、２億１３９万円（前年度対比１億５,６８９万円、４３.８％減）である。

　増減額の主なものは、農業費の農業委員会費で、農業委員会業務経費の電算処理業務委託費が４

１０万円で前年度対比３７７万円の増額となっている。農業総務費では、職員給与に関する支出が

７,７７３万円で前年度対比５０４万円の減額、機構集積協力金が１１０万円で前年度対比１,２０

１万円の減額となっている。農業振興費では、水田生産調整事業が４４１万円で前年度対比１３３

万円の減額、農業振興地域整備計画事業が２９７万円で前年度対比３３６万円の減額となってい

る。農地費では、今年度から公営企業化された農業集落排水事業が下水道事業会計となったため農

業集落排水事業特別会計繰出金が廃止となっている。また、埼玉型ほ場整備事業の県営土地改良事

業負担金が３,７０５万円で前年度対比５０２万円の増額となっている。

◇商工費

　商工費は、１億５５８万円（前年度対比３,４４３万円、４８.４％増）である。

　増減額の主なものは、商工総務費で、はすだＦｕｔｕｒｅプロジェクト事業費補助が前年度の２

００万円から１００万円となっている。商工業振興費では、さくら祭り実施支援事業の商工祭補助

が１１万円で前年度対比３９万円の減額、創業支援事業の起業家支援事業補助金が４０万円の増額

となっている。プレミアム付商品券事業費では、プレミアム付商品券事業が３,６２３万円の増額

となっている。

597,984 12,038 2.0

合　　計 1,216,985 1,259,669 1,155,354 94.9 91.7 1,196,949

清 掃 費 610,007 610,077 610,022 100.0 100.0

項 当初予算額 予算現額

598,965 △ 53,634 △ 9.0保 健 衛 生 費 606,978 649,592 545,331 89.8 83.9

支出済額

当年度
執行率（％）

前年度 増減
増減率
（％）対当初予算 対予算現額
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◇土木費

　土木費は、２９億５,６０７万円（前年度対比８億１,１１７万円、３７.８％増）である。

　このうち土木管理費が１億２,５４０万円（前年度対比６７９万円、５.１％減）、道路橋りょう

費が６億９,７１５万円（前年度対比４,３５２万円、６.７％増）、河川費が６,１６９万円（前年

度対比２,９９４万円、３２.７％減）、都市計画費が１３億１,２８３万円（前年度対比５億３,３

０９万円、６８.４％増）、下水道費は７億５,９００万円（前年度対比２億７,１２９万円、５５.

６％増）である。

　土木費の増減額の主なものは、次のとおりである。

《土木管理費》

　土木総務費は、職員給与に関する支出が１億７２０万円で前年度対比３３１万円の増額、工事請

負費が１４６万円で前年度対比５３４万円の減額、庁用備品購入費が３５１万円で前年度対比３４

８万円の増額となっている。

《道路橋りょう費》

　道路維持費では、道路補修事業費が１億９,０３１万円で前年度対比３,４１４万円の増額、街路

樹管理委託費が２,０６１万円で前年度対比７２０万円の増額、道路管理業務委託費が１,２３８万

円で前年度対比３６５万円の増額、道路排水整備事業費が１,７１６万円で前年度対比３８４万円

の減額となっている。道路新設改良費では、生活道路改良重点整備事業の調査測量委託費が３,４

２０万円で前年度対比２,３４５万円の増額、道路改良事業費が２億４,２９５万円で前年度対比

５,４１４万円の減額、道路改良事業用地取得費が４２２万円で前年度対比１,２２５万円の減額、

歩道等整備事業の道路改良事業費が１,２８２万円で前年度対比５９９万円の増額となっている。

橋りょう維持費では、橋りょう長寿命化対策事業の橋りょう点検委託費が１,５９９万円で前年度

対比１,０８２万円の増額、橋りょう新設改良費では、橋りょう整備事業の調査測量委託費が２,０

６０万円の増額となっている。

《河川費》

　河川総務費は、河川・排水路維持管理事業の排水路維持管理委託費が３,８２３万円で前年度対

比４３１万円の増額、河川・排水路整備事業の測量設計委託費が３７４万円の増額、排水整備事業

費が３,９９４万円の減額となっている。
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土木費の推移

土木費の執行状況 （単位：千円）

1

2

3

4

5

 

《下水道費》

　下水道事業が公営企業化されたため、下水道事業特別会計繰出金が廃止された。新たに下水道事

業会計への負担金として下水道事業会計負担金２億３,２９２万円と、補助金として下水道事業会

計補助金５億２,６０８万円が計上された。

2,144,900 811,165 37.8合　　計 2,722,606 3,127,400 2,956,065 108.6 94.5

68.4

下 水 道 費 759,000 759,000 759,000 100.0 100.0 487,713 271,287 55.6

△ 29,936 △ 32.7

都 市 計 画 費 1,361,584 1,380,821 1,312,830 96.4 95.1 779,742 533,089

653,630 43,517 6.7

河 川 費 59,674 65,564 61,686 103.4 94.1 91,622

道路橋りょう費 412,642 788,214 697,148 168.9 88.4

93.7

当初予算額 予算現額

132,193 △ 6,791 △ 5.1

増減
増減率
（％）対当初予算 対予算現額

項

土 木 管 理 費 129,706 133,801 125,402 96.7

支出済額

当年度
執行率（％）

前年度

《都市計画費》

　都市計画総務費は、蓮田駅自由通路維持管理事業の修繕料が１,３９１万円で前年度対比４４７

万円の増額、企業立地促進事業の高虫産業団地整備事業推進業務委託費が３，２４６万円で１，８

３９万円の増額、新蓮田サービスエリア公共空地整備費負担金が１,２５２万円の増額、県道蓮田

鴻巣線歩道整備事業が５,５０２万円の増額となっている。街路事業費では、前口山ノ内線街路整

備事業の都市計画道路等用地取得費が２,４４１万円の減額、公園費では、公園維持管理業務経費

の公園管理委託費が４,３０７万円で前年度対比２０９万円の増額、公園整備事業の設計委託費が

１,５３９万円の増額、公園施設整備事業費が４,０８８万円で３,１８８万円の増額、黒浜沼周辺

整備事業の事業用地取得費が３,５５６万円の増額となっている。再開発事業費は、蓮田駅西口第

一種市街地再開発事業特別会計繰出金が８億９,２６３万円で前年度対比４億１,９２１万円の増額

となっている。
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《教育総務費》

　事務局費は、職員給与に関する支出が１億２,９８２万円で前年度対比３５１万円の増額、小学

校３０人学級推進事業の臨時雇用費が１,０５９万円で前年度対比４１７万円の増額、生活支援員

配置事業の臨時雇用費が９２６万円で前年度対比２９３万円の減額、私立幼稚園就園奨励費補助

（国庫補助分）が４,６００万円で前年度対比６,０３８万円の減額となっている。教育指導費で

は、教育指導業務経費の映画上映委託費が２６９万円の増額、社会科副読本整備事業が２００万円

で前年度対比１９７万円の増額、教科書採択対応用指導書等整備事業が２,３９９万円で前年度対

比２,１６７万円の増額となっている。学校教育費では、学校教育業務経費の学校用備品購入費が

１１２万円の増額、入学準備金貸付金が３７５万円で前年度対比１００万円の増額となっている。

　教育費の増減額の主なものは、次のとおりである。

　教育費は、１７億４,５３８万円（前年度対比１億２３８万円、５.５％減）である。

　このうち教育総務費が３億３,８８５万円（前年度対比２,３６４万円、６.５％減）、小学校費

が４億５,８３２万円（前年度対比４,３３９万円、１０.５％増）、中学校費が２億６,０４０万円

（前年度対比８４９万円、３.２％減）、社会教育費が５億６,５２７万円（前年度対比９,４００

万円、１４.３％減）、保健体育費が１億２,２５３万円（前年度対比１,９６４万円、１３.８％

減）となっている。

◇消防費

　消防費は、８億４,８３３万円（前年度対比１,６１０万円、１.９％減）である。

　増減額の主なものは、常備消防費で、職員給与に関する支出が６億４,０３６万円で前年度対比

１,１７２万円の減額となっている。消防施設費では、防火水槽整備事業で、令和元年度は、防火

水槽設置が無かったため、測量設計委託費で１８９万円の減額、工事事業費で１,０１１万円が減

額し、消防ポンプ車の更新が無かったため、消防ポンプ自動車購入費が５,０４９万円が減額し

た。災害対策費では、危機管理業務経費の電算処理業務委託費が４００万円の減額、防災訓練事業

の消耗品費が１０万円で前年度対比３０９万円の減額、会場設営委託費が５８万円で前年度対比３

９０万円の減額、防災資機材等整備事業の災害対策用備品購入費が９９万円で前年度対比２４２万

円の減額、防災行政無線等整備事業が６,５８５万円の増額となっている。

◇教育費
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《小学校費》

　学校管理費は、小学校維持業務経費の光熱水費が、新型コロナウイルス感染症による臨時休校な

どの影響により４,９７２万円で前年度対比２７２万円の減額、小学校教育備品管理事業の教育設

備備品購入費が１８２万円で前年度対比５３万円の減額となっている。学校給食費では、小学校給

食設備維持管理事業の給食用備品購入費が６９７万円で前年度対比２７０万円の増額、小学校給食

調理等業務委託費が１億２,６３１万円で前年度対比３４４万円の増額となっている。教育振興費

では、小学校教育振興事業の教材備品購入費が４６７万円で前年度対比２２３万円の増額、小学校

情報化推進事業の消耗品費が５２万円で前年度対比４３５万円の減額、ＯＡ機器等借上料が３,３

９０万円で前年度対比６５５万円の増額、小学校就学援助事業の準要保護児童給食費援助費が１,

６８７万円で前年度対比６３万円の増額となっている。学校施設費では、小学校施設維持管理事業

の施設整備工事費が５１９万円で前年度対比１,１２５万円の減額、長寿命化計画策定事業の施設

調査委託費が７２６万円の増額となっている。学校建設費では、小学校校舎整備事業（平野小学

校、蓮田北小学校）が７,１０９万円で前年度対比４,３６９万円の増額となっている。

《中学校費》

　学校管理費は、中学校維持業務経費の光熱水費においても新型コロナウイルス感染症による臨時

休校などの影響により３,０８７万円で前年度対比３４３万円の減額となっている。学校給食費で

は、中学校給食業務経費の臨時雇用費が２４７万円で前年度対比９６万円の減額、給食用備品購入

費が５６６万円で前年度対比１１１万円の減額となっている。教育振興費では、中学校教育振興事

業の教材備品購入費が２６９万円で前年度対比１０８万円の増額、中学校就学援助事業の準要保護

児童給食費援助費が１,２３７万円で前年度対比５７万円の増額となっている。学校施設費では、

中学校施設維持管理事業の施設改修事業費（蓮田中学校）が８７３万円で前年度対比８０８万円の

増額、施設整備工事費（蓮田南中学校、平野中学校）が８４２万円で前年度対比６７９万円の増額

となっている。学校建設費では、中学校校舎整備事業が１,４０８万円で前年度対比２,１６７万円

の減額となっている。

《社会教育費》

　社会教育総務費は、職員給与に関する支出が５,１２７万円で前年度対比１４３万円の減額、少

年キャンプ推進事業が４９万円で前年度対比４７万円の増額となっている。公民館費では、中央公

民館維持管理事業の駐車場用地取得費償還金が前年度で完了したため８,３１５万円の減額、関山

分館整備事業が４９万円で前年度対比９,１０１万円の減額となっている。図書館費では、図書館

維持管理事業の修繕料が９３万円で前年度対比２４７万円の減額、公共施設整備事業費が７,０３

１万円で前年度対比５,３３２万円の増額、図書館情報ネットワーク推進事業の電算処理業務委託

費が９７２万円の減額、ＯＡ機器等借上料が６８５万円の減額となっている。文化財保護費では工

事監理委託費が５８５万円で前年度対比２５３万円の増額、黒浜貝塚映像記録作成業務委託費が５

０６万円で前年度対比４５３万円の増額、黒浜貝塚ＡＲコンテンツ作成業務委託費が４,１８９万

円で前年度対比３,６３６万円の増額となっている。総合文化会館費は、舞台管理業務委託費が１,

９６２万円で１８５万円の増額、総合文化会館事業委託費が６３５万円で２８９万円の増額、新型

コロナウイルス感染症による事業の契約解除に伴う賠償金が１９６万円の増額となっている。
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教育費の推移

《社会教育費》

　社会教育総務費は、職員給与に関する支出が５,１２７万円で前年度対比１４３万円の減額、少

年キャンプ推進事業が４９万円で前年度対比４７万円の増額となっている。公民館費では、中央公

民館維持管理事業の駐車場用地取得費償還金が前年度で完了したため８,３１５万円の減額、関山

分館整備事業が４９万円で前年度対比９,１０１万円の減額となっている。図書館費では、図書館

維持管理事業の修繕料が９３万円で前年度対比２４７万円の減額、公共施設整備事業費が７,０３

１万円で前年度対比５,３３２万円の増額、図書館情報ネットワーク推進事業の電算処理業務委託

費が９７２万円の減額、ＯＡ機器等借上料が６８５万円の減額となっている。文化財保護費では工

事監理委託費が５８５万円で前年度対比２５３万円の増額、黒浜貝塚映像記録作成業務委託費が５

０６万円で前年度対比４５３万円の増額、黒浜貝塚ＡＲコンテンツ作成業務委託費が４,１８９万

円で前年度対比３,６３６万円の増額となっている。総合文化会館費は、舞台管理業務委託費が１,

９６２万円で１８５万円の増額、総合文化会館事業委託費が６３５万円で２８９万円の増額、新型

コロナウイルス感染症による事業の契約解除に伴う賠償金が１９６万円の増額となっている。

《保健体育費》

　保健体育施設費は、グラウンド管理委託費が１６８万円で前年度対比８１万円の増額となってい

る。市民体育館費では、総合市民体育館維持管理事業の修繕料３９７万円は前年度対比４９８万円

の減額、調査設計委託費が２７５万円で前年度対比４７３万円の減額、総合市民体育館管理業務委

託費が２,９７５万円で前年度対比５４３万円の減額となっている。
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教育費の執行状況 （単位：千円）

1

2

3

4

5

　  

公債費の推移

　

うち、新型コロナウイルス感染症関連は１８件、６９９万円となっている。

　予備費充用は、３４件、１,３７７万円となっている。

1,847,752 △ 102,376 △ 5.5

◇公債費

　公債費は、１４億４,５７３万円（前年度対比９,４３０万円、６.１％減）である。

　このうち元金分は１３億７,７９５万円で前年度対比７,９２８万円の減額、利子分は６,７７８

万円で前年度対比１,５０２万円の減額となっている。

◇予備費

合　　計 2,047,603 2,099,578 1,745,376 85.2 83.1

△ 14.3

保 健 体 育 費 128,576 126,820 122,529 95.3 96.6 142,167 △ 19,638 △ 13.8

△ 8,485 △ 3.2

社 会 教 育 費 591,715 592,578 565,272 95.5 95.4 659,272 △ 94,000

414,928 43,391 10.5

268,886中 学 校 費 450,205 560,936 260,401 57.8 46.4

362,499 △ 23,644 △ 6.5

小 学 校 費 443,138 468,533 458,319 103.4 97.8

教 育 総 務 費 433,969 350,711 338,855 78.1 96.6

執行率（％）当初予算額 予算現額

支出済額

当年度 前年度 増減
増減率
（％）対当初予算 対予算現額
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３　国民健康保険特別会計

（１）収支

（２）歳入決算の概要

（単位：千円）

1

2

3

4

5

6

7

※1…3,826.0　　※2…19,692,349.0　　※3…1,051.5

0 0 2,013 －

103.2 1,338,368 △ 70,699 △ 5.3

国 庫 支 出 金

　決算額は、６５億１，９０５万８，３５１円(前年度対比６億３，２５２万円、８．８％減)であ

る。

　前年度に対し減額となった科目は、第１款・国民健康保険税が１２億６，７６７万円（前年度対

比７，０７０万円、５．３％減）、第２款・県支出金は４４億３，６２８万円（前年度対比２億

７，４５５万円、５．８％減）、第５款・繰越金は１億９，６９２万円（前年度対比３億５，９８

９万円、６４．６％減）である。

　また、前年度に対し増額となった科目は、第４款・繰入金が５億８，２２９万円（前年度対比

６，４５３万円、１２．５％増）、第６款・諸収入が３，３８５万円（前年度対比６０８万円、２

１．９％増）、第７款・国庫支出金が２０１万円で皆増となっている。

90.4 90.4 4,710,829 △ 274,549

－ 0 2,013

増減率
(％)

皆増

4,909,578 4,909,578 4,436,280

対当初
予算

対予算
現額

国民健康保険税 1,228,925 1,228,925 1,267,669 103.2

県 支 出 金

国民健康保険特別会計の予算現額は、６９億２，０９６万７,０００円で、前年度対比３億５，

５９４万９,０００円、４.９％の減額となっている。

決算額は、歳入が６５億１，９０５万８，３５１円（前年度対比６億３，２５２万円、８．８％

減）、歳出が６３億１，３４４万２，３５８円（前年度対比６億４，１２１万円、９．２％減）

で、歳入歳出とも減額となっている。

歳入歳出差引額（形式収支額）は、２億５６１万５，９９３円（前年度対比８６９万円、４．

４％増）で、翌年度への繰越財源はないため、実質収支額は、形式収支額と同額の２億５６１万

５，９９３円（前年度対比８６９万円、４．４％増）の黒字である。

款 当初予算額 予算現額

収 入 済 額

当年度

収入率(％)

前年度 増減

△ 5.8

財 産 収 入 1 34 38 ※1 112.5 39 0 △ 1.3

繰 入 金 536,478 582,288 582,287 108.5 100.0

繰 越 金 1 196,923 196,923 ※2 100.0

※3

12.5

556,809 △ 359,886 △ 64.6

27,772

64,528517,759

7,151,575 △ 632,517 △ 8.8

6,076 21.9諸 収 入 3,219 3,219 33,848 ※3

合　　計 6,678,202 6,920,967 6,519,058 97.6 94.2
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◇加入者について    

※世帯数及び被保険者数は年度末の数値です。     

  

◇国民健康保険税の収納率等について        

 

国民健康保険税収入額と加入率の推移

国民健康保険税の加入者数の推移

1,268

△ 71

△ 5.3

△ 546

1,493

△114

△7.1

1,645

21.1

13,018

1,338

△154

△10.3

21.9

13,564

△778

23.1

14,342

△716

△ 4.0

15,984

△706

△4.2

15,058

△926

△5.8

△55

△3.2

25.6

△2.4

24.2

1,606

△39

〃 増 減 率 （ ％ ）

　収納率は７７.５％で、前年度の７４．９％と比べると、２．６ポイント上昇した結果となって

いる。内訳は、現年度分の収納率が９４．７％で前年度対比０.３ポイント上昇、滞納繰越分の収

納率は１８．０％で前年度対比１．８ポイント上昇である。

　収入未済額は３億１，７５５万円で前年度対比５，４５６万円で１４．７％の減少であり、平成

２７年度より３億１，２８６万円、４９.６％の減少となっている。

　なお、不納欠損額は５，１３１万円で前年度対比２，４５７万円で３２．４％の減少となった

が、５年間の不納欠損額の合計額は、３億４，４７３万円であった。

△4.8 △5.4

保 険 税 収 入 額 （ 百 万 円 ）

対 前 年 度 増 減 額（ 百万 円）

対 前 年 度 増 減 率 （ ％ ）

国 保 加 入 率 （ ％ ）

国 保 被 保 険 者 数 （ 人 ）

〃 増 減 者 数 （ 人 ）

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度

27人 4人

前 年 度 比 △26.50％ △48.07％ △55.69％ △76.11％ △85.19％

13,014人

前 年 度 比 △3.30％ △4.45％ △3.88％ △4.86％ △3.86％
内
　
　
訳

一般被保険者数 15,493人 14,803人 14,229人 13,537人

退職被保険者数 491人 255人 113人

前 年 度 比 △4.23％ △5.79％ △4.75％ △5.42％ △4.03％

被 保 険 者 数 15,984人 15,058人 14,342人 13,564人 13,018人

前 年 度 比 △1.81％ △4.14％ △2.47％ △3.06％ △2.42％

加 入 世 帯 数 9,563世帯 9,167世帯 8,941世帯 8,667世帯 8,457世帯

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度

　国民健康保険の被保険者は、総数で１３，０１８人で前年度に比べ５４６人減少となっている。

また、蓮田市の総人口（令和２年４月１日現在で６１，６１６人）に対する加入率は、２１.１％

である。

　この被保険者の内訳は、一般被保険者数が１３，０１４人で前年度対比５２３人、３.９％の減

少、退職被保険者数は４人で前年度対比２３人、８５．２％減少であった。
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国民健康保険税の収納の状況

（単位：千円）

収納率の推移

不納欠損額の推移          

（単位：千円）

（３）歳出決算の概要        

（単位：千円）

1

2

3

4

5

（次頁へ続く）

　決算額は、６３億１，３４４万２，３５８円（前年度対比６億４，１２１万円、９．２％減）で
ある。
　増額となった科目は総務費８，４６７万円（前年度対比１４５万円、１．７％増）である。
　減額となった主な科目は、第２款・保険給付費が４３億３，４０３万円（前年度対比２億７，５
６７万円、６．０％減）、第６款・基金積立金が１億９，４８８万円（前年度対比２億３，９８５
万円、５５．２％減）、第８款・諸支出金が３，５７８万円（前年度対比８，２９６万円、６９．
９％減）であった。

0 △ 5.1

平成28年度 平成29年度

94.7%

1 99.9%

66,650

1,201,414 3 66,651

44.9%

12 2 1 46.5

81,978

共同事業拠出金 46.5

△ 6.0

国民健康保険
事業費納付金

1,596,376 1,588,216 1,588,214 99.5 100.0 1,626,261 △ 38,047 △ 2.3

1,447 1.7

保 険 給 付 費 4,875,247 4,875,247 4,334,035 88.9 88.9 4,609,710 △ 275,675

増減率
(％)対当初

予算
対予算
現額

総 務 費 88,910 92,761 84,672 95.2 91.3 83,226

款 当初予算額 予算現額

支 出 済 額

当年度

執行率(％)

前年度 増減

合　計

不納欠損額 77,307 59,412 80,811 75,886 51,315 344,731

年度 平成27年度 平成30年度 令和元年度

合　　計 69.9 73.0 73.8 74.9 77.5

滞 納 繰 越 分 （ ％ ） 14.0 18.5 15.6 16.2 18.0

現 年 度 分 （ ％ ） 93.6 94.5 94.7 94.4 94.7

18.0%

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度

（参考）
現年度分 1,268,068

滞納繰越分 368,470 66,255 51,312 250,903

2,489

合　　計 1,636,538 1,267,669 51,315 317,554 77.5%

2
退職被保
険者等分

現年度分 1,143 1,142 0

滞納繰越分 4,586 2,059 38

94.7%

滞納繰越分 363,884 64,196 51,274 248,414 17.6%
1

一般被
保険者分

現年度分 1,266,925 1,200,273 3

区分 調定額 収入済額 不納欠損額 収入未済額 収納率(％)

△ 6,120 △ 7.5保 健 事 業 費 99,030 100,725 75,858 76.6 75.3
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（前頁から続き） （単位：千円）

6

7

8

9

※1…19,488,200.0%

 

  

当初予算額 予算現額
対当初
予算

対予算
現額

△ 239,853 △ 55.2434,735100.0※1

支 出 済 額

増減率
(％)

0 － －

基 金 積 立 金 1 194,882 194,882

0

諸 支 出 金 8,635 41,120 35,781 414.4 87.0

公 債 費 1 1

－ －

　－

118,741 △ 82,961 △ 69.9

0 0 －

0

合　　計 6,678,202 6,920,967 6,313,442 94.5 91.2

予 備 費 10,000 28,013

260,580 245,254

6,954,652 △ 641,209 △ 9.2

過去３年間の医療給付の状況

（イ）一般被保険者

費用額(百万円) 5,621 5,439 5,156

高額療養費 8,283件　　　数 9,314 9,221

21,021一件当り費用(円) 20,738 20,873

費用額(百万円) 537

平成29年度 平成30年度

58,600 61,263

79 42

令和元年度

540 507

271,037

1,246

△32

0

33,729一件当り費用(円)

（イ）＋（ロ）

費用額(百万円) 5,700 5,481

274,330

3,293

24,130
（ロ）退職被保険者

3

13,824

200療養諸費

費用額(百万円) 7

件　　　数

245,454

21,015

一件当り費用(円) 104,116 137,871 △2,656

20,779一件当り費用(円)

件　　　数 261,826

（イ）＋（ロ）

費用額(百万円) 548 547

9,269

59,011

高額療養費

一件当り費用(円) 58,210

件　　　数

高額療養費 107 48

費用額(百万円)

20,934

508

一件当り費用(円) 57,682

11

療養諸費

合 計

当年度

件　　　数

療養諸費 件　　　数

0

61,511

8,251

5,158

9,421

対予算
現額

対当初
予算

増減率
(％)

増減前年度

執行率(％)
款
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４　後期高齢者医療特別会計

（１）収支

（２）歳入決算の概要

歳入決算の状況 （単位：千円）

1

2

3

4

5

※1…501,195.5

後期高齢者医療保険料の収入状況

1,382 △ 1,382 皆減国 庫 支 出 金 － － － － －

741,575

2,806

1

143,611 143,611 99.7 100.0 140,805

99.5

　決算額は、９億３，９１６万６，７１０円（前年度対比５，０６７万円、５．７％増）であ

る。


　増額となった主な科目は、第１款・後期高齢者医療保険料が７億８，９１７万円（前年度対比

４，７５９万円、６．４％増）、第５款・繰越金は５０１万円（前年度対比１５０万円、４２．

５％増）となっている。

100.0

6.4

1,216 159

使用料及び手数料

繰 越 金

789,169

13.1

※1

　後期高齢者医療保険料の収納率は、現年度分の普通徴収の収納率において前年度対比０．１ポ

イント上昇し、滞納繰越分の収納率も５６．２％と前年度対比３．６ポイント上昇し、現年度分

と滞納繰越分の全体での収納率は、合計９９．６％で前年度対比０．２ポイント上昇している。


　また、未収額は３０１万円で前年度対比５４万円の減額、不納欠損額は４２万円で前年度対比

２２万円の減額となっている。


　後期高齢者医療保険料の徴収は市の業務であり、時効消滅は２年間でもあることから迅速な対

応が求められる。

42.5

96.8 888,494 50,672 5.7

繰 入 金 144,001

0

3,054

3,516 1,496

1

1

3,054諸 収 入

増減率
(％)

前年度

1,375 45.0

－ 0 －

2.0

45.0

－

予算現額

収 入 済 額

818,412 96.4

増減

収入率(％)

対当初
予算

対予算
現額

当年度

47,593

款

5,011 5,012

0

後期高齢者医療保険料 793,315

当初予算額

合　　計 940,372 970,089 939,167 99.9

　後期高齢者医療特別会計の予算現額は、９億７，００８万９，０００円で、前年度対比４，２

２０万円、４．５％の増額である。


　決算額は、歳入が９億３，９１６万６，７１０円（前年度対比５，０６７万円、５．７％

増）、歳出が９億３，７４９万５，５８２円（前年度対比５，４０１万円、６．１％増）で、歳

入歳出とも増額となっている。


　歳入歳出差引額（形式収支額）は、１６７万１，１２８円（前年度対比３３４万円、６６．

７％減で、翌年度への繰越財源はないため、実質収支額は、形式収支額と同額の１６７万１，１

２８円（前年度対比３３４万円、６６．７％減）の黒字となっている。


　なお、後期高齢者医療制度は、７５歳以上の方を被保険者として、埼玉県全域を包括する広域

組織の後期高齢者医療広域連合により運営されている。
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後期高齢者医療保険料の収入状況 （単位：千円）

（３）歳出決算の概要

歳出決算の状況 （単位：千円）

1

2

3

4

各年度末現在の被保険者数の推移  

 

後期高齢者医療広域連合納付金の推移 （単位：千円）  

 

　決算額は、９億３，７４９万５，５８２円（前年度対比５，４０１万円、６．１％増）であ
る。

　増額となった科目は、第２款・後期高齢者医療広域連合納付金で９億８１８万円（前年度対比
５，４６５万円、６．４％増）、第３款・諸支出金で４５０万円（前年度対比１３８万円、４
４．０％増）である。
　減額となった科目は、第１款・総務費で２，４８１万円（前年度対比２０２万円、７．５％
減）である。

1,882 99.80

0

－

前年度

0

44.0

421 3,008

421 1,126

791,216 789,169 1,382

292,975 291,473

787,687 1,382計

滞納繰越分 普通徴収 3,529 1,982

1,002 0

1,376

6.199.7 96.6 883,482 54,013

147.6

－

72.36,231 4,505

後期高齢者医療
広域連合納付金

予算現額
当年度

諸 支 出 金

当初予算額

総 務 費

款

合　　計

－

940,372 970,089 937,496

予 備 費

△ 7.5

54,653909,892 937,514 908,184

500 500

3,051

26,929

853,530

還付未済

1,882

支 出 済 額

100.00

収納率
(％)

未収入額
収入済額

495,714

増減

執行率(％)

99.6

0

増減率
(％)対当初

予算
対予算
現額

△ 2,016

99.8 96.9

不納欠損額区分

99.4

56.2

合　　計

普通徴収 0

787,187

現年度分

特別徴収 494,712

379

平成29年度

前年度比
増減(%)

65 歳 以 上
75 歳 未 満

132 129 △ 2.3

　総　　数 8,945 9,525 6.5

調定額

75 歳 以 上 8,813 9,396 6.6

保 険 料 分 714,377

後期高齢者医療広域連合納付金 853,530 4.1819,763

保 険 基 盤 安 定 分 105,387

平成29年度 平成30年度

金額 金額
前年度比
増減(%)

112,183 6.4 117,271 4.5

741,347 3.8

令和元年度

人数(人)
前年度比
増減(%)

92.1 96.0

0

3,129

6.4

9,939

25,844 24,807

前年度比
増減(%)

6.4

26,823

平成30年度

人数(人) 人数(人)

790,912

144 11.6

9,795 4.2

908,184

令和元年度

金額

4.3

6.7
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５　介護保険特別会計

（１）収支

（２）歳入決算の概要

 

歳入決算の状況 （単位：千円）

1

2

3

4

5

6

7

8

9

※1…12,750,147.4 ※2…7,658.8

0 303 皆増分担金及び負担金 342 342 303 88.6 88.6

　介護保険特別会計の予算現額は、５１億５，４４８万８，０００円で、前年度対比１億８，

７２４万円、３．８％の増額である。


　決算額は、歳入が５１億７，９０７万１８１円（前年度対比２億２，９７７万円、４．６％

増）、歳出が５０億６，９１４万３，５９９円（前年度対比２億４，７３４万円、５．１％

増）となり、歳入歳出とも増額となっている。


　歳入歳出差引額（形式収支額）は、１億９９２万６，５８２円（前年度対比１，７５７万

円、１３．８％減）で、翌年度への繰越財源はないため、実質収支額は、形式収支額と同額の

１億９９２万６，５８２円（前年度対比１，７５７万円、１３．８％減）の黒字である。

85,105 9.7

75,125 6.3

県 支 出 金 751,570 722,373

889,122 943,860 959,221国 庫 支 出 金

743,918

874,116107.9 101.6

款 当初予算額 予算現額

収 入 済 額

当年度

収入率(％)

前年度 増減
増減率
(％)対当初

予算
対予算
現額

保 険 料 1,128,811 1,111,129 1,124,189 99.6 101.2 1,130,989 △ 6,800 △ 0.6

支払基金交付金 1,276,369 1,284,307 1,258,680 98.6 98.0 1,183,555

99.0 103.0 682,913 61,005 8.9

財 産 収 入 1 9 20 1,977.2 219.7 29 △ 9 △ 31.4

繰 入 金 948,328 964,779 964,779 101.7 100.0

繰 越 金 1 127,501 127,501 ※1 100.0

※2 244.4

15.2

236,563 △ 109,062 △ 46.1

3,646

127,288

△ 3,186

837,491

4.6

△ 87.4

合　　計 4,994,550 5,154,488 5,179,070

諸 収 入 6 188 460

103.7 100.5 4,949,302 229,768

　決算額は、５１億７，９０７万１８１円（前年度対比２億２，９７７万円、４．６％増）であ

る。


　増額となった科目は、第２款・分担金及び負担金が３０万円で皆増、第３款・国庫支出金は９

億５，９２２万円（前年度対比８，５１０万円、９．７％増）、第４款・支払基金交付金が１２

億５，８６８万円（前年度対比７，５１２万円、６．３％増）、第５款・県支出金は７億４，３

９２万円（前年度対比６，１０１万円、８．９％増）、第７款・繰入金が９億６，４７８万円

（前年度対比１億２，７２９万円、１５．２％増）となっている。


　また、減額となった科目は、第１款・保険料が１１億２，４１９万円（前年度対比６８０万

円、０．６％減）、第８款・繰越金が１億２，７５０万円（前年度対比１億９０６万円、４６．

１％減）、第９款・諸収入が４６万円（前年度対比３１９万円、８７．４％減）である。
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◇未収入額及び不納欠損額

介護保険料の収入状況 （単位：千円）

（３）歳出決算の概要

歳出決算の状況 （単位：千円）

1

2

3

4

5

6

※1…10,856,891.9

収納率
(％)還付未済

区分 調定額
収入済額

不納欠損額

現年度分

特別徴収 1,029,989 1,031,306

普通徴収 94,869 89,198

計 1,124,858 1,413 0 5,767

未収入額

100.0%

96 0 5,767 93.9%

1,317 0 0

99.5%

滞納繰越分 普通徴収 16,620 3,685 17 6,366 6,585 22.1%

1,120,504

合　　計 1,141,478 1,124,189 1,430

増減率
(％)

6,366 12,353 98.4%

当年度

執行率(％)

前年度 増減対当初
予算

対予算
現額

79.4 97.7

款 当初予算額

総 務 費 164,172 133,520 130,420

予算現額

支 出 済 額

113,530 16,889 14.9

保 険 給 付 費 4,670,206 4,693,282 4,618,458 98.9 98.4 4,308,320 310,138 7.2

基 金 積 立 金 1 108,570 108,569 ※1 100.0 134,608

地域支援事業費 157,718 155,883 149,881

1,453 62,233 61,815 127,216 △ 65,401諸 支 出 金

△ 19.3

95.0 96.1 138,126 11,755 8.5

△ 26,039

4,254.3

予 備 費 1,000 1,000 0

99.3

　決算額は、５０億６，９１４万３，５９９円（前年度対比２億４，７３４万円、５．１％増）

である。


　増額となった科目は、第１款・総務費が１億３，０４２万円（前年度対比１，６８９万円、１

４．９％増）、第２款・保険給付費が４６億１，８４６万円（前年度対比３億１，０１４万円、

７．２％増）、第４款・地域支援事業費が１億４，９８８万円（前年度対比１，１７６万円、

８．５％増）となっている。


　また、減額となった科目は、第３款・基金積立金が１億８５７万円（前年度対比２，６０４万

円、１９．３％減）、第５款・諸支出金が６，１８２万円（前年度対比６，５４０万円、５１．

４％減）である。

101.5 98.3 4,821,800 247,343合　　計 4,994,550 5,154,488 5,069,144

―

　介護保険料の収納率は、現年度分と滞納繰越分の合計で９８．４％で、前年度より０．４ポイ

ント上昇している。なお、現年度分の普通徴収についての収納率は９３．９％で、前年度対比で

０．３％ポイント上昇している。また、未収入額は１，２３５万円で、前年度に比べ、４３０万

円減少、不納欠損額は６３７万円で、前年度に比べ、３６万円の増加となっている。


　介護保険料も、後期高齢者医療保険料と同様に２年間で時効消滅となることから、迅速な対応

を行うことが必要であるとともに、公平負担の原則からも徴収努力を望むものである。

5.1

△ 51.4

― ― 0 0

45



◇介護保険第１号被保険者の状況

各年度末現在の第１号被保険者数の推移

 

◇要介護認定者数の状況

        

各年度末現在の要介護度別認定者数の推移

※表中の各人数は、第１号及び第２号の被保険者を合わせた数

162 2.5

　介護保険の第１号被保険者は、１９，５７２人で、前年度対比、１．３％の増加となり、市の

総人口（令和２年４月１日現在で６１，６１６人）の３１．８％となっている。


　内訳では、６５歳以上７５歳未満で９，６４５人（前年度対比１５３人、１．６％減）、７５

歳以上で９，９２７人（前年度対比４１０人、４．３％増）となっている。

要 支 援 １ 174 158 △ 9.2

30年度 元年度

4.9 2,704 0.7 2,847 5.3 2,933 3.0

29年度

人数(人)
前年度比
増減(%)

30年度

前年度比
増減(%)人数(人)

1.3　総　　数

　総　　数 2,560 2,686

　要介護認定者数（要支援含む）は、被保険者全体で２，９３３人（前年度対比８６人、３．

０％増）となっている。


　内訳では、第１号被保険者が２，８６２人（前年度対比９５人、３．４％増）、第２号被保険

者が７１人（前年度対比９人、１１．３％減）となっている。

人数(人)
前年度比
増減(%) 人数(人)

前年度比
増減(%)

29年度

65 歳 以 上
75 歳 未 満

10,182

8,938

元年度

7,771

27年度 28年度

人数(人) 人数(人)
前年度比
増減(%)

75 歳 以 上 8,391

人数(人)

28年度

人数(人)
前年度比
増減(%)

27年度

18,291

10,520

19,12018,724

10,333

19,315

9,798

2.1

△ 1.5

2.4

△ 1.8

人数(人)
前年度比
増減(%) 人数(人)

前年度比
増減(%)

9,645

9,927

△ 1.6

4.36.5

1.0

△ 3.8

6.59,517

19,572

8.0

187 15.4 172 △ 8.0

要 支 援 ２ 288 325 12.8 281 △ 13.5 307 9.3 346 12.7

要 介 護 １ 639 677 5.9 612 △ 9.6 596 △ 2.6 612 2.7

要 介 護 ２ 552 568 2.9 651 14.6 686 5.4 699 1.9

要 介 護 ３ 324 366 13.0 376 2.7 409 8.8 443 8.3

要 介 護 ４ 283 284 0.4 341 20.1 356 4.4 357 0.3

要 介 護 ５ 300 308 2.7 281 △ 8.8 306 8.9 304 △ 0.7
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保険給付費の推移           

 （単位：千円）

4,618,458 7.2%

前年度比
増減(%)

4,308,320 5.4

30年度

保険給付費 3,791,176 3,882,085 2.4 4,089,188 5.3

元年度

金額 金額
前年度比
増減(%) 金額

前年度比
増減(%) 金額

前年度比
増減(%) 金額

27年度 28年度 29年度

介護サービス等諸費 3,430,587 3,533,244 3.0 3,751,997 6.2 3,977,374 6.0 4,249,792 6.8%

介護予防サービス等諸費 121,737 119,456 △ 1.9 110,029 △ 7.9

そ の 他 諸 費 2,671 2,479 △ 7.2 2,587 4.4

95,385 8.6%

2,699 4.3 2,829 4.8%

143,254 6.2%

17,286 29.5%

92,209 10.0 109,913 19.2%

134,834 5.8

高額医療合算介護サービス等費 11,402 11,636 2.1

高額介護サービス等費 72,140 82,785 14.8

特定入所者等介護サービス費 152,639 132,484 △ 13.2 127,396 △ 3.8

13,383 15.0 13,352 △ 0.2

87,851 △ 20.2

83,795 1.2
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６　蓮田都市計画事業黒浜土地区画整理事業特別会計

（１）収支

（２）歳入決算の概要

歳入決算の状況

（単位：千円）

1

2

3

4

（３）歳出決算の概要 　   

4,659

《土地区画整理事業費》


　管理費は、職員給与に関する支出が６５７万円で前年度対比８１万円の増額となっている。

繰 越 金

10,394

　蓮田都市計画事業黒浜土地区画整理事業特別会計の予算現額は、１，６４６万１，０００円

で、前年度対比５９１万９，０００円、２６．４％の減額である。


　決算額は、歳入が１，８４４万９，７５８円（前年度対比６６４万円、２６．５％減）、歳出

が１，５１６万５，０２２円（前年度対比２００万円、１１．６％減）となっている。


　歳入歳出差引額（形式収支額）は、３２８万４，７３６円（前年度対比４６４万円、５８．

６％減）で、翌年度への繰越財源はないため、実質収支額は、形式収支額と同額の３２８万４，

７３６円（前年度対比４６４万円、５８．６％減）の黒字である。

款

繰 入 金 6,699

合　計

当初予算額

122.9 10,125 2698,456

130 111 18 16.5

－

14,852

162.4

0

223.1

増減率
(％)

2.7

6,496.3

－

増減

収入率(％)
予算現額

前年度

－ 0

当年度 対当初
予算

対予算
現額

収 入 済 額

5,400 7,925 7,926 146.8 100.0

　決算額は、１，５１６万５，０２２円（前年度対比２００万円、１１．６％減）である。

16,461 18,450 110.1 112.1 25,088

《一般会計繰出金》


一般会計繰出金は、８２０万円（前年度対比２８１万円、２５．５％減）である。

△ 6,63916,760 △ 26.5

　決算額は、１，８４４万９，７５８円（前年度対比６６４万円、２６．５％減）である。


　減額となった科目は、第３款・繰越金７９３万円（前年度対比６９３万円、４６．６％減）と

なっている。

△ 46.6

諸 収 入 2 80

△ 6,926

清 算 徴 収 金

0 0
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歳出決算の状況

（単位：千円）

1

2

3

  

（４）事業の進捗状況  

100.0 11,011 △ 2,811 △ 25.5

対予算
現額

97.4 85.17,148 8,181 6,965

諸 支 出 金 4,659

款

13.2

8,200 8,200 176.0

6,152

増減
増減率
(％)

土地区画整理事業費 813

前年度対当初
予算

予 備 費 4,953 80 0

当初予算額 予算現額

支 出 済 額

当年度

執行率(％)

△ 1,998合　計 16,760 16,461 15,165

－0.0 0.0 0 0

　換地処分後の清算金徴収事務及び保留地の所有権移転登記事務が行われていた。清算徴収金の

収納率は、現年度は９９％、過年度は３０．７％であった。保留地の所有権移転登記は、新たに

６件の登記が完了し未登記は５件となり、全２６３件中、２５８件の登記が完了した。事業終了

へ向けて、清算徴収金の徴収及び登記事務の正確かつ速やかな業務対応を望むものである。

△ 11.690.5 92.1 17,163
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７　蓮田都市計画事業蓮田駅西口第一種市街地再開発事業特別会計

（１）収支

（２）歳入決算の概要

 

歳入決算の状況

（単位：千円）

1

2

3

4

5

6

皆減△ 50分担金及び負担金 － － － － －

88.6

18

収入率(％)

諸 収 入 1 1

500

対当初
予算

対予算
現額

720 720

款 増減率
(％)

969.3

前年度 増減

16

908,660

473,420 419,214

1,819.9

1,473,015

当年度

892,634

国 庫 支 出 金 157,000 409,000 318,000

当初予算額

合　　計 1,050,096

収 入 済 額

1,819.9

52,326.5

720

261,632

予算現額

1,563,987

240,470

　蓮田都市計画事業蓮田駅西口第一種市街地再開発事業特別会計の予算現額は、１５億６，３９

８万６，９５５円で、前年度対比７億４，７６３万円、９１.６％の増額である。

　決算額は、歳入が１４億７，３０１万４，７２６円（前年度対比９億８６６万円、１６１.

０％増）、歳出が１１億７６３万２，５７５円（前年度対比８億４９１万円、２６５．９％増）

となり、歳入歳出とも増額となっている。

　歳入歳出差引額（形式収支額）は、３億６，５３８万２，１５１円（前年度対比１億３７５

万、３９．７％増）で、翌年度への繰越財源３億６，２３４万４，８９０円を控除した実質収支

額は、３０３万７，２６１円（前年度対比１６６万円、３５．４％減）の黒字である。

　決算額は、歳入が１４億７，３０１万４，７２６円（前年度対比９億８６６万円、１６１.

０％増)である。


　増額となった主な科目は、第１款・国庫支出金３億１，８００万円（前年度対比２億４，９０

０万円、３６０．９％増）、第３款・繰入金８億９，２６３万４，０００円（前年度対比４億

１，９２１万円、８８．６％増）、第４款・繰越金２億６，１６３万２，５２７円（前年度対比

２億４，０４７万円、１，１３６．３％増）である。

0 0.0財 産 収 入 100.0

1,136.3100.0

100.1 100.0

0

161.0

10

21,163

2

50

202.5 77.8

720

繰 越 金 261,633

100.0

繰 入 金 891,875 892,634

皆増

69,000 249,000 360.9

寄 附 金 0 0 － －10

140.3 94.2 564,355
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（３）歳出決算の概要

歳出決算の状況

（単位：千円）

1

2

3

 

（４）事業の進捗状況 　 　

281.6

△ 5.8

265.9804,910

100.0 100.0

　決算額は、１１億７６３万２，５７５円（前年度対比８億４９１万円、２６５．９％増）であ

る。


　増減額の主なものは、再開発総務費は、職員給与に関する支出が４，７０５万円で前年度対比

３９０万円の増、再開発事業費は権利床等整備費負担金が４億１９９万円で前年度対比３億２，

５３２万円の増、特定建築者補助金が６億３，６００万円で前年度対比４億９，８００万円の増

となっている。公債費は、市債元金償還事業が１，３５２万円で前年度対比７６万円の減額と

なっている。

増減率
(％)

105.5 70.8 302,722合　　計 1,050,096 1,563,987 1,107,633

－－ － 0 0

16,581 △ 955

款 当初予算額

公 債 費 15,628 15,628 15,626

予算現額
当年度

予 備 費 100 100 0

再 開 発 事 業 費 1,034,368 1,092,007 70.5

対予算
現額

286,141

前年度 増減

支 出 済 額

対当初
予算

805,8661,548,259 105.6

執行率(％)

　西口再開発事業において、区域内の道路は平成２４年６月に全線供用開始、駅前広場は平成２

５年３月に完成している。再開発ビル事業については、平成３０年２月には特定建築者を決定

し、平成３０年１０月に施工協定を締結し１１月から工事に着手、令和元年度末時点で工事の進

捗率は約７０％になっていた。今後は、令和２年１０月の完成及び令和３年４月の蓮田駅西口行

政センターの開設が予定されている。
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第６　基金の概要

１　財政調整基金

（単位：円）

　

※財政調整基金比率の算式について

△ 219,193,000

1,863,821,000

財政調整基金現在高
×100

1,644,628,000

区分 平成30年度末現在高

657,066,000 876,259,000

積立額 取崩額

令和元年度中増減高 令和元年度末現在高

（％）

地方公共団体の年度間の財源の不均衡を調整するために積み立てるもの。基金の目的：

現金

＝財政調整基金比率
標準財政規模

1,110 

1,514 

1,358 
1,478 1,475 

1,361 1,409 

1,664 
1,864 

1,645 

0
200
400
600
800

1,000
1,200
1,400
1,600
1,800
2,000

22 23 24 25 26 27 28 29 30 元 年度 

百万円 

9.6 

13.0 
11.7 12.5 12.6 

11.4 11.8 
13.8 

15.3 
13.4 

8.7 

10.9 
11.8 

12.5 

11.4 11.7 12.1 11.8 12.1 

0

2

4

6

8

10

12

14

16

22 23 24 25 26 27 28 29 30 元 

％ 

年度 

 蓮田市 県内市平均 

財政調整基金残高の推移 

財政調整基金比率の推移 
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２　減債基金

（単位：円）

３　公共施設等整備基金

（単位：円）

４　国民健康保険財政調整基金

（単位：円）

５　介護保険給付費準備基金

（単位：円）

現金 1,295,984,000

△ 824,899,000

471,085,000積立額 取崩額

101,000 825,000,000

区分 平成30年度末現在高 令和元年度中増減高 令和元年度末現在高

平成30年度末現在高

現金 634,590,644

△ 101,493,081

区分 平成30年度末現在高 令和元年度中増減高

現金 1,173,427,000

基金の目的： 国民健康保険事業の健全な財政運営に資するために積み立てるもの。

令和元年度末現在高

3,087,000

令和元年度中増減高

46,399,000

基金の目的： 市債の償還に必要な財源を確保し、将来にわたる市財政の健全な運営に資す

るために積み立てるもの。

取崩額

1,000 0

令和元年度末現在高

基金の目的： 公共施設等の整備費用に充てるために積み立てるもの。

現金

210,062,000

1,000

区分

3,088,000積立額

1,219,826,000積立額 取崩額

194,882,000 148,483,000

平成30年度末現在高 令和元年度中増減高 令和元年度末現在高区分

基金の目的： 市における介護保険の中期財政運営期間中の剰余金を管理するために積み立

てるもの。

533,097,563積立額 取崩額

108,568,919
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第７ むすび  

 

審査の結果については、5頁に記載したとおりであるが、審査の結果を踏まえ、次のとおり、

指摘、提言要望し、一般会計及び特別会計決算審査及び行政監査のむすびとする。 

 

 

１ 指摘事項 

 

 

（１）生活保護費に係る返還金等の債権管理について 

生活保護費に係る返還金等の債権については、令和元年度末で 266 件、171 人で合計

48,858,094 円が確認された。その内訳は、生活保護法第 63 条（急迫の場合等において

資力があるにもかかわらず保護を受けた者からの返還金）が 56 件、38 人で合計

10,207,626 円、生活保護法第 78 条（不実の申請等により保護を受けるなどした者から

の徴収金）が 46 件、26人で合計 19,288,086 円、地方自治法施行令第 159 条（過誤払い

等の返還金）が 165 件、108 人で合計 19,362,382 円である。また、不納欠損額は令和元

年度末で 4,403,291 円となっていた。  

平成 27 年に「生活保護費に係る返還金等の債権管理について」は、国の会計検査院か

ら厚生労働省に是正改善の処置を求めており、また生活保護法の改正により法 63 条返還

金及び法 78 条徴収金については、強制徴収公債権に改正されている。（法 63 条は平成

30 年 10 月 1 日施行、法 78 条は平成 26年 7 月 1日施行） 

しかし、強制徴収公債権への法改正に適応した事務の見直しは行われておらず、また

「債権管理マニュアル」等もないことから、適切な債権管理を行っている体制とはなっ

ていなかった。 

返還金等は本来保護費として支払うべきではないものであること、被保護世帯間の公

平性を確保する必要があること、不納欠損額の一部を国が負担していることなどから、

早急に「債権管理マニュアル」等を策定し、返還金等債権を適切に管理すべきである。 

 

 

２ 提言要望事項 

 

 

（１）契約行為の適正な執行について 

契約行為について関係法令及び蓮田市契約実務マニュアルに基づいて適正に執行さ

れているかについて検証を行ったが、次のとおり一部に留意又は改善を要する事項が認

められた。随意契約は、競争入札を行う契約方法の特例であり地方自治法施行令第 167

条の 2 第 1 項各号に該当する場合に限られているので、今後は以下の点に留意され適切

な契約事務の執行に努められたい。 
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① 金額が随意契約にあたらないもの 

「蓮田市立老人福祉センター給水ポンプ取替修繕」については、予定価格が 549,816

円で地方自治法施行令第 167 条の 2 第 1 項第 1 号で随意契約をしていたが、蓮田市契約

規則第 19 条で、物品の修繕においては随意契約できる額は 50 万円以下と定められてい

るので、競争入札すべきである。 

 

② 契約の分割発注について 

「庁舎 202会議室空調設備工事」は契約日が令和元年 8月 1日で予定価格は 999,000 円、

「庁舎２階建築指導課空調設備工事」は契約日が令和元年8月9日で予定価格は1,285,200

円で、ともに地方自治法施行令第 167 条の 2第 1項第 1号の随意契約であった。契約日が

近接していることや、工事箇所が隣接していることから、一括発注を検討し競争入札が望

ましいと思料される。 

 

③ 少額の随意契約の見積書徴取について 

蓮田市契約実務マニュアルにおいて地方自治法施行令第 167条の 2第 1項第１号の少

額の随意契約の特例として「見積書の徴取は、設計金額又は契約見込金額が 10 万円以下

（修繕は 30 万円以下）のものは１者以上とする。ただし、これを超えるものは３者以上

とする。」と規定されているが、複数の課で規定の数の見積書が徴取されていなかった。 

 

④ 随意契約理由が複数あるものについて 

蓮田市契約実務マニュアルにおいて地方自治法施行令第 167 条の 2 第 1 項で「他の号

の理由と併合した場合には、1号が優先適用となる。」と規定されているが、複数の課の

契約で随意契約理由が２つ記載されている例があり、該当する各号を精査し契約すべき

である。 

 

（２） 債務負担行為について 

「平成 31 年度全国町・字ファイル保守」の契約については、平成 31 年 3 月定例会で

債務負担行為として議会の議決を得ていたが、契約は平成 31 年 4 月 1 日となっていた。

契約額が債務負担行為限度額より上回ったために、3 月中の契約が履行できなかったと

のことだったが、債務負担行為限度額の設定及び契約時期については適切に行うべきで

ある。 

  

（３） 適正な予算執行について 

一般会計及び各特別会計の決算における流用額の合計額は、89 件、2,179 万 3,000 円

で、前年度は 62 件、1,384 万 1,000 円なので、27 件、795 万 2,000 円多くなっている。

1件あたり 100 万円を超えるような流用は、「節」内の流用であるが一般会計で 4件、特

別会計で 1 件見受けられた。また予備費充用では、34 件、1,376 万 6,000 円となってい
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る。このうち、新型コロナウイルス感染症関連は 18 件、698 万 6,000 円となっていた。

また、流用額以上の不用額が生じている例も複数例あった。 

予算の流用については、地方自治法において、「項」については予算の執行上必要があ

る場合に限り予算の定めるところにより流用が認められているが（同法第 220 条第 2 項

但し書）、「目」・「節」の流用については、蓮田市予算事務規則第 20 条に基づき執行され

ている。しかし、流用は予算の不足を補う例外的な手段であるため、当初予算で十分に

精査を行い予算計上し議決を経たのち、地方自治法施行令第 150 条及び蓮田市予算事務

規則第 12条の予算執行計画により、執行時期を的確に把握し予算執行することで流用を

必要最小限に抑えるべきである。 

 

（４）空家等対策計画の策定について 

空き家等対策事業は平成 31 年 4月に危機管理課から建築指導課に移管されたが、令和

元年度末現在で「空家等対策計画」は、策定されていなかった。「空家等対策の推進に関

する特別措置法」（空家法）は、平成 27 年 2 月に施行された。国土交通省によると、令

和元年 10 月１日現在で全市区町村の 63％となる 1,091 市区町村において空家法第 6 条

に規定する「空家等対策計画」が策定されており、令和元年度末には７割を超える 1,245

市区町村において策定される見込みとのことである。空き家等の増加抑制をはじめ、適

正な管理や利活用などに関して総合的かつ計画的に推進するため「空家等対策計画」の

早期策定を望むものである。 
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年少・生産年齢・老齢人口の比較について（全住民人口） （単位：人）

△ 1,070年 少 人 口

平成22年4月1日
現在(B)

7,935

令和2年4月1日
現在(A)

6,865

生 産 年 齢 人 口 35,139

19,612

備考

年少人口：0～14歳

生産年齢人口：15～64歳

老齢人口：65歳以上

差（A-B)

老 齢 人 口

合　　計 61,616 63,864

△ 6,303

5,125

41,442

14,487

△ 2,248

0

1

2

3

4

5

6

7

人
数
（
千
人
）
 

年齢（歳） 蓮田市年齢別人口（全住民） 

平成22年4月1日現在 令和2年4月1日現在 

 

 年少人口(0～14歳)  

：平成22年4月1日：7,935人 

：令和 2年4月1日：6,865人 

 

生産年齢人口(15～64歳) 

：平成22年4月1日：41,442人 

：令和 2年4月1日：35,139人 

 

 老齢人口(65歳以上) 

：平成22年4月1日：14,487人 

：令和 2年4月1日：19,612人 

30,000

40,000

50,000

60,000

蓮田市の全住民人口の推移(H12.4.1～R2.4.1） 人口 

基準日 
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 　財　源　明　細  
　　　（単位：百万円）

令和元年度 平成30年度 増減額 増減率（％）

自主的財源 市 税 8,175 8,156 19 0.2

分 担 金 及 び 負 担 金 164 309 △ 145 △ 46.9

使 用 料 及 び 手 数 料 118 645 △ 527 △ 81.7

財 産 収 入 44 33 11 33.3

寄 附 金 11 10 1 10.0

基 金 繰 入 金 2,060 1,013 1,047 103.4

諸 収 入 254 337 △ 83 △ 24.6

国 民 健 康 保 険 税 1,268 1,338 △ 70 △ 5.2

清 算 徴 収 金 10 10 0 0.0

介 護 保 険 料 1,124 1,131 △ 7 △ 0.6

後期高齢者医療保険料 789 742 47 6.3

小 計 14,017 13,725 292 2.1

依存的財源 地 方 譲 与 税 153 151 2 1.3

利 子 割 交 付 金 7 13 △ 6 △ 46.2

配 当 割 交 付 金 44 37 7 18.9

株式等譲渡所得割交付金 27 33 △ 6 △ 18.2

地 方 消 費 税 交 付 金 972 1,010 △ 38 △ 3.8

自 動 車 取 得 税 交 付 金 34 64 △ 30 △ 46.9

環 境 性 能 割 交 付 金 10 － 10 皆増

地 方 特 例 交 付 金 160 49 111 226.5

地 方 交 付 税 2,364 2,241 123 5.5

交通安全対策特別交付金 7 7 0 0.0

国 庫 支 出 金 4,029 3,548 481 13.6

県 支 出 金 6,398 6,458 △ 60 △ 0.9

諸 収 入 47 47 0 0.0

支 払 基 金 交 付 金 1,259 1,184 75 6.3

小 計 15,512 14,843 669 4.5

1,212 1,322 △ 110 △ 8.3

30,741 29,890 851 2.9

2,262 2,447 △ 185 △ 7.6

1,482 2,126 △ 644 △ 30.3

34,484 34,463 21 0.1

繰　　  越  　　金

総　　計

区  　　　　　　　　　分

市　　　　　　　債

合　　　　　　　計

他  会  計  か  ら
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　　市　税　の　状　況 　     （単位：千円）

当初予算 予算現額 調定額 収入済額 不納欠損額 収入未済額 収納率（％）

現　　年 3,989,413 4,004,113 4,160,047 4,131,410 25 28,612 99.3

1 市 民 税 滞納繰越 22,282 22,282 106,022 32,566 9,403 64,054 30.7

計 4,011,695 4,026,395 4,266,069 4,163,976 9,428 92,666 97.6

現　　年 3,255,754 3,276,754 3,353,728 3,330,962 0 22,766 99.3

2 固定資産税 滞納繰越 19,057 19,057 85,379 22,947 8,457 53,975 26.9

計 3,274,811 3,295,811 3,439,107 3,353,910 8,457 76,741 97.5

現　　年 176,917 176,917 182,377 181,263 0 1,114 99.4

3 都市計画税 滞納繰越 944 944 2,703 979 184 1,540 36.2

計 177,861 177,861 185,080 182,243 184 2,653 98.5

現　　年 106,405 105,279 113,340 111,767 0 1,573 98.6

4 軽自動車税 滞納繰越 1,106 1,106 5,171 1,145 611 3,415 22.1

計 107,511 106,385 118,511 112,912 611 4,988 95.3

現　　年 340,883 340,883 361,821 361,821 0 0 100.0

5 市たばこ税 滞納繰越 0 0 0 0 0 0 －

計 340,883 340,883 361,821 361,821 0 0 100.0

現　　年 7,869,372 7,903,946 8,171,313 8,117,223 25 54,065 99.3

滞納繰越 43,389 43,389 199,276 57,638 18,655 122,983 28.9

計 7,912,761 7,947,335 8,370,589 8,174,861 18,680 177,048 97.7

合　　計

区　　　　　分
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     滞 納 繰 越 の 状 況 （国民健康保険税含む）       　　（単位：千円）

区　　　　分 調定額 収入済額 不納欠損額 収入未済額 収納率（％）

令 市 民 税 ( 個 人 ) 103,740 31,604 9,189 62,946 30.5

和 市 民 税 ( 法 人 ) 2,282 962 213 1,107 42.1

元 固 定 資 産 税 85,379 22,947 8,457 53,975 26.9

年 都 市 計 画 税 2,703 979 184 1,540 36.2

度 軽 自 動 車 税 5,171 1,145 611 3,415 22.1

国 民 健 康 保 険 税 368,470 66,255 51,312 250,903 18.0

合　　計 567,746 123,893 69,967 373,887 21.8

（ 上 記 の 内 訳 ） 　　　 　　（単位：千円）
区　　　　分 調定額 収入済額 不納欠損額 収入未済額 収納率（％）

平 市 民 税 ( 個 人 ) 24,151 4,683 6,862 12,606 19.4
成 市 民 税 ( 法 人 ) 204 76 50 78 37.3
26 固 定 資 産 税 32,585 5,906 7,208 19,471 18.1
年 都 市 計 画 税 502 73 142 287 14.5
度 軽 自 動 車 税 1,017 83 396 538 8.2

国 民 健 康 保 険 税 137,842 19,032 43,699 75,110 13.8

以前 合　　計 196,301 29,853 58,358 108,090 15.2

市 民 税 ( 個 人 ) 10,403 1,736 1,032 7,636 16.7

平 市 民 税 ( 法 人 ) 350 50 100 200 14.3

成 固 定 資 産 税 8,105 1,416 887 5,802 17.5

27 都 市 計 画 税 282 54 16 213 19.0

年 軽 自 動 車 税 504 82 56 366 16.2

度 国 民 健 康 保 険 税 47,854 8,588 3,432 35,834 17.9

合　　計 67,499 11,925 5,522 50,051 17.7

市 民 税 ( 個 人 ) 13,909 3,026 190 10,693 21.8

平 市 民 税 ( 法 人 ) 261 100 0 161 38.3

成 固 定 資 産 税 9,405 2,249 134 7,022 23.9

28 都 市 計 画 税 325 60 7 258 18.6

年 軽 自 動 車 税 810 152 77 581 18.8

度 国 民 健 康 保 険 税 53,441 8,833 1,191 43,416 16.5

合　　計 78,152 14,421 1,599 62,132 18.5

市 民 税 ( 個 人 ) 19,642 7,107 324 12,210 36.2

平 市 民 税 ( 法 人 ) 560 208 27 326 37.1

成 固 定 資 産 税 12,379 2,932 74 9,373 23.7

29 都 市 計 画 税 472 134 5 333 28.4

年 軽 自 動 車 税 1,124 269 42 813 23.9

度 国 民 健 康 保 険 税 56,436 9,907 1,455 45,075 17.6

合　　計 90,613 20,557 1,926 68,130 22.7

市 民 税 ( 個 人 ) 35,634 15,053 781 19,800 42.2

平 市 民 税 ( 法 人 ) 908 528 36 343 58.2

成 固 定 資 産 税 22,905 10,444 155 12,306 45.6

30 都 市 計 画 税 1,122 658 15 449 58.7

年 軽 自 動 車 税 1,717 559 40 1,117 32.6

度 国 民 健 康 保 険 税 72,897 19,895 1,535 51,468 27.3

合　　計 135,182 47,137 2,562 85,484 34.9
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  不納欠損件数と金額の内訳（国民健康保険税・介護保険料を含む。）

市民税
（個人）

市民税
（法人）

固定資産税 都市計画税 軽自動車税 国民健康保険税 介護保険料 合　計

件数（件） 1,203 16 720 201 224 4,142 1,204 7,710

金額（千円）
17,654 885 19,832 352 793 77,307 6,769 123,591

件数（件） 1,075 16 790 164 214 3,691 1,052 7,002

金額（千円）
17,031 1,471 14,809 311 772 59,412 6,324 100,129

件数（件） 1,295 14 997 179 195 4,352 930 7,962

金額（千円）
22,063 690 15,316 260 762 80,811 5,638 125,540

件数（件） 1,003 11 1,275 283 135 4,001 872 7,580

金額（千円）
16,824 504 14,414 379 513 75,886 6,009 114,530

件数（件） 692 5 644 122 155 2,860 1,063 5,541

金額（千円）
9,214 213 8,457 184 611 51,315 6,366 76,361

件数（件） 5,268 62 4,426 949 923 19,046 5,121 35,795

金額（千円）
82,786 3,763 72,828 1,486 3,451 344,731 31,106 540,151

　

　

 
  

区　分

平　成
27年度

合計

平　成
28年度

平　成
29年度

令　和
元年度

平　成
30年度
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　　　過去５年間の不納欠損額と発生原因の推移（国民健康保険税・介護保険料を含む。)

（金額の単位：千円）

金額 件数 金額 件数 金額 件数 金額 件数 金額 件数 金額 件数 金額 件数

平　成
27年度 5,751 469 9,232 266 6,723 509 3,702 279 25,407 1,523 98,184 6,187 123,591 7,710

平　成
28年度 10,148 807 5,752 462 11,377 748 867 93 28,144 2,110 71,985 4,892 100,129 7,002

平　成
29年度 6,866 627 34,848 1,811 12,067 939 2,523 151 56,304 3,528 69,236 4,434 125,540 7,962

平　成
30年度 14,997 700 35,673 2,390 3,306 182 4,345 218 58,320 3,490 56,210 4,090 114,530 7,580

令　和
元年度 25,817 1,417 11,019 823 2,196 240 909 71 39,941 2,551 36,420 2,990 76,361 5,541

計 63,579 4,020 96,523 5,752 35,669 2,618 12,346 812 208,117 13,202 332,034 22,593 540,151 35,795

執行停止分

5年経過 合　計

年度 財産なし 生活困窮 小計
財産なし即時消

滅
所在・財産不明
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性質別歳出決算及びその対前年度比較（一般会計ベース）

（単位：百万円）

決算額 構成比 決算額 構成比 増減額 増減率％

　義務的経費 9,367 48.4 9,366 50.9 1 0.0

人件費 3,737 19.3 3,739 20.3 △ 2 △ 0.0

扶助費 4,184 21.6 4,087 22.2 97 2.4

公債費 1,446 7.5 1,540 8.4 △ 94 △ 6.1

　投資的経費 1,709 8.8 1,617 8.8 92 5.7

普通建設事業費 1,709 8.8 1,617 8.8 92 5.7

（補助事業） 220 1.1 663 3.6 △ 444 △ 66.9

（単独事業） 1,452 7.5 921 5.0 531 57.6

（県営事業負担金等） 38 0.2 32 0.2 5 15.9

災害復旧事業費 0 0.0 0 0.0 0 －

　その他の経費 8,282 42.8 7,430 40.3 852 11.5

物件費 2,442 12.6 2,342 12.7 100 4.3

維持補修費 79 0.4 77 0.4 2 2.4

補助費等 2,249 11.6 1,382 7.5 866 62.7

積立金 657 3.4 660 3.6 △ 3 △ 0.5

投資及び出資金等 0 0.0 0 0.0 0 －

貸付金 12 0.1 13 0.1 △ 1 △ 9.0

繰出金 2,843 14.7 2,954 16.0 △ 112 △ 3.8

　　合　　計 19,357 100.0 18,413 100.0 945 5.1

　　区　　　　　 分
令和元年度 平成30年度 比較増減
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   　国 民 健 康 保 険 税 の 状 況

（単位：千円）

当初予算 予算現額 調定額 収入済額 不納欠損額 収入未済額 収納率(％)

現　　年 1,180,736 1,180,736 1,266,925 1,200,273 3 66,650 94.7

1 一般被保険者分 滞納繰越 46,135 46,135 363,884 64,196 51,274 248,414 17.6

計 1,226,871 1,226,871 1,630,809 1,264,469 51,276 315,064 77.5

現　　年 1,248 1,248 1,143 1,142 0 1 99.9

2 退職被保険者等分 滞納繰越 806 806 4,586 2,059 38 2,489 44.9

計 2,054 2,054 5,729 3,200 38 2,490 55.9

現　　年 1,181,984 1,181,984 1,268,068 1,201,414 3 66,651 94.7

合　　計 滞納繰越 46,941 46,941 368,470 66,255 51,312 250,903 18.0

計 1,228,925 1,228,925 1,636,538 1,267,669 51,315 317,554 77.5

    滞 納 繰 越 の 状 況 　　　 (単位：千円)

調定額 収入済額 不納欠損額 収入未済額 収納率(％)

363,884 64,196 51,274 248,414 17.6

4,586 2,059 38 2,489 44.9

368,470 66,255 51,312 250,903 18.0

　　　 (単位：千円)

調定額 収入済額 不納欠損額 収入未済額 収納率(％)

135,346 17,330 43,661 74,355 12.8

2,496 1,703 38 755 68.2

137,842 19,032 43,699 75,110 13.8

46,897 8,508 3,432 34,956 18.1

958 80 0 878 8.3

47,854 8,588 3,432 35,834 18.0

52,873 8,833 1,191 42,849 16.7

567 0 0 567 0.0

53,441 8,833 1,191 43,416 16.5

56,102 9,811 1,455 44,836 17.5

335 96 0 239 28.6

56,436 9,907 1,455 45,075 17.6

72,666 19,714 1,535 51,418 27.1

231 181 0 50 78.4

72,897 19,895 1,535 51,468 27.3

平 成 30 年 度 分 退職被保険者等分

合　　計

合　　計

一般被保険者分

平 成 29 年 度 分 退職被保険者等分

合　　計

一般被保険者分

一般被保険者分

平 成 27 年 度 分 退職被保険者等分

合　　　計

一般被保険者分

平 成 28 年 度 分 退職被保険者等分

（ 上 記 の 内 訳 ）

区　　　分

平 成 26 年 度
以 前

一般被保険者分

退職被保険者等分

合　　計

区　　　　　分

区　　　分

令和元年度度末
一般被保険者分

退職被保険者等分

合　　計
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      　　　　　　　　　　　　　国　　保　　医　　療　　費　　総　　額

費用額・千円 前年度対比％ 費用額・千円 前年度対比％ 費用額・千円 前年度対比％ 費用額・千円 前年度対比％ 費用額・千円 前年度対比％

入 院 1,826,256 4.3 1,871,036 2.5 2,100,193 12.2 2,059,217 △ 2.0 1,811,681 △ 12.0

入 院 外 1,858,578 2.6 1,838,394 △ 1.1 1,819,327 △ 1.0 1,817,745 △ 0.1 1,827,731 0.5

歯 科 410,312 △ 0.7 400,212 △ 2.5 375,952 △ 6.1 361,475 △ 3.9 335,774 △ 7.1

調 剤 1,240,854 8.1 1,198,503 △ 3.4 1,154,463 △ 3.7 1,027,829 △ 11.0 1,013,086 △ 1.4

食事療養 84,463 2.9 84,270 △ 0.2 86,868 3.1 82,679 △ 4.8 75,341 △ 8.9

訪問看護 24,253 23.2 28,337 16.8 28,245 △ 0.3 38,315 35.6 48,561 26.7

64,982 △ 4.3 63,909 △ 1.7 55,715 △ 12.8 51,834 △ 7.0 43,345 △ 16.4

5,509,698 4.1 5,484,662 △ 0.5 5,620,763 2.5 5,439,094 △ 3.2 5,155,520 △ 5.2

入 院 93,208 4.8 62,627 △ 32.8 33,849 △ 46.0 22,085 △ 34.8 124 △ 99.4

入 院 外 82,940 △ 16.2 54,448 △ 34.4 25,705 △ 52.8 11,942 △ 53.5 1,116 △ 90.7

歯 科 18,336 △ 20.2 11,168 △ 39.1 4,935 △ 55.8 1,868 △ 62.1 472 △ 74.7

調 剤 58,703 0.9 31,071 △ 47.1 13,340 △ 57.1 4,950 △ 62.9 1,003 △ 79.7

食事療養 4,886 22.5 2,784 △ 43.0 593 △ 78.7 785 32.5 12 △ 98.5

訪問看護 5,183 27.8 2,001 △ 61.4 22 △ 98.9 0 △ 100.0 0 -

2,611 11.0 1,320 △ 49.4 1,016 △ 23.0 396 △ 61.0 38 △ 90.5

265,868 △ 4.8 165,418 △ 37.8 79,461 △ 52.0 42,026 △ 47.1 2,765 △ 93.4

5,775,566 3.6 5,650,080 △ 2.2 5,700,224 0.9 5,481,120 △ 3.8 5,158,284 △ 5.9

令和元年度

合　　計

療養の
給　付

退職被
保険者

計

療 養 費 等

平成３０年度

一般被
保険者

平成２７年度

療養の
給　付

療 養 費 等

計

平成２９年度平成２８年度

66



 

 

 

 

 

 

水道事業会計及び下水道事業会計 
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第１ 審  査  の  対  象  

  

令和元年度蓮田市水道事業会計決算  

 令和元年度蓮田市下水道事業会計決算  

      

 

第２ 審  査  の  期  間  

 令和２年７月７日から８月１７日まで  

 

 

第３ 審  査  の  方  法  

審査に当たっては、令和２年７月３日に市長から審査に付された令和元年

度の水道事業会計及び下水道事業会計の決算書類及び決算附属書類に基づき、

各計数の正確性を確認するとともに、地方公営企業法及びその他関係法規に

準拠して作成されているか、また、事業の経営成績及び財政状況が適正に表

示されているかを検証するため、計数については関係諸帳簿と照合し、慎重

に審査をした。  

なお、蓮田市の監査基準に基づき、経済的、効率的かつ効果的に事業が執

行されているかについて、上下水道部各課から提出された令和元年度決算審

査に係る業務等報告書、主要事業報告書、歳入歳出決算資料、契約に関する

資料等について、部長及び各所属長から説明を受けるとともに、質疑を行い、

疑問点については追加資料の提出を求めるなどして、部・課ごとに審査・監

査を行った。  

 

 

第４ 審  査  の  結  果  

 審査に付された各事業の決算書及び決算附属書類は、いずれも関係法令に

準拠して作成されており、また、その計数も関連諸帳簿と符合しており、事

業の経営成績及び財政状況も適正に表示していると認められた。  
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水　道　事　業　会　計
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１　概 要

業務の概要

◇総配水量に対する有効水量と無効水量

（単位：㎥，％）

160.8

差額 14.7 △ 1.1 15.8 8.4 7.4

給水原価：円
(販売水1㎥当たりの費用)

169.0 0.6 168.4 7.6

区分

無収水量

△ 18,085

△ 82,294

13.8

令和元年度
対前年度

△ 271,504 △ 3.8

192,902

7,116,580

増減 増減率 増減率

75,356

平成30年度
対前年度

増減
平成29年度

677,462

168.2

6,158,586有効水量 △ 262,447

20.7 310,406374,615

6,439,118

△ 48.5 64,209

総配水量

△ 4.1 6,421,033

△ 1.3 6,046,418 6,128,712△ 1.3△ 80,734有収水量 5,965,684

6,920,432 7,191,936 1.1

761,846 770,903△ 9,057

16.0
供給単価：円

(販売水1㎥当たりの単価)
184.2△ 0.5

無効水量（漏水・その他） 93,441

有 収 率

183.7

△ 1.6〃 16,300

△ 1.2

％

△ 181,713

△ 0.3

2.1

16,566

84.1

有収水量

年 間

１ ヶ 月 平 均

１ 日 平 均

〃

△ 266

〃

〃

〃

6,046,418

１ 日 平 均

１ 日 最 大

年 間

〃

㎥

１ ヶ 月 平 均

給 水 区 域 内

年 度 末 給 水 戸 数

△ 121

増減

％

61,616

戸

0

単位

〃

99.8

61,817

99.8

61,542

99.8 99.8

61,663

61,817

行 政 区 域 内

令和元年度 平成30年度

給 水 区 域 内 人 口 〃

行 政 区 域 内 人 口 人

61,616

普及率

事項

18,908

△ 201

△ 201

576,703

7,191,9366,920,432

599,328

△ 795

△ 6.3△ 1,427

19,703

26,264

22,706

△ 3.8

△ 0.3

△ 4.0

0

△ 0.2年 度 末 給 水 人 口

〃

283

配水量

21,279

1.1

△ 0.3

26,547

　業務実績は、年度末給水人口が、６１,５４２人で前年度の６１,６６３人に比べ

１２１人減少している。また、年度末給水戸数については、２６,５４７戸で前年度に比べ

２８３戸増加となっている。

  また、年間配水量は、６,９２０,４３２㎥で前年度に比べ２７１,５０４㎥減少している。

  一方で、有収率は８６.２％となり前年度対比で２.１ポイント上昇している。

　主要事業は、重要管路更新事業として、市道５５号線で口径４００mmの管路更新工事が行われ

た。また、市道４６号線（椿山地区）及び市道９号線（蓮田地区）においても老朽管更新工事が

行われた。

　また、災害時における給水活動に役立てるため、新たに給水コンテナ（１,０００ℓ）を導入

し、非常時における応急給水設備の拡充を行っている。

497,140

86.2

503,868

△ 1.3

△ 6,728

△ 80,734

△ 1.3

5,965,684

増減率(％)

△ 3.8△ 22,625

△ 271,504
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２　予 算 の 執 行 状 況

 

(1)収益的収入及び収益的支出（消費税込み）

①　収益的収入

②　収益的支出

各科目の予算の執行状況 （単位：千円）

(２) 資本的収入及び資本的支出（消費税込み）

①　資本的収入

収益的支出(b)

　収益的支出は、予算現額１１億７,６５０万７,０００円に対し決算額は１１億５,２００万６,

４１１円であり、執行率は９７.９％で不用額は２,４５０万５８９円となっている。

　営業費用のうち、不用額の主な要因としては、原水及び浄水費の動力費で、井戸水の取水量及

び配水量の減少などにより電気使用量が見込みより下回ったこと、配水及び給水費では委託料で

緊急対応の委託がなかったこと、修繕費で施設等の緊急修繕が見込みよりも下回ったことによる

ものである。

－

－

－

63,538

00.0

9,885

0 550

14,0661,127,519 1,113,453 98.8

79.638,553

550

68,483

－

－

営業外費用

特別損失

48,438

1,319,849

特別利益

営業費用

99.8

△ 808

102.3

－

1,176,507 24,5011,152,006

区分

収益的収入(a)

営業収益 1,251,366

備考
　内、消費税及び
　地方消費税

執行率予算現額に対する
増減：(a)=B-A又は
不用額:(b)=A-BＡ

営業外収益

予算現額

Ｂ

1,319,041

1,249,010

決算額

63,557

304

99.9

98,615△ 2,356

－

143,342

－

B/A

70,032

－

97.9

167,035

18

－

98,919

1,549

％

　収益的収入は、予算現額１３億１,９８４万９,０００円に対し決算額は１３憶１,９０４万１,

４２８円であり、８１万円少ない収入で執行率は９９.９％である。これは営業収益で予算現額

に対し２３６万円少ない収入となっていることによるものである。主な要因は営業収益のうち、

給水収益及びその他営業収益で見込額を下回ったことによるものである。

予備費

　資本的収入は、予算現額２億１,３００万７,０００円に対し決算額は２億３,０２９万９,１９

５円であり、執行率は１０８.１％で１,７２９万円多い収入となっている。これは工事負担金の

うち、給水加入金収入が見込額を上回ったことが主な要因である。

収支差引額(a)-(b)
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②　資本的支出

各科目の予算の執行状況 （単位：千円）

３ 　経 営 状 況

(１) 当年度純利益

0補助金 9,550 9,550 0 0 100.0

資本的支出(b)

建設改良費

企業債償還金

448,478

企業債

工事負担金 134,457

11,822

　資本的支出は、予算現額４億６,５７８万９,０００円に対し決算額は４億４,８４７万７,８５

８円であり、執行率は９６.３％で不用額は１,７３１万１,１４２円となっている。不用額の主

な要因としては、建設改良費の単独事業費、配水施設費で老朽管更新工事等に請負残が生じたこ

と、浄水施設費で浄水場無停電電源装置更新工事等に請負残が生じたことによるものである。

　なお、決算書に記載されているとおり、資本的収入額が資本的支出額に対して不足する額２億

１,８１７万８,６６３円は、当年度分消費税及び地方消費税に係る資本的収支調整額１,４６５

万３,１２２円、過年度分損益勘定留保資金７,０１６万８,３０２円、当年度分損益勘定留保資

金１億３,３３５万７,２３９円で補てんされている。

69,000

112.90

0

△ 218,179収支差引額(a)-(b)

　当年度純利益は１億５,１５０万２,５２９円であり、前年度対比で８８３万円、５.５％の減

額となっている。

　このうち、事業収益は１２億２,０１２万２,５７０円で前年度対比１,３６７万円、１.１％減

額、事業費用は１０億６,８６２万４１円で前年度対比４８３万円、０.５％減額となっている。

　収支の内訳を見ると、営業収支は１億４８万７３円の利益であり、前年度対比１,６９３万

円、１４.４％減額、また、営業外収支は５,１０２万２,４５６円の利益で、前年度対比８１０

万円、１８.９％増額となっている。

△ 252,782

100.010 0

26,475

17,311

96.317,311

0

26,475

100.0

11,82217,292

95.0

465,789

69,000

Ｃ

108.1

繰越額

執行率 備考
　内、仮受(仮払)
　消費税及び地方
　消費税

予算現額に対する
増減：(a)=B+C-A又
は不用額:(b)=A-B-
C

0

予算現額
翌年度

Ａ ％

B/A

230,299 0

122,853

0

17,292

Ｂ

資本的収入(a) 213,007

区分

342,935

0

151,749

325,624

決算額

122,854
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経営状況 （単位：千円,％）

(２) 収益

①　営業収益

8,097

5,841

△ 13,665

－

1,013,374

1,104,719

平成29年度

収益

増減額

△ 1.1

△ 15.4

△ 1,424

9.9

－

対前年度
区分

増減額

－ － －

対前年度

65,0404,688

△ 18,353

－

7.2

△ 16,929

－

△ 8,831

160,334

△ 3,410

125,879

59,199

3.4

－

24.3

24,664

26,064

－

42,925

　事業収益１２億２,０１２万２,５７０円のうち、営業収益は１１億５,０３９万５,０４７円で

前年度対比１,８３５万円、１.６％減額、営業外収益は６,９７２万７,５２３円で前年度対比４

６９万円、７.２％増額となっている。

1,038,038

125,879

1,073,454

22,115

8,391

27.434,455

△ 10.3

－

　営業収益１１億５,０４０万円のうち、給水収益は１０億９,５６４万円で前年度対比１,７９

３万円、１.６％減額、その他営業収益は５,４７５万円で前年度対比４２万円、０.８％減額と

なっている。

特別収支エ=(c)-(ｆ) －

△ 5.5△ 8,831

51,022 34,53418.9

28.5

160,334

－ － －

27.4

117,409

△ 5.5 34,455

1,168,748

1,233,788

－

△ 0.5

3.7

6.0

－

△ 2,550

64,029

1,051,339

1,220,123

△ 1.6

増減率

69,870

5.81,150,395

平成30年度

1,163,918

経常収支ウ=ア＋イ

69,728

営業外費用(e）

151,503

営業収益(a)

営業外収支イ=(b)-(e)

35,416△ 4,834

△ 0.1

営業収支ア=(a)-(d)

37,965

特別損失(ｆ)

営業収益の増減の主なものは、次のとおりである。

－

91,345

－

100,480

151,503

△ 14.4

－

《給水収益》

　給水収益はすべて使用料金収入となっている。なお、用途別使用水量及び用途別料金収入につ

いては次表のとおりで、使用水量及び料金収入は前年度と比較して減少している。用途別使用水

量を見るとすべての区分で減少となっており前年度対比８０,４６０㎥、１.３％減で、これに伴

う料金収入も前年度対比１,７９３万円、１.６％減額となっている。

当年度純利益ウ＋エ

18,705

1,068,620

増減率

1,049,915

－

令和元年度

特別利益(c)

－

営業費用(d)

営業外収益(b)

費用
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用途別使用水量・料金収入   

 

《用途別使用水量》 （単位：㎥,％）

《用途別料金収入》 （単位：千円,％）

②　営業外収益

営業外収益の増減の主なものについては、次のとおりである。

1,095,640

工 場 ・ 大 口

1,317

△ 4.4

103,066

5,150,689一 般 用

79,324

共 用

303,198

△ 1,139

△ 1,896

4,445

378,085

△ 3,783 △ 3.7

△ 8.6 △ 8,563

営 業 用

官 公 署 用

△ 48,8995,101,790

△ 7,484

754,988

△ 1.3

増減率

31,383

増減額

1,883

11.2

5.4

△ 82,568

101,749

4,004

99,283

△ 0.8

305,094

1,030,982

116,864

△ 9.0

△ 22.1

《その他営業収益》

　その他営業収益のうち、他会計負担金は前年度対比１５７万円、２３.２％の増額となってい

るが、手数料が前年度対比６８万円、２２.７％の減額、受託収益が前年度対比１３１万円、２.

９％の減額となっていることから総額で減少している。

2,389共 用

合 計

2,891

31,345

△ 6.5

8.0

△ 9.4△ 272

△ 834 109,280

△ 1.6

502

《受取利息》

　資金運用については、埼玉りそな銀行と南彩農業協同組合への定期預金の受取利息が６６万

円、前年度対比８３万円、５５.５％の減額となった。

1,113,575

21.0

82,593

2,619

108,446工 場 ・ 大 口

合 計

令和元年度
対前年度

△ 1.0

増減額

28,733

831,298

営 業 用

839,550

官 公 署 用

△ 1,170

△ 8.3

△ 4.9

△ 3.5

97,244

5,965,684

学 校 用 32,096

△ 8,251

区分

92,448

△ 80,460

一 般 用 84,562

△ 2,612

△ 4,796

△ 1,761

　営業外収益６,９７３万円のうち、受取利息が６６万円で前年度対比８３万円、５５.５％減

額、長期前受金戻入が６,０３９万円で前年度対比４８６万円、８.７％増額、雑収益が８６８万

円で前年度対比６６万円、８.２％増額となっている。

△ 17,935

△ 7,584

332,610

92,251

6,046,144

△ 27,516

33,266

5,143

平成30年度
対前年度

698 15.7

4,993

86,808

増減率 増減

△ 51,730

平成30年度

△ 0.6

△ 1.0

0.8

学 校 用 1.3

増減率増減

5,202,419

平成29年度

△ 5.3 33,107

95,371

平成29年度

392,118

△ 0.9

6,128,712△ 1.3

△ 8.3

3,226395,344

令和元年度
対前年度対前年度

増減率

区分

6.0

△ 17,259
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収益の内訳状況

（単位：千円,％）

(３) 費用

①　営業費用

32.8

令和元年度

金額
増減率

△ 827

区分

65,040

△ 18,353

雑収益

－

－

－

対前年度

　営業費用１０億４,９９１万円のうち、原水及び浄水費は４億９,３６１万円で前年度対比１６

６万円、０.３％増額、配水及び給水費は１億２,５１８万円で前年度対比２６７万円、２.１％

減額、業務費は９,３２０万円で前年度対比６０５万円、６.９％増額、総係費は６,３１２万円

で前年度対比１,２２５万円、１６.３％減額、減価償却費は２億６,８６０万円で前年度対比３

１０万円、１.２％増額、資産減耗費は６２１万円で前年度対比２６８万円、７６.２％増額と

なっている。

－

8,017

その他特別利益

長期前受金戻入

69,870

64,029

特別利益

対前年度

－

1,113,570

3,088

－ －

△ 25.2

5,841

8.7

増減額

－

－

60,390

《雑収益》

　雑収益のうち、その他雑収益は、行政財産目的外使用にかかる負担金の増加などにより、前年

度対比６６万円、８.２％増額となった。

52,445

－

増減率

5.8

増減額

△ 1.6

1,981 6,036

1,489

5.9

平成30年度

－

金額

1,095,640

《長期前受金戻入》

　長期前受金の増額により、その減価償却見合い分を収益化して計上する長期前受金戻入が６,

０３９万円で前年度対比４８６万円、８.７％増額となった。

8.0

平成29年度

69,728

8,676

受取利息

8.2

その他営業収益

営業外収益

662

給水収益

4,856 55,534

73,737

718771

4,688 59,1999.9

1,150,395営業収益

1,030,982

6.0

金額

収益 1,220,123 △ 1.1△ 13,665

△ 0.8 55,178

△ 17,930

△ 424

1,168,748

54,755

△ 1.6

1,233,788 1,163,918

△ 18,559

△ 55.5

－

82,588

658

－

107.4

－

1,104,719

7.2

　事業費用１０億６,８６２万４１円のうち、営業費用は１０億４,９９１万４,９７４円で前年

度対比１４２万円、０.１％減額、営業外費用は１,８７０万５,０６７円で前年度対比３４１万

円、１５.４％減額となっている。
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営業費用の増減の主なものについては、次のとおりである。

②　営業外費用

営業外費用の増減の主なものについては、次のとおりである。

　営業外費用１,８７１万円のうち、支払利息が１,８４４万円で前年度対比２３６万円、１１.

３％減額、雑支出が２７万円で前年度対比１０５万円、７９.８％減額となっている。

《支払利息》

　財務省及び地方公共団体金融機構から借入れを行っているが、元金償還が進み支払利息は減額

となっている。

《業務費》

　業務費のうち、委託料は８,４６９万円で前年度対比５４７万円、６.９％増額となっている。

主な要因としては、検定満期メーター交換業務委託の増加によるものである。

《総係費》

　総係費のうち、人件費総額は５,１７６万円で前年度対比１,２６１万円減額となっている。こ

れは人事異動等により職員構成及び人数が変わったことによるものである。

《原水及び浄水費》

　原水及び浄水費のうち、委託料は４,８９１万円で前年度対比２９３万円、５.７％減額となっ

ている。修繕費は６５１万円で前年度対比６３０万円、２,９５６.２％増額となっている。これ

は、前年度は浄水場施設等の大きな修繕工事がなかったが、今年度は緊急修繕を含め修繕箇所が

多かったことによるものである。動力費は３,７０９万円で前年度対比５５５万円、１３.０％減

額となっている。これは井戸水の取水量及び配水量の減少などによる電気使用量の減少による。

また、薬品費は１,１２１万円で前年度対比３４５万円、２３.５％減額となっている。

《配水及び給水費》

　配水及び給水費のうち、委託料は４,９４３万円で対前年度比１９９万円、４.２％の増額と

なっている。これは、本管管内洗浄作業業務委託の増額と、浄水場自家発電設備点検業務委託を

実施したことによるものである。

修繕費は７,４３３万円で前年度対比４７３万円、６.０％減額となっている。これは漏水等修理

工事が減少したことによるものである。

《資産減耗費》

　固定資産除却費は６２１万円で前年度対比２６８万円、７６.２％増額となっている。主な要

因としては、市道１４７２号線や、市道６６５号線の配水管などの除却によるものである。
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費用の内訳状況 （単位：千円,％）

４　財 政 状 況

平成30年度

3,097 265,499

増減率

6.9

《雑支出》

　雑支出の主なものは、過年度調定分の漏水減免による還付の支払いなどによるものである。

対前年度

総係費

493,613

1,073,454△ 4,834

3.7

491,953

△ 12,252

3,522

△ 0.1△ 1,424

2,685

1,660

127,846

減価償却費

125,177

0

雑支出

営業外費用

令和元年度

93,198

△ 15.4

76.2

原水及び浄水費

繰延勘定償却

1,068,620

支払利息 18,438

費用

増減額

－

1,321

△ 11.3

0

△ 2,356 20,794

△ 79.8

0.3

0

△ 1,054

－

－

－

268,596

特別損失

《資産》

　固定資産の有形固定資産は前年度末よりも、建物は減価償却により２,０６０万円減額、構築

物は１億１,３０６万円増額となっている。これは老朽管更新工事(市道５５号線)や、老朽管更

新（軌道敷）横断工事（市道９号線）などにより２億４,７６１万円増額したが、減価償却によ

り１億３,４５５万円減額となったためである。機械及び装置は６,４３９万円減額である。これ

は№１０配水ポンプ更新工事などの除却による２,０５８万円減額と、減価償却による４,３８１

万円減額となったことによるものである。車輌運搬具は２７３万円減額で車両の除却による１５

１万円減額と、減価償却による１２２万円で減額となったことによるものである。

　流動資産のうち、現金預金は１億６,１０３万円増額となっている。増額の主な要因は当年度

純利益の１億５,１５０万円などである。

1,049,915

18,705

23,643

その他特別損失

資産減耗費 6,207

267

－

－

金額

1.43,539

△ 2,550

5.0

35,416

3,774

1,038,0383.4

1,013,374

－

37,965

75,376

1.2 261,959

484,7437,210

17,316

71,602

87,144

873

△ 2.1

－

574△ 574

－

5.3

－

－

－

－

448

－

194.9

110,530

82,966

△ 12.0

－

24,664△ 10.3

1,574

△ 3,410 22,115

63,124 △ 16.3

増減率

業務費

営業費用

△ 2,669

6,054

区分

配水及び給水費

△ 0.5

△ 2,849

金額

平成29年度

4,178

増減額

対前年度

123.8

金額

1,051,339

1.5

1,948

15.7

皆減
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《借方》 （単位：千円,％）

皆減

0

0 457

00

0

334.9

5,270

1,821,537

1,962,452 1,741,873

87

－ 0

0.0 84

△ 5,270

12.7

457

0.0

224,972 14.1

△ 1,914

0

833

△ 1.4 139,121

1,596,565

0－

8.8

457

2,788

0

0.00

－

8.5 220,579

457

0.0

15,407△ 17.7

0

20,118

3,128

0.5

45,744

－0 0

14,729 2,172.1

7,855

3,895,942

△ 22.0 4,72766.2

694,7386.6

5,621,569

0

63,120

△ 5.9△ 20,599305,466

63,120

591,636

1.1

591,636

5,597,506

0

△ 64,393

113,0564,029,117

6,123

5,621,112

△ 8.7

326,065

23,606

190,328

増減額

7,560,415

5,597,9630.423,606

0.4

7,750,742

機械及び装置

12,681

0.0

車輌運搬具

2.5

△ 20,599

0

資産（借方）

対前年度

固定資産

2,129,174

457

令和2年
3月31日

有形固定資産

区分

建物

建設仮勘定

0

工具器具及び備品

283,698 7,276,716

平成30年
3月31日

対前年度平成31年
3月31日

3.9

増減率増減額増減率

土地

3,916,060

678

構築物

△ 2,727

676,089 740,482

2.9

591,636

△ 6.3

△ 1,732

現金預金

－

0

087

前払金

－0

0

《負債》

　固定負債のうち、企業債が７億５４９万円で前年度対比４,６１２万円、６.１％減額となって

いる。これは今年度も新規借入を行っているが、それを上回る償還を行ったことによるものであ

る。流動負債のうち、企業債が１億１,５１２万円で前年度対比７７３万円、６.３％減額となっ

ている。また、未払金が２億４,６０３万円で前年度対比２８６万円、１.２％増額となってい

る。繰延収益のうち、長期前受金が３２億３,５２９万円で前年度対比１億４,３７４万円、４.

６％増額、長期前受金収益化累計額はマイナス１８億６,１７０万円で前年度対比５,４６５万

円、３.０％減額となっている。

0 －

0

その他流動資産

前払費用

繰延勘定

開発費 0

3.2

－ 0

－

3

0

0

161,028

貯蔵品 3,710 3,621

137,207142,813 5,606 4.1

2.589

未収金

無形固定資産

166,722

0457 0.0

電話加入権

流動資産

0.0

1,982,565

5,534,8431.1

0

346,665

5,534,386

0
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《貸方》 （単位：千円,％）

－

255.8

410,654

46,200

0

資本

7,750,742

5,214,808

その他流動負債

未払金

0前受金

建設改良費等の財源に充
てるための企業債

流動負債

705,492

建設改良積立金

利益剰余金

407,298

区分

減債積立金

7,560,415

1,150,354

0

資本剰余金

剰余金

151,503

国庫補助金

1,709,155

一般会計補助金

寄附金

当年度未処分利益剰余金

0

0

1,709,155

0

3,505,653

0企業債

借入資本金

資本金

工事負担金 － 0

0

0 － 0 0 －

151,503

－

9.7

－－ 00 0

△ 740

0 －

143,736

0.0

1,387,750△ 8,831 △ 5.5

0

407,298

160,334 △ 1,227,416 △ 88.4

1,557,652

0

3,505,653

0

0.0

0 －

0

151,503 9.7

95.8

△ 743,041

0.0

160,334 16.2 990,020 484,375

407,298 0

505,646

2,300,694

－ 0

0

△ 32.3

0 0 － 00

－ 0

0

0 0

－00

0

△ 743,041

00

7.3

3,505,653 903,375

138,229

2,300,694

3.3

0

00

3,505,653

5,063,305

34.7

1,557,652 △ 32.3

138,493

△ 50,742

87,488 1,197,014

△ 98,153

160,334 4,902,971

2,953,320

△ 2.9

0 0.0 903,375

4.6

89,087

151,503 3.0

△ 54,649

2,602,277

－

－

34.7

2,602,277

1.8

△ 70.9

4.7

8,280

△ 1,756,307

40,340

0.0 0 46,200

46,2000.0

174,830

119,949

119,949

0

0

414,794

△ 3.0

△ 8.8

2,905

149

149

3,091,549

△ 1,807,048

46,200

△ 1.0 79,730

《資本》

　剰余金のうち、利益剰余金、建設改良積立金が１１億５,０３５万円で前年度対比１億６,０３

３万円、１６.２％増額となっている。当年度未処分利益剰余金が１億５,１５０万円で前年度対

比８８３万円、５.５％減額となっている。

23.8

2,373,745

0

1,284,501

1.8

68,342

8,280

資本金

負債

引当金

負債・資本合計

△ 43,853

190,328

増減額

対前年度

123,3642,497,109

46,200

751,692

企業債

固定負債

令和2年
3月31日

705,492

増減率

797,815△ 5.8

2,535,935

増減額

38,825

対前年度

△ 6.1

△ 46,123

△ 46,123

△ 46,123

増減率

283,698

5.2

平成30年
3月31日

1.6

841,668

△ 43,853

7,276,716

平成31年
3月31日

2.5

795,468

△ 5.2

0.046,200

0.0

795,468

△ 5.5

△ 43,853△ 6.1

335,063

2.4

751,615

企業債

122,853

122,853

建設改良費等の財源に充
てるための企業債

修繕引当金

2.4

△ 5.5

3,235,285

41,814

7,689 △ 8.8

246,029 2,857

6.9

－

7,689

1.2

長期前受金収益化累計額 △ 1,861,697

1,373,588

長期前受金

8,429

3.7

繰延収益

賞与等引当金

1,474

8,429

引当金 △ 740

0

115,123

△ 4,139

△ 6.3

△ 6.3

115,123

751,615

0

3.9

0

243,171

△ 7,731

2,905△ 7,731
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５　キャッシュ・フローの状況（間接法）

（単位：千円,％）

数値（＋）：

数値（△）：

数値（＋）：

数値（△）：

数値（＋）：

数値（△）：借入金の返済などが進んでいる。

継続的にマイナスの場合、資金不足を起こす可能性が高くなる。

将来の水道事業運営のため、利益獲得に必要な投資又は回収を行ったか。

業務活動や投資活動を行うため、どの程度の資金又は返済を行っているか

2 投資活動による
  キャッシュ・フロー

資産を得るための収入が少ない状態となっている。

積極的な設備投資などを行っている。

3 財務活動による
  キャッシュ・フロー

積極的に借入を増やしている。

1 業務活動による
  キャッシュ・フロー

本来の業務活動からどのくらい資金を得ているか。

資金期末残高

前払金の増減額 0 △ 5,270 皆減 △ 5,270

161,028 △ 63,944

10,540

資金増加額（又は減少額）

資金期首残高

40,898 △ 21.6 △ 189,089

△ 200.0

45.8 △ 129,710△ 59,3792 投資活動によるキャッシュ・フロー △ 148,191

0

123,040 120.7 101,932

1,596,565

△ 120,6203 財務活動によるキャッシュ・フロー

△ 28.4 224,972

1,821,537

－

224,972 14.1 1,596,565 101,932

79,671

－ 0 0資金に係る換算差額

△ 66.1

0 0

建設改良等の財源に充てるため
の企業債の償還による支出

△ 122,853 △ 2,905 2.4

△ 53,853 △ 12,905 31.5 △ 40,949

426.7 15,000
建設改良等の財源に充てるため
の企業債による収入

69,000 △ 10,000 △ 12.7 79,000

△ 119,949 15,671 △ 11.6 △ 135,620

64,000

132.4 61,532工事負担金等による収入 149,477 6,456 4.5 143,021 81,490

有形固定資産の取得による支出 △ 297,668 34,442 △ 10.4 △ 332,110 △ 140,869 73.7 △ 191,241

小計

区分

当年度純利益

減価償却費

開発償却費

賞与引当金の増減額

貸倒引当金の増減額

長期前受金戻入額

受取利息及び受取配当金

支払利息

固定資産除却損

未収金等の増減額

未払金等の増減額

たな卸資産の増減額

利息及び配当金の受取額

利息の支払額

363,072 △ 91,937

6.8 1,494,634

29.2 352,261

1,982,565 161,028 8.8 1,821,537 224,972 14.1

1 業務活動によるキャッシュ・フロー

68.0 51

△ 18,438 2,356 △ 11.3 △ 20,794

166 80 93.0 35

△ 20.2 455,009 102,748

2,849 △ 12.0 △ 23,643

△ 19.8 475,717 99,865 26.6

86

375,852

3,591

575.6 △ 413

34,725

△ 12.0 23,643

△ 89 2,700 △ 96.8 △ 2,788 △ 2,376

381,343 △ 94,374

5,270

△ 73,286 △ 95.3 76,876 42,152 121.4

△ 7,602 △ 252.2 3,014 16,660 △ 122.1 △ 13,646

6,207 2,915 88.5 3,292 1,718 109.1

△ 4,588

1,574

△ 60,390

18,438 △ 2,356 △ 11.3 20,794 △ 2,849

△ 662 827 △ 55.5 △ 1,489

△ 4,856

△ 771 107.4

△ 3,088

44.7 103

△ 112

5.9 △ 52,445

△ 522 △ 822 △ 273.9 300 412 △ 367.5

8.7 △ 55,534

574

268,596

△ 740 △ 889 △ 596.6 149 46

0 0 － 0 △ 574 皆減

3,097 1.2 265,499 3,539

125,879

1.4 261,959

△ 718

151,503 △ 8,831 △ 5.5 160,334 34,455 27.4

令和元年度
対前年度

平成30年度
対前年度

平成29年度
増減額 増減率 増減額 増減率

本来の業務活動で資金を生み出す力がある。
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６　企 業 債 状 況

（単位：円）

上記は元金のみの数値であり、未償還利子を含めた残高は次のとおりです。

（単位：円）

◇水道事業債（元金）事業区分別現在高の推移

７　経 営 指 標

　

各算式に用いた用語は次のとおりである。

指標計算上の営業収益＝営業収益－受託工事収益

指標計算上の営業費用＝営業費用－受託工事費用

自己資本＝資本金＋剰余金＋繰延収益

総資産＝資本＋負債

営 業 収 支 比 率

自 己 資 本 構 成 比 率

流 動 比 率
流動資産

× 100

総資産

令和元年度

109.6100

△ 46.8
流動負債

算　式 増減額

1.0 84.0 0.2

473.1

83.8

×

518.5 45.4 519.9

85.0

平成29年度

△ 1.6 111.2 2.2 109.0

増減額 平成30年度項　目

自己資本
× 100

営業収益

営業費用

本年度末未償還残高

874,468,156 69,000,000 122,853,391 820,614,765

本年度末未償還元金 本年度末未償還利子 元利合計残高

820,614,765 74,763,411 895,378,176

前年度末残高 本年度借入高 本年度償還高

0

10

20

22 23 24 25 26 27 28 29 30 元 

億円 

年度末 
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８ むすび 

 

審査の結果については、69 頁に記載したとおりであるが、審査の結果を踏まえ、次のとおり

提言要望し、水道事業会計決算審査及び行政監査のむすびとする。 

 

 

１ 提言要望事項 

 

 

（１）「持続可能な事業運営」の実現について 

    営業収益は 11億 5,039 万 5,047 円に対し、営業費用は 10 億 4,991 万 4,974 円となって

おり、営業利益は 1億 48 万 73 円である。これに営業外利益 5,102 万 2,456 円を加えた当

年度純利益は 1億 5,150 万 2,529 円となっている。営業活動による採算性を表す営業収支

比率は 109.6％となり、前年度（111.2%）に比べ 1.6 ポイント低下しているが、100％を

上回っており収支は比較的良好といえる。 

長期健全性を示す自己資本構成比率は 85％で前年度に比べ 1 ポイント上昇しており、

自立性が高い財政状態であるといえる。短期債務に対する支払能力を示す流動比率は

518.5%で前年度に比べ 45.4 ポイント上昇しており、安全とされる水準となっている。な

お、令和元年度末の企業債残高は、8億 2,061 万 4,765 円で前年度末より 5,385 万 3,391

円減少し、未償還企業債の残高は年々減少している。 

平成 28 年改定の「蓮田市水道事業基本計画」の基本理念である「将来にわたり快適で

清潔な生活を支える、安全で安心できる水の安定供給」の実現のために引き続き経済的、

効率的かつ効果的に健全な経営を推進することを望むものである。 

 

（２）「強靭な水道」の実現について 

①重要管路更新事業について 

主要事業として、平成 30 年度から行ってきた重要管路更新事業である市道 55 号線老

朽管更新工事が実施された。しかしながら、蓮田市第 5次総合振興計画の成果指標「重要

管路累計更新比率」が、令和 9 年度の目標値 26.6%、令和 4 年度の中間目標値 13.9%と設

定されているが、令和元年度現在で 3.9%にとどまっている。 

水道事業会計の経営成績及び財政状況の分析では経営の健全性は保たれていると認め

られており、また今年度の利益剰余金の合計は、17 億 915 万 4,828 円、うち建設改良積

立金は 11 億 5,035 万 4,461 円で、前年度対比１億 6,033 万 3,973 円の増額となっている

状況である。 

     以上のことから建設改良積立金などを有効に活用して、今後計画的に老朽管更新工事

を実施し、「重要管路累計更新比率」が目標値に到達できるように推進されたい。 
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②有収率のさらなる改善について 

供給した配水量に対する料金収入の対象となった水量の割合を示す有収率は 86.2％で

あり、平成 30 年度 84.1％より 2.1 ポイント上昇となった。平成 30 年度以前の 3 年間の

有収率は平成 27年度 91.4%、平成 28年度 87.1%、平成 29 年度 86.1%となっており、平成

28 年度から 3年連続で低下していたが、令和元年度は上昇に転じた。 

有収率の向上は、料金収入とならない水道水を減らすという経営面だけでなく、限り

ある水資源を無駄なく利用するという観点からも大切なことである。毎年度行っている漏

水調査・修繕だけでなく、管路の老朽化が進むと有収率の低下につながることから今後も

漏水のもとになる老朽管更新工事などを計画的に実施し、有収率の向上に向けて引き続き

積極的に取り組まれたい。 
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下　水　道　事　業　会　計
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１　概 要

下水道事業

使 用 料 単 価 円 114.4 － －

事　　項 令和元年度 平成30年度

92.893.1

排 水 区 域 内 人 口

水 洗 化 戸 数

水 洗 化 人 口

水 洗 化 率

行 政 区 域 内 人 口

18,682

45,419

単位

戸

㎥/月 376,763

㎥/日

人

5,367,503

61,616

人

㎥

　下水道事業は、全体計画区域約１,６１６haのうち、約８１５haについて、事業認可を取得し

整備を進めており、本年度の整備率は約９５％となっている。

　水洗化戸数は１８,６８２戸で前年度に比べ３１５戸増加となっている。水洗化人口は、４

２，２８９人で、前年度に比べ１８１人増加となっている。水洗化率は、９３.１％で前年度対

比で０.３ポイント増加している。

  また、年間有収水量は、４,５２１,１６３㎥で前年度に比べ１８,９５４㎥減少している。

  有収率は８４.２％となり前年度対比で７.５ポイント低下している。

　農業集落排水事業は、４処理区について供用開始し、水洗化戸数は１,０６３戸で前年度に比

べ４戸増加となっている。水洗化人口は、３，１７０人で、前年度に比べ４９人減少となってい

る。水洗化率は、８４.６％で前年度対比で０.１ポイント減少している。

△ 0.3

－

378,343

45,329

△ 20161,817

90 0.2

42,108

△ 0.4

18,367 315

増減率(％)

△ 7.5 －

増減

△ 18,954

－

△ 0.4

1.7

84.2

4,540,117

△ 1,580

416,932

年 間

１ か 月 平 均

0.4

％

人 42,289

0.3

181

汚 水 処 理 量 ㎥

有
収
水
量

8.4

4,521,163

12,352 △ 52 △ 0.4

4,950,571

１ 日 平 均

91.7

12,404

有 収 率 ％

　主要事業は、下水道事業では東埼玉病院敷地内の新設道路や、蓮田駅東口黒浜線の一部の汚水

管を布設、蓮田サービスエリア（上り線）に公共下水道を接続した。

　農業集落排水事業では、上平野、高虫、駒崎・井沼、根金・貝塚の４処理区について、農林水

産省の交付金を活用し最適整備構想を策定した。

　令和元年度から、下水道事業及び農業集落排水事業については、地方公営企業法の規定を全部

適用した下水道事業会計となった。
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農業集落排水事業

農業集落排水事業（処理区ごとの内訳）

2　予 算 の 執 行 状 況

(1)収益的収入及び収益的支出（消費税込み）

①　収益的収入

使用料の状況 （単位：千円,％）

収納率

82.6

96.7

84.7

464,387

0計

現年度

計

95,015

区分

4,165 1,166滞納繰越分

52,654

3,799

0 624

0 0

還付未済額

処理区 供用開始日
整備計画

滞納繰越分 98,213

660,495

事業

戸 1,063 41,059

△ 1.4

△ 1.5

△ 52

562,282

△ 0.1 ―

△ 49

0.4

水洗化戸数 水洗化率(%)

人数

48,489

97,895

84.6

3,747

100,469

調定額 不納欠損額収入額

559,402 624

未収入額

2,574

高虫 平成10年4月

0

人数戸数 人数戸数

上平野 平成9年4月 1,260298 268

処理区域内人口

駒崎・井沼 平成14年10月 1,870455 1,215406

戸数 人数戸数

304 915

80.9655

859

1,250313 758293

行 政 区 域 内 人 口

5,5901,370

根金・貝塚 平成20年4月 1,210

計 －

人

処 理 区 域 内 人 口

613

3,219

1,063

88.1

△ 1

3,7471,319

1,070341

84.680.6

67.065.1

256

237

96.995.5

人

令和元年度

㎥

△ 201 △ 0.3

人

61,616 61,817

増減率(％)

0.0

28.0

現年度

229

0

1,945

3,170

84.0

828

86.4

25,272 25,272

％

年 間

水 洗 化 率

303,267

84.7

46,544 0 0

事　　項 単位

3,170

１ 日 平 均

㎥/月

828

832

　下水道事業収益は、予算現額１１億３,０７３万１,０００円に対し決算額は１１億２,５２３

万２,８２０円であり、予算現額に対し５５０万円少ない収入で執行率は９９.５％である。これ

は営業収益の下水道使用料が見込額を下回ったことが主な要因である。

　農業集落排水事業収益は、予算現額１億８,４３８万６,０００円に対し決算額は１億８,６７

８万８,０４１円であり、予算現額に対し２４０万円多い収入で執行率は１０１.３％である。こ

れは営業収益の農業集落排水使用料が見込額を上回ったことが主な要因である。

１ か 月 平 均

有
収
水
量

303,268 0.0

0

352

0.0

96.0

81 4,863

81 2,918

90.647,710 0

水 洗 化 人 口

㎥/日

水 洗 化 戸 数

平成30年度 増減

農 業 集 落 排 水
使 用 料

下 水 道 使 用 料
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②　収益的支出

各科目の予算の執行状況 （単位：千円）

営業収益

収益的支出(ｂ)

営業外費用 147,908

予備費(3条)

46,134

1,000

　下水道事業費用は、予算現額１０億８,８５９万９,０００円に対し決算額は１０億５,３４２

万５，８６３円であり、執行率は９６.８％で不用額は３,０６６万３,１３７円となっている。

　営業費用のうち、不用額の主な要因としては、負担金の流域下水道維持管理費が見込みより少

なかったこと、また、営業外費用では、消費税及び地方消費税が見込みよりも少なかったことに

よるものである。

　農業集落排水事業費用は、予算現額１億７,３４６万４,０００円に対し決算額は１億６,４９

２万７，３９６円であり、執行率は９５.１％で不用額は８５３万６,６０４円となっている。

　営業費用のうち、不用額の主な要因としては、処理場費の動力費などが見込みより少なかった

こと、また、営業外費用では、消費税及び地方消費税が見込みよりも少なかったことによるもの

である。

Ａ

区分
予算現額 決算額

1,125,233

特別損失

0.0

特別損失 1,822

収支差引額(a)-(b) 53,054

5000 0

収益的収入(a)

－

－

25,333

－

5,097

下水道事業費用

138,252

営業外費用

予備費(3条) 500

－

84.4

615,592

1,315,117

509,554

1,130,731

0

0

93,668

138,299

0

－ － －

100.0

145,809

44,839

3,867

1,088,599

48,489

1,053,426 4,510

備考
内、仮受(仮払)
消費税及び地方
消費税％

1,312,021 － △ 3,096

99.5

翌年度

下水道事業収益

農業集落排水事業収益 184,386

621,177

－

1,262,063

4,510

44,839

48,706

2,402

509,641 － 87

99.8

△ 5,498

－－

186,788

農業集落排水事業費用 173,464

営業外収益

営業外収益

特別利益

0

営業費用 934,594

99.1

B/A

－

△ 5,585

101.3

営業費用

予算現額に対する
増減：(a)=B-A又
は不用額:(b)=A-
B-C

105.1

執行率

繰越額

3,867

営業収益

特別利益

Ｂ Ｃ

－

－

47 100.0

2,355

0

－ － － －

25,53730,663 96.8

1,218,353 4,510 39,200 96.5 29,254

911,971 18,113 97.6 25,537

3,748

137,707 0 10,201 93.1 0

1,349 73.5 0

0

1,270 0 552 69.7 0

21,374 0 3,959

95.1 3,717

142,283 0

0

97.6 3,717

1,000 0.0 0

0 8,537

3,526

164,927

90



(２) 資本的収入及び資本的支出（消費税込み）

①　資本的収入

受益者負担金の状況 （単位：千円,％）

②　資本的支出

区分 調定額

290 0

収入額

6,682

計 7,075

現年度

　下水道事業資本的収入は、予算現額６億６,４１９万６,０００円に対し決算額は５億７,９８

８万６,２００円であり、執行率は８７.３％で８,４３０万９,８００円少ない収入となってい

る。これは企業債のうち、３，４４０万円の特定環境保全公共下水道事業債の借入れが令和２年

度になったことなどが主な要因である。

　農業集落排水事業資本的収入は、予算現額６,９１２万２,０００円に対し決算額は６,９１２

万２,０００円であり、執行率は１００.０％となっている。

40.6

133

　下水道事業資本的支出は、予算現額８億１,４９２万２,０００円に対し決算額は７億６,２７

３万９５８円であり、執行率は９３.６％で不用額は５,２１９万１,０４２円となっている。不

用額の主な要因としては、管渠建設改良費の管渠工事において不測の事態に対応するため補正予

算で減額を行わなかったことなどによるものである。

　農業集落排水事業資本的支出は、予算現額９,８５９万８,０００円に対し決算額は９,７８３

万５,５８７円であり、執行率は９９.２％で不用額は７６万２,４１３円となっている。不用額

の主な要因としては、人件費の時間外手当が見込みより下回ったためである。

　なお、決算書に記載されているとおり、資本的収入額が資本的支出額に対して不足する額２億

１,１５５万８,３４５円は、当年度分消費税及び地方消費税に係る資本的収支調整額１,５９４

万２,５０５円、引継金１億５,２３５万２,９２１円、当年度分損益勘定留保資金４,３２６万

２,９１９円で補てんされている。

下 水 道 受 益 者
負 担 金

211

0

88

収納率還付未済額 不納欠損額 未収入額

2996,643

0 133

6,594 0

66.2

98.7

12.5

0

93.9

滞納繰越分 393 49

現年度 438 0

249

一括納付

分割納付

189

0

189 0 0 0

0 148

計 608 386 0

96

農 業 集 落 排 水
受 益 者 分 担 金

222

56.5

148

事業

0滞納繰越分 170 74

100.0

63.5

0

0

101
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各科目の予算の執行状況 （単位：千円）

0

0

企業債償還金

建設改良費

△ 211,559△ 180,202

18,643

79,95579,955

他会計補助金

－

6,000 6,000

438

－69,122

他会計補助金

6,392

下水道事業資本的収入

企業債

100.0

農業集落排水事業資本的支出

913,520

754

98,598 97,836 0

Ａ

－

814,922

0

52,191

860,567

0

52,953

執行率

88.5733,318 △ 84,310

予算現額に対する
増減：(a)=B-A又
は不用額:(b)=A-
B-C

649,008

104.5

87.3

0

0

△ 84,600 75.4

290

0

資本的収入(a)

282,529

予算現額
翌年度

030,675

－

100.0

備考
内、仮受(仮払)
消費税及び地方
消費税

－

Ｂ

99.2

76.4

762

762

95.9

0

100.0

94.2

0

754

100.0

0

13,969

1

0

13,215

0

100.0

13,215

0

100.0 00 0

建設改良費 52,190

資本的支出(b)

国庫補助金

93.6

438 100.0

0

負担金等 0

企業債償還金

762,731

169,255

下水道事業資本的支出 0

593,477 593,476

30,675

344,600 260,000

％

0

－62,684

負担金等

農業集落排水事業資本的収入

他会計負担金

決算額

100.0

579,886

－ 0

664,196

0

B/A

Ｃ

繰越額

62,684

6,682

282,529

17,881 0

69,122

－

－

0

221,445

収支差引額(a)-(b)

区分

－ △ 84,310
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３ 　経 営 状 況

(１) 当年度純利益

経営状況 （単位：千円,％）

－

－

特別収支エ=(c)-(ｆ) －

－93,522

△ 5,017

当年度純利益ウ＋エ

1,270

△ 409,625

19,911

5,017

508,165

98,540

－ －

－ －

－ －

－－

営業費用(d)

農業集落排水事業

経常収支ウ=ア＋イ

営業外費用(e）

農業集落排水事業

営業外収支イ=(b)-(e)

特別損失(ｆ)

下水道事業

下水道事業

下水道事業

営業収支ア=(a)-(d)

－

3,748 －

－－

－

－ －

－

－－

－

－ －－

－ －

－

－

－

－－

－

－ －

－

－

－

－ － －

－

119,864

－ －

－

－

－

－

－

－

－

－

－ －

－－

－

－

－

－

－

－

－ －

－

－

－

－

農業集落排水事業

－

139,775

－

－

－

886,434

138,567

－－

下水道事業

1,169,793

－

－

－

－

特別利益(c)

509,641 －

－農業集落排水事業 －

－

－647,940

138,299

－

－

営業外収益(b)

令和元年度

営業収益(a)

区分

収益

－ － －

－－

下水道事業

農業集落排水事業

－

－

－570,753

－

－

615,375 －

対前年度対前年度

－

費用

0

－

1,025,000

－

－

－

－

－

平成30年度

－

－

－

44,622 － －

－

－

－

－ －

－

－

－

－

－ －

－ －

－ －

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

平成29年度
増減率

－

－

増減額

　当年度純利益は９,３５２万２,１８０円となっている。

　このうち、事業収益は１２億６,３３１万５,２７６円、事業費用は１１億６,９７９万３,０９

６円となっている。

　収支の内訳を見ると、営業収支は４億９６２万５,１６４円の損失であり、営業外収支は５億

８１６万４,７６４円の利益で、経常収支は９,８５３万９,６００円の利益となっている。特別

損失があるため特別収支は５０１万７,４２０円の損失となっている。

　なお、剰余金処分計算書（案）のとおり、減債積立金へ１，３５２万２，１８０円、建設改良

積立金へ８，０００万円を議会の議決を経て積み立てる予定となっている。

－1,263,315

－

増減率 増減額
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(２) 収益

①　営業収益

②　営業外収益

営業外収益の主なものについては、次のとおりである。

営業収益の主なものは、次のとおりである。

《雑収益》

　延滞金等の雑収益で、下水道事業が９万円、農業集落排水事業が１７万円となっている。

《下水道・農業集落排水使用料》

　使用料金収入で、下水道事業使用料が５億１,７４４万円、農業集落排水事業使用料が４,４６

２万円となっている。

　事業収益１２億６,３３１万５,２７６円のうち、営業収益は６億１,５３７万５,２８５円と

なっている。

　営業収益６億１,５３８万円のうち、下水道・農業集落排水使用料は５億６,２０７万円、雨水

処理負担金は５,３１６万円、その他営業収益は１５万円となっている。

《他会計負担金》

　総務省で定める繰出基準に準じた一般会計でも負担すべき経費に対する負担金で、下水道事業

が７,３８１万円、農業集落排水事業が７,５２８万円となっている。

《長期前受金戻入》

　下水道事業が２億６,１９１万円、農業集落排水事業が５,５８１万円となっている。

《他会計補助金》

　収益的収支で損失を出さないようにするための一般会計からの補助金で、下水道事業が１億

７,３８３万円、農業集落排水事業が７０４万円となっている。

　営業外収益６億４,７９４万円のうち、他会計負担金が１億４,９０９万円、他会計補助金が１

億８,０８７万円、長期前受金戻入が３億１,７７２万円、雑収益が２６万円となっている。

《雨水処理負担金》

　下水道事業における、雨水処理に要する経費に対する一般会計からの負担金で、５,３１６万

円となっている。
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収益の内訳状況 （単位：千円,％）

（３） 費用

①　営業費用

－

75,275

－

－

対前年度

－

使用料

－

平成29年度

615,375

－

－

－

－

－

－

増減率

令和元年度

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－ －

－

営業収益

－

－

－

－

－ －

－

－

－

－

－

－

53,156

－

－

－

－ －

－

－

－

－

53,156

－

－

－

－

農業集落排水事業

収益

562,065

517,443

－

下水道事業

－

1,263,315 －－

増減額

－

－－

－

－下水道事業

－

－

－

－

－

261,911

1

－

－

－－

5

4

180,869

－

－

－－

下水道事業 154 －

－

－ －

－

－

－

－ －

その他営業収益 154 － － －

農業集落排水事業

647,940

－ －

－

－

－

－

－

－

－

－

－

317,724 － － － －

－

－

7,041

－

－－ － －

－

－－

－ －

－

－

－－

特別利益 －

－雨水処理負担金

下水道事業 73,812

－

－

－

－

受取利息

営業外収益

149,087 －

区分

－44,622

－ －

－

－

－

金額

－

－

下水道事業

－

下水道事業

他会計補助金

－ －

他会計負担金

下水道事業 86

農業集落排水事業

農業集落排水事業 －

173,828

長期前受金戻入

雑収益 255 －

55,813

－

－ － －

－

－

－

－

－

－－ －

－

－

－ －

農業集落排水事業

下水道事業 － －

－

－

－

農業集落排水事業 170

　営業費用１０億２,５００万のうち、管渠費は２,９８３万円、ポンプ場費は２０７万円、処理

場費は２,９５２万円、流域下水道維持管理費は１億９,６９３万円、普及促進費は１万円、業務

費は４,４３７万円、総係費は７,１５５万円、減価償却費は６億５,０７１万円となっている。

　事業費用１１億６,９７９万３,０９６円のうち、営業費用は１０億２,５００万４４９円、営

業外費用は１億３,９７７万５,２２７円、特別損失は５０１万７,４２０円となっている。

－

金額
増減額 増減率

平成30年度

金額
対前年度
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営業費用の主なものについては、次のとおりである。

②　営業外費用

営業外費用の主なものについては、次のとおりである。

《総係費》

　事業活動の全般に関連する費用で、下水道事業が５,８９８万円、農業集落排水事業が１,２５

７万円となっている。

《ポンプ場費》

　下水道事業のポンプ場施設維持管理に要する費用で、２０７万円となっている。

《特別損失》

　公営企業会計に移行した初年度のため、前年度に引き当てることができなかった令和元年度の

６月賞与分と不納欠損分の経費で、下水道事業が３７５万円、農業集落排水事業が、１２７万円

となっている。

《雑支出》

　雑支出の主なものは、過年度調定分の漏水減免による還付の支払いなどで,下水道事業が１０

３万円、農業集落排水事業が、１８万円となっている。

《支払利息》

　財務省、地方公共団体金融機構、市中銀行等から借入れをした利息として下水道事業が１億

１，８８３万円、農業集落排水事業が、１，９７４万円となっている。

　営業外費用１億３，９７８万円のうち、支払利息が１億３，８５７万円、雑支出が１２０万円

となっている。

《業務費》

　使用料の賦課徴収事務等に要する費用で、下水道事業が４,４０９万円、農業集落排水事業が

２８万円となっている。

《流域下水道維持管理費》

　下水道事業の埼玉県中川下水処理場施設の維持管理に要する負担金で、１億９，６９３万円と

なっている。

《処理場費》

　農業集落排水事業の処理施設維持管理に要する費用で、２，９５２万円となっている。

《管渠費》

　管渠等排水施設の維持管理に要する費用で、下水道事業が２，１７３万円、農業集落排水事業

が８１１万円となっている。
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費用の内訳状況 （単位：千円,％）

－

－

－ － －

－ －

－

－ － － －

－

－

－

650,708

1,205 －

－

－

－

－ －

－

－

－ －

費用

－

対前年度

－

－

対前年度

－

平成29年度平成30年度

下水道事業 21,726

金額

－

－

1,169,793

－

－営業費用 －

29,831管渠費

特別損失

令和元年度

－

増減率

1,025,000

－

－

減価償却費

農業集落排水事業 88,089

－

下水道事業

－ －

9

－

－

－

－

－

下水道事業

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－ －

－

－

－ －

－

－

－－

－

－－

－

－

－

－

－

－

－

増減率増減額
金額

－

金額
増減額

－

－

－

農業集落排水事業 29,520

44,374

－

－

44,093

－

196,930

－

－

－

－

71,555

9

58,985

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－ － －－ －

－ －－下水道事業 562,619

－

－

－

－ －

－ －

－

農業集落排水事業 12,570 － －

281

下水道事業

－

－

－

－

－

－

－ －

－

－

－ －

138,571

－ －

－

－

－ －

－

－

営業外費用 139,775 － － － －－

－ －

下水道事業 118,835 － － － －

－

－ － － －

－ － －－

－

－

－ － －

－

－

－

－

農業集落排水事業 176 － － －

－ －

－

5,017

－5,017

－ －

－

－

－－

下水道事業

1,270 － － －

3,748 －

1,029

－－その他特別損失

－ － －下水道事業

区分

－

－

農業集落排水事業 19,736

－

普及促進費

29,520

農業集落排水事業 8,105

2,073ポンプ場費

流域下水道維持管理費

処理場費

業務費

下水道事業

2,073

196,930

下水道事業

雑支出

－

－ －

－

総係費

支払利息

農業集落排水事業

農業集落排水事業
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(４)　財 政 状 況

《借方》 （単位：千円,％）

－

－

－

－

－－

－

－－

－

－

－

－

－

－

－

－ －

－

－

－

－

0

未収金

－418,068 －

－

－－ －

－

－

－

－

－

－ －

－

－－ －

－

－

－

－

－ －－

－－

－

－

－－

－

－

－

－

－

－

－

－－122,066 －

－ －

区分

資産（借方）

《資産》

　固定資産の有形固定資産１７６億４,０４１万円のうち、土地は１億７,５７１万円、建物は１

億２，２０７万円で、主なものは下水道事業の西新宿汚水中継ポンプ場や、農業集落排水事業の

農場集落排水処理施設の処理場などである。構築物は１７２億３，５５１万円で管渠及びマン

ホールポンプ設備である。機械及び装置は１億６８３万円、工具器具は２９万円となっている。

流動資産５億２,３１２万円のうち、現金預金は４億１,８０７万円、未収金は１億５０５万円と

なっている。

増減額

－－

－

－

土地

106,831

建物

建設仮勘定

－

－－

－

17,235,511

有形固定資産

固定資産

175,706

0 －

工具器具及び備品

－構築物

－

－機械及び装置

0

－

－ －

－

令和2年
3月31日 増減額

－

－

－

－

18,632,955

523,117

3,036

増減率

－

－

－

－

－

無形固定資産

－

－992,545

平成31年
3月31日

－

－

平成30年
3月31日

対前年度

－

増減率

車輌運搬具

295

－

前払費用

現金預金

－

－0

－

－ －

《負債》

　固定負債は、企業債が６５億２,８６３万円となっている。流動負債８億２,５３９万円のう

ち、主なものは企業債が６億６,９７６万円で、未払金が１億３,９７０万円となっている。繰延

収益のうち、長期前受金が１８２億１,５５３万円で長期前受金収益化累計額はマイナス８１億

８,８４９万円となっている。

前払金 0

その他流動資産

－

－

－

流動資産

－

－

－105,048 － －

電話加入権

－

－施設利用権 989,509 － －

－17,640,409

19,156,071

対前年度

－
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《貸方》 （単位：千円）

未払金

企業債

資本金

区分

資本金

6,185

長期前受金収益化累計額

6,528,625

資本

19,156,071

1,775,027

－

－

93,522

受贈財産評価額

246,122

一般会計補助金

寄附金

当年度未処分利益剰余金

21,859

県補助金

－－

－

1,528,905

－

－ －

－

－

－

剰余金

利益剰余金

0

93,522

21,231

資本剰余金

負担金等

－ －

－

－

－

－

－ －

－ －

－ －

－－

1,528,905

－

－ －

7,615

152,600 －

－ －

－

－

－ －

－

－

－－

－－ －

－

－

－

－

－ －

－ － －

－

－

－

－

－

－

－

－－

－

－

－ －

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－ －

－

－

－

－

－

－ －

令和2年
3月31日

6,528,625

－

6,528,625

－

－

0

－

－

　《資本》

　資本金が１５億２，８９０万円、剰余金のうち、資本剰余金が１億５,２６０万円、利益剰余

金のうち、当年度未処分利益剰余金が９,３５２万円となっている。

－

対前年度

負債

負債・資本合計 － －

対前年度

－

－

－

－

－

増減額

－

－

－

増減率 増減額

－ －

－

平成30年
3月31日

－

－

－

－

平成31年
3月31日

－

－

－

増減率

引当金

18,215,528

9,737

6,185

固定負債

17,381,044

その他流動負債

前受金

建設改良費等の財源に充て
るための企業債

流動負債

長期前受金

－

繰延収益

賞与等引当金

－

－ －

－－

－

－

－

669,763

－

－ －

139,702 － －

－

△ 8,188,495

10,027,033

－

－

－

－

－

－

－－

－

－

－ －

－ －

－

－

－

企業債 －

建設改良費等の財源に充て
るための企業債

825,386

669,763

－

－

－

－－

－

－

－

－

－

19,437

－－

－

－

82,457 － － －国庫補助金 －

－

－

－

－

－

－

－

－ －
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５　キャッシュ・フローの状況（間接法）

（単位：千円,％）

数値（＋）：

数値（△）：

数値（＋）：

数値（△）：

数値（＋）：

数値（△）：

－ －

－ －－

－

－－

－ －

資金期末残高 418,068 －

－ － －

－

140,833 －

－

資金期首残高 －

277,235 － －－ － － －

－

－

△ 413,431 － － －

△ 673,431 － － － －

－－

－ － －

260,000 － － －

202,065 － － －

－

7,120 － － － －

－ － －

－ －

△ 95,283 － － －

－

△ 138,571 － － －

－

－

－ － －

－ －

627,167 － － － － －－

－

－ － －

8,475 － － － － －

－ － － － －－

－－

49,542 － － －

△ 3,105

138,571 － － －

－ － －－

－ － －

－ － －

△ 5 － － －

△ 317,724 － －

997 － － －

－ － －6,185 － － －

650,708 － － － －

－ － －

－ －

増減額 増減率 増減額 増減率

対前年度
平成29年度

93,522 － － －

－

－

令和元年度
対前年度

平成30年度

国庫補助金等による収入 6,000 － － － －

一般会計又は他の特別会計から
の繰入金による収入

362,111 －

－ －

－

－ － －

－

１　業務活動によるキャッシュ・フロー

利息の支払額

利息及び配当金の受取額 5 － －

488,601 － －

－

無形固定資産の取得による支出 △ 77,883 － － － －

有形固定資産の取得による支出

資金増加額（又は減少額）

3 財務活動によるキャッシュ・フロー

建設改良等の財源に充てるため
の企業債による収入

2 投資活動によるキャッシュ・フロー

受益者負担金等による収入

建設改良等の財源に充てるため
の企業債の償還による支出

小計

その他流動負債の増減額

未払金等の増減額

未収金等の増減額

支払利息

受取利息及び受取配当金

長期前受金戻入額

貸倒引当金の増減額

減価償却費

当年度純利益

区分

賞与引当金の増減額

資産を得るための収入が少ない状態となっている。

積極的な設備投資などを行っている。

3 財務活動による
  キャッシュ・フロー

業務活動や投資活動を行うため、どの程度の資金又は返済を行っているか。

積極的に借入を増やしている。

借入金の返済などが進んでいる。

1 業務活動による
  キャッシュ・フロー

本来の業務活動からどのくらい資金を得ているか。

本来の業務活動で資金を生み出す力がある。

継続的にマイナスの場合、資金不足を起こす可能性が高くなる。

2 投資活動による
  キャッシュ・フロー

将来の下水道事業運営のため、利益獲得に必要な投資又は回収を行ったか。
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６　企 業 債 状 況

（単位：円）

上記は元金のみの数値であり、未償還利子を含めた残高は次のとおりです。

（単位：円）

◇下水道事業債（元金）事業区分別現在高の推移

７　経 営 指 標

　

各算式に用いた用語は次のとおりである。

指標計算上の営業収益＝営業収益－受託工事収益

指標計算上の営業費用＝営業費用－受託工事費用

自己資本＝資本金＋剰余金＋繰延収益

総資産＝資本＋負債

下水道事業債

前年度末残高 本年度借入高 本年度償還高 本年度末未償還残高

6,439,957,067

本年度末未償還利子 元利合計残高

6,773,433,305 260,000,000 593,476,238 6,439,957,067

7,116,052,497

本年度末未償還元金

7,198,388,021

676,095,430

770,814,455 7,969,202,476

農業集落排水事業債 838,385,942 0 79,954,988

94,719,025 853,149,979

下水道事業債

農業集落排水事業債

合計

758,430,954

7,198,388,021

758,430,954

合計 7,611,819,247 260,000,000 673,431,226

項　目 算　式 令和元年度 増減額 平成30年度 増減額 平成29年度

営 業 収 支 比 率
営業収益

× 100 60.0 － － － －
営業費用

流 動 比 率
流動資産

× 100 63.4 － － － －
流動負債

自己資本
× 100 61.6

総資産
自 己 資 本 構 成 比 率 － － － －
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公共下水道事業 
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８ むすび 

 

審査の結果については、69 頁に記載したとおりであるが、審査の結果を踏まえ、次のとおり

提言要望し、下水道事業会計決算審査及び行政監査のむすびとする。 

 

 

１ 提言要望事項 

 

 

（１）経営健全化について 

    営業収益は 6 億 1,537 万 5,285 円に対し、営業費用は 10 億 2,500 万 449 円となってお

り、営業利益は 4億 962 万 5,164 円の営業損失となっている。これに営業外利益 5億 816

万 4,764 円を加え、特別損失 501 万 7,420 円を減じた当年度純利益は 9,352 万 2,180 円と

なっている。営業活動による採算性を表す営業収支比率は 60％であり、営業外収益とし

て一般会計補助金を受けることなどにより純利益を計上している。 

長期健全性を示す自己資本構成比率は 61.6％となっており、総資本の中に占める自己

資本の割合であるこの指標は高いほど良いとされている。短期健全性を示す流動比率は

63.4%となっており、数値が高いほど短期的な支払い能力が高く資金的に余裕があること

になる。なお、令和元年度末の企業債残高は、71 億 9,838 万 8,021 円で前年度末より   

4 億 1,343 万 1,226 円減少し、未償還企業債の残高は年々減少している。 

下水道事業会計は、令和元年度から地方公営企業法の適用を受ける企業会計に移行し

経理内容の明確化、透明性の向上等が図られた。令和 2年度は、下水道事業の中長期的な

経営の基本計画となる「下水道事業経営戦略（下水道ビジョン）」の策定が予定されてお

り、蓮田市の状況に適した経済的、効率的かつ効果的な計画を策定し、計画的に事業を推

進し、生活環境の向上及び水質浄化・水質保全、効率的な事業運営と経営基盤の強化が図

られることを望むものである。 

 

（２）未収金回収について 

下水道使用料は税込み調定額6億 6,050万円、収入額5億 5,940万円で収納率が84.7％

と前年度の 82.7％より 2 ポイント増加した。農業集落排水使用料は税込み調定額 5,265

万円、収入額4,771万円で収納率が90.6％と前年度の91.7％より1.1ポイント減少した。 

下水道受益者負担金は、税込み調定額 707 万円に対して、収入額は 664 万円、収納率

は 93.9％で、前年度の収納率 87.5％に比べ、6.4 ポイント増加した。農業集落排水受益

者分担金は、税込み調定額 61 万円に対して、収入額は 39 万円、収納率は 63.5％で、前

年度の収納率 87.5％に比べ、24ポイント減少した。 

非強制徴収公債権である農業集落排水使用料の長期滞納者に対し、令和元年度に初め

て少額訴訟の提訴をし、収納強化に努めたことは評価すべき点であるが、農業集落排水事

業の使用料及び受益者分担金の収納率は低下している。 
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公営企業の独立採算制の下で、経営健全化に向けて、下水道使用料及び受益者負担金、

農業集落排水使用料及び受益者分担金などの未収金の回収の強化について、積極的に取り

組まれたい。 

 

（３）有収率の向上について 

下水道事業の令和元年度の有収水量（下水道使用料徴収対象の水量）は 4,521,163

㎥で、汚水処理量は 5,367,503 ㎥で、有収率 84.2％である。平成 30年度の有収水量は

4,540,117 ㎥で、汚水処理量は 4,950,571 ㎥で、有収率 91.7％であることから、有収率

は 7.5 ポイント減少している。担当課では有収率低下は、有収水量が 18,954 ㎥減少し

た一方、汚水処理量は台風の影響などもあり侵入水等が 416,932 ㎥増加したことが原因

であるとしている。 

埼玉県中川流域下水道への汚水処理費は、汚水処理量で計算し支払うことから、有収

率の低下は使用料につながる有収水量以上の汚水処理費を支払うことになる。侵入水等

を削減し有収率を高めるために、ストックマネジメント等を活用し、長期的な視点で下

水道施設全体の老朽化の状況を考慮し、対策を推進されたい。 

 

（４）「企業会計及び税務に係る業務委託」について 

下水道事業会計は、令和元年度から地方公営企業法の適用を受ける企業会計に移行し

たものであるが、「下水道事業会計及び税務に係る業務委託」を1,265,000円で契約し、

公認会計士等により経営・経理・税務などの業務に対して助言指導などの支援業務を受

けていた。企業会計になって 2年目である令和 2年度においても同様な委託が予算化さ

れ、契約が締結されていた。同じ企業会計である水道事業会計では、このような業務委

託は行われていなかった。本来、職員自らが行うべき事務処理であることから、企業会

計等に関する知識を担当職員が適切に身につけて、今後については職員が行うべきであ

る。 
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